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 3.2.7 環境の保全を目的として法令又は条例により指定された地域その他の
対象及び当該対象に係る規制の内容その他の環境の保全に関する施策
の内容  

(1) 環境法令等による地域・区域等の指定状況 
対象事業実施区域及び調査区域の環境の保全を目的とする法令等に基づく主な

地域・区域等の指定状況を表  3-65(1)～(2)に示す。  
 

表  3-65(1) 対象事業実施区域及び調査区域の主な法令等の区域指定状況  

区
分 法令等 地域・区域等 

指定の有無 
対象事業 
実施区域 

調査 
区域 

生 
活 
環 
境 

大気汚染防止法 指定地域（硫黄酸化物の総量規制） × × 

騒音規制法 騒音について規制する地域 × ○ 

振動規制法 振動を防止することにより住民の生活環
境を保全する必要があると認める地域 × ○ 

悪臭防止法 悪臭原因物の排出を規制する地域 × ○ 

自動車から排出される窒素酸化物及
び粒子状物質の特定地域における総
量の削減に関する特別措置法 

対策地域（窒素酸化物対策地域、粒子状
物質対策地域） × × 

水質汚濁防止法 指定地域（総量削減） ○ ○ 

瀬戸内海環境保全特別措置法 瀬戸内海の環境の保全に関係がある府県 ○ ○ 

湖沼水質保全特別措置法 指定湖沼、指定地域 × × 

土壌汚染対策法 要措置区域、形質変更時要届出区域 × × 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 指定区域（地下に廃棄物がある土地） × ○ 

自 
然 
環 
境 

自然公園法 国立公園、国定公園 × × 

自然環境保全法 原生自然環境保全地域、 
自然環境保全地域 × × 

香川県立自然公園条例 県立自然公園 × × 

香川県自然環境保全条例 自然環境保全地域 × ○ 

絶滅のおそれのある野生動植物の種
の保存に関する法律 生息地等保護区 × × 

特に水鳥の生息地として国際的に重
要な湿地に関する条約 ラムサール条約登録湿地 × × 

世界の文化遺産及び自然遺産の保護
に関する条約 文化遺産、自然遺産 × × 

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適
正化に関する法律 

鳥獣保護区、特定猟具使用禁止区域、 
特定猟具使用制限区域 × ○ 

森林法 保安林、地域森林計画対象民有林 ○ ○ 

みどり豊かでうるおいのある県土づ
くり条例 緑化推進地域 × × 
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表  3-65(2) 対象事業実施区域及び調査区域の主な法令等の区域指定状況  

区
分 法令等 地域・区域等 

指定の有無 
対象事業 
実施区域 

調査 
区域 

土 
地 
利 
用 

国土利用計画法 

都市地域 × ○ 

農業地域 ○ ○ 

森林地域 ○ ○ 

自然公園地域 × × 

自然保全地域 × × 

生産緑地法 生産緑地地区 × × 

砂防法 砂防指定地 × ○ 

地すべり等防止法 地すべり防止区域 × × 

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関
する法律 急傾斜地崩壊危険区域 × ○ 

土砂災害警戒区域等における土砂災害
防止対策の推進に関する法律 

土砂災害特別警戒区域、 
土砂災害警戒区域 × ○ 

都市緑地法 緑地保全地域、特別緑地保全地区 × × 

宅地造成規制法 
宅地造成工事規制区域 ※ ○ 

特定盛土等規制区域 ※ ○ 

古都における歴史的風土の保存に関す
る特別措置法 歴史的風土保存区域 × × 

農業振興地域の整備に関する法律 農用地区域 × ○ 

国有林の管理経営に関する法律 国有林野 × ○ 

※：区域の指定はされているが、対象事業は適用対象外である。  
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 1) 生活環境 
 ① 大気汚染防止法（昭和 43 年 6 月 10 日法律第 97 号） 

大気汚染防止法（昭和43年6月10日法律第97号）では、工場又は事業場が集合し
ている地域で、同法で定める大気排出基準のみによっては、大気環境基準の確保が
困難であると認められる地域として、指定ばい煙ごとに指定地域を定め、特定工場
等に対する総量規制基準を定めることとされている。  

調査区域及び対象事業実施区域には、総量規制基準に係る指定地域はない。  
 

 ② 騒音規制法（昭和 43 年 6 月 10 日法律第 98 号） 
騒音規制法（昭和43年6月10日法律第98号）では、住居が集合している地域、病

院又は学校の周辺の地域その他の地域で騒音を防止することにより住民の生活環
境を保全する必要があると認める地域を、特定工場等において発生する騒音及び特
定建設作業に伴って発生する騒音について規制する地域として指定することとさ
れている。  

調査区域には、騒音について規制区域が指定されているが、対象事業実施区域に
は規制区域はない（P214～220に詳述）。  

 
 ③ 振動規制法（昭和 51 年 6 月 10 日法律第 64 号） 

振動規制法（昭和51年6月10日法律第64号）では、住居が集合している地域、病
院又は学校の周辺の地域その他の地域で振動を防止することにより住民の生活環
境を保全する必要があると認める地域を、特定工場等において発生する振動及び特
定建設作業に伴って発生する振動について規制する地域として指定することとさ
れている。  

調査区域には、振動について規制する地域が指定されているが、対象事業実施区
域に規制地域はない（P221～227に詳述）。  

 
 ④ 悪臭防止法（昭和 46 年 6 月 1 日法律第 91 号） 

悪臭防止法（昭和46年6月1日法律第91号）では、住民の生活環境を保全するた
め悪臭を防止する必要があると認める住居が集合している地域その他の地域を、工
場その他の事業場における事業活動に伴って発生する悪臭原因物質の排出を規制
する地域として指定することとされている。  

調査区域には、悪臭について規制する地域が指定されているが、対象事業実施区
域に規制地域はない（P228～229に詳述）。  

 
 ⑤ 自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総 

量の削減等に関する特別措置法（平成 4 年 6 月 3 日法律第 70 号） 
自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削

減等に関する特別措置法（平成4年6月3日法律第70号）では、窒素酸化物や粒子状
物質による大気汚染が著しい都市部での大気環境の改善を目指すものとして、自動
車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の排出総量を削減するため、窒素酸化
物対策地域及び粒子状物質対策地域を指定することとされている。  

調査区域及び対象事業実施区域には、いずれの対策地域も指定されていない。  
  



177 

 ⑥ 水質汚濁防止法（昭和 45 年 12 月 25 日法律第 138 号） 
水質汚濁防止法（昭和45年12月25日法律第138号）では、人口及び産業の集中

等により、生活又は事業活動に伴い排出された水が大量に流入する広域の公共用水
域であり、かつ、同法で定める排水基準のみによっては水質環境基準の確保が困難
であると認められる水域について指定項目ごとに指定水域を定め、指定水域におけ
る指定項目に係る水質の汚濁の防止を図るため、指定水域の水質の汚濁に関係のあ
る地域として指定地域を定めることとしている。  

指定地域では、特定事業場で排水量が50m3/日以上のものについて総量規制基準
が定められている。  

調査区域及び対象事業実施区域を含む香川県全域が、指定地域であるが、新施設
は排水クローズドシステム又は下水道放流を予定しているため、当該事業場には該
当しない。  

 
 ⑦ 瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和 48 年 10 月 2 日法律第 110 号） 

瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和48年10月2日法律第110号）では、特別の措
置を講じ、瀬戸内海の環境の保全を図ることとしており、瀬戸内海の環境の保全に
関係がある府県を関係府県の区域に指定している。  

関係府県の区域では、特定施設を設置しようとする場合、原則、許可を受けなけ
ればならない。  

調査区域及び対象事業実施区域を含む香川県全域が、同法の対象区域であるが、
新施設は排水クローズドシステム又は下水道放流を予定しているため、水質特定
施設には該当しない。  

 
 ⑧ 湖沼水質保全特別措置法（昭和 59 年 7 月 27 日法律第 61 号） 

湖沼水質保全特別措置法（昭和59年7月27日法律第61号）では、水質の汚濁に係
る環境上の条件についての基準が現に確保されておらず、又は確保されないことと
なるおそれが著しい湖沼であって、当該湖沼の水の利用状況、水質の汚濁の推移等
からみて特に水質の保全に関する施策を総合的に講ずる必要があると認められる
ものを「指定湖沼」として指定している。  

調査区域及び対象事業実施区域には、指定湖沼及び指定地域はない。  
 

 ⑨ 土壌汚染対策法（平成 14 年 5 月 29 日法律第 53 号） 
土壌汚染対策法（平成14年5月29日法律第53号）では、土地が特定有害物質によ

って汚染されており、当該汚染による人の健康に係る被害を防止するため当該汚染
の除去等の措置を講ずることが必要な区域を「要措置区域」として指定することが
できるとされている。また、土地が特定有害物質によって汚染されているものの、
当該汚染により、人の健康に係る被害が生じ、又は生ずるおそれに該当しない場合
には、当該土地の区域を、その土地が特定有害物質によって汚染されており、当該
土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければならない区域「形質変更
時要届出区域」として指定することとされている。  

調査区域及び対象事業実施区域には、要措置区域及び形質変更時要届出区域は指
定されていない。  
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 ⑩ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号） 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）では、廃棄物が地

下にある土地であって土地の掘削その他の土地の形質の変更が行われることによ
り、当該廃棄物に起因する生活環境の保全上の支障が生ずるおそれがある区域につ
いて、指定区域として指定することとされている。  

調査区域には、指定区域として指定された廃棄物が地下にある土地があるが、対
象事業実施区域に指定区域はない。廃棄物が地下にある土地の位置を図  3-48に示
す。なお、指定区域の詳細な位置は不明なため、指定区域周辺を大まかな円形で示
す。  
  



179 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図  3-48 廃棄物が地下にある土地の位置図   

注）指定区域の詳細な位置は不明なため、指定区域周辺を大まかな円形で示した。 
出典：「廃棄物が地下にある土地の指定」香川県HP 

（https://www.pref.kagawa.lg.jp/junkan/haikibutsu/siteikuiki/siteikuiki.html） 
「廃棄物が地下にある土地の指定」高松市HP 
（https://www.city.takamatsu.kagawa.jp/jigyosha/kankyo_eisei/sanpai/haiki_upsiteikuiki.html） 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000 
を複製して情報を追記したものである。 
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 2) 自然環境 
 ① 自然公園法（昭和 32 年 6 月 1 日法律第 161 号） 

自然公園法（昭和32年6月1日法律第161号）では優れた自然の風景地を保護し、
利用の促進を図るために区域を定めて「国立公園」、「国定公園」及び「都道府県立
自然公園」を指定している。  

調査区域及び対象事業実施区域には、指定された国立公園、国定公園及び県立自
然公園はない。  

 
 ② 自然環境保全法（昭和 47 年 6 月 22 日法律第 85 号） 

自然環境保全法（昭和47年6月22日法律第85号）では、自然環境の適正な保全を
総合的に推進するために自然環境保全基本方針を定めるとともに、その区域におけ
る自然環境を保全することが特に必要な地域を「原生自然環境保全地域」及び「自
然環境保全地域」として指定することができる。  

調査区域及び対象事業実施区域には、原生自然環境保全地域及び自然環境保全地
域はない。  

 
 ③ 香川県立自然公園条例（平成 2 年 12 月 21 日香川県条例 29 号） 

香川県立自然公園条例（平成2年12月21日香川県条例29号）では、県内にある優
れた自然の風景地について、優れた自然の風景地を保護するとともに、その利用の
増進を図るために、「香川県立自然公園」を指定することができる。また、県立自
然公園の風致を維持するため、公園計画に基づいて、その区域（海域を除く。）内
に「特別地域」を指定することができる。  

調査区域及び対象事業実施区域には、香川県立自然公園はない。  
 

 ④ 香川県自然環境保全条例（昭和 49 年 4 月 2 日香川県条令第 17 号） 
香川県自然環境保全条例（昭和49年4月2日香川県条令第17号）では、自然環境

保全法に基づく自然環境保全地域に準ずる土地の区域として「香川県自然環境保全
地域」を指定することができる。また、自然環境保全地域に関する保全計画に基づ
いて、自然環境保全地域内に特別地区を指定することができる。更に、特別地区内
における特定の野生動植物の保護のために特に必要があると認めるときは、その区
域内に、当該保護すべき野生動植物の種類ごとに、野生動植物保護地区を指定する
ことができる。  

調査区域には、香川県自然環境保全地域の藤尾山自然環境保全地域があるが、対
象事業実施区域に自然環境保全地域はない。  

調査区域の香川県自然環境保全地域を図  3-49に示す。  
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図  3-49 調査区域の香川県自然環境保全地域   

出典：「香川県自然環境保全地域」香川県HP 
（https://www.pref.kagawa.lg.jp/midorihozen/shizen/guidemap/kankyo.html） 
「環境アセスメントデータベース」環境省HP（https://www2.env.go.jp/eiadb/ebidbs/） 

 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000 
を複製して情報を追記したものである。 
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 ⑤ 絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律（平成 4 年 6 月 
5 日法律第 75 号） 
絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律（平成4年6月5日法律第

75号）では、国内希少野生動植物種に指定されている種のうち、捕獲や採取等の規
制を行うだけでは個体群の存続が困難であり、その生息・生育環境を保全する必要
がある場合は、「生息地等保護区」を指定することができる。  

調査区域及び対象事業実施区域には、生息地等保護区はない。  
 

 ⑥ 特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約（ラムサール 
条約）（昭和 55 年 9 月 22 日条約第 28 号） 
特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約（昭和55年9月22日条

約第28号）では、特定の生物地理区を代表するタイプの湿地や、絶滅のおそれのあ
る種や群集を支えている湿地、定期的に2万羽以上の水鳥を支える湿地等、国際的
な基準から国際的に重要な湿地（ラムサール条約登録湿地）を登録している。  

調査区域及び対象事業実施区域には、ラムサール条約登録湿地はない。  
 

 ⑦ 世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約（平成 4 年 9 月 28 日 
条約第 7 号） 
世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約（平成4年9月28日条約第7号）

では、記念工作物、建造物群、遺跡、自然の地域等で普遍的価値を有するものを保
護の対象とし、「文化遺産」、「自然遺産」、「複合遺産」としている。条約締結国が
選定した世界遺産候補物件リスト（暫定リスト）の中から世界遺産委員会の審議を
経て決定される。  

調査区域及び対象事業実施区域には、世界遺産一覧表に記載された文化遺産及び
自然遺産の区域はない。  

 
 ⑧ 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成 14 年 7 月 

12 日法律第 88 号） 
鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成14年7月12日法律第

88号）では、鳥獣の保護を図る必要がある地域を「鳥獣保護区」、「休猟区」等とし
て指定するとともに、鳥獣の保護又は鳥獣の生息地の保護を図るため、特に必要が
ある場合には「特別保護地区」を指定し、各種行為を規制している。  

調査区域には、鳥獣保護区及び特定猟具使用禁止区域（銃器）が指定されている
が、対象事業実施区域には指定されてない。  

調査区域の鳥獣保護区等指定状況を表  3-66に、鳥獣保護区等位置図を図  3-50
に示す。  

 
表  3-66 調査区域の鳥獣保護区等指定状況(令和 7 年度) 

区分 No. 名称 面積（ha） 期限 

鳥獣保護区 
1 藤尾山 68 令和 14 年 11 月 14 日 
2 内場池 60 令和 17 年 11 月 14 日 

特定猟具使用禁止区域（銃器） 
3 香南台地 1,140 令和 10 年 11 月 14 日 
4 長柄 273 令和 11 年 11 月 14 日 

出典：「香川県鳥獣保護区等位置図（令和7年度 香川県）」 
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図  3-50 調査区域の鳥獣保護区等位置図(令和 7 年度)  

出典：「香川県鳥獣保護区等位置図（令和7年度 香川県）」 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000 
を複製して情報を追記したものである。 
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 ⑨ 森林法（昭和 26 年 6 月 26 日法律第 249 号） 
森林法（昭和26年6月26日法律第249号）では、水源の涵養、土砂の流出及び崩

壊の防備、公衆の保健、名所又は旧跡の風致の保存等の目的を達成するために必要
があるときは、森林を「保安林」として指定することができる。また、同法第5条
に基づき都道府県知事が立案する地域森林計画の対象となる「地域森林計画対象民
有林」を指定することができる。  

調査区域及び対象事業実施区域には、保安林及び地域森林計画対象民有林が重複
指定されている。  

調査区域の保安林及び地域森林計画対象民有林位置図を図  3-51に示す。  
 

 ⑩ みどり豊かでうるおいのある県土づくり条例（平成 14 年３月 27 日香川 
県条例第２号） 
みどり豊かでうるおいのある県土づくり条例（平成14年３月27日香川県条例第

２号）では、緑化の推進とみどりの保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進す
るため、緑化の推進とみどりの保全に関する基本的な計画として「緑化推進等基本
計画」を定めなければならない。また、緑化を推進することが特に必要であると認
める土地の区域を「緑化推進地域」として指定することができる。  

調査区域及び対象事業実施区域には、緑化推進地域はない。  
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図  3-51 調査区域の保安林及び地域森林計画対象民有林位置図   

出典：「国土数値情報（土地利用データ）」国土交通省HP（https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/） 
「環境アセスメントデータベース」環境省HP（https://www2.env.go.jp/eiadb/ebidbs/） 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000 
を複製して情報を追記したものである。 
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 3) 土地利用 
 ① 国土利用計画法（昭和 49 年 6 月 25 日法律第 92 号） 

国土利用計画法（昭和49年6月25日法律第92号）では、自然環境の保全を図りつ
つ、地域の自然的、社会的、経済的及び文化的条件に配意して、健康で文化的な生
活環境の確保と国土の均衡ある発展を図るために、土地利用基本計画として、「都
市地域」、「農業地域」、「森林地域」、「自然公園地域」、「自然保全地域」を定めるこ
ととされている。  

調査区域には、都市地域、農業地域、森林地域が指定されており、対象事業実施
区域には、農業地域及び森林地域が重複指定されている。調査区域の土地利用計画
図を図  3-52に示す。  

 
 ② 生産緑地法（昭和 49 年 6 月 1 日法律第 68 号） 

生産緑地法（昭和49年6月1日法律第68号）では、市街化区域内にある農地等で、
公害又は災害の防止、農林漁業と調和した都市環境の保全等良好な生活環境の確保
に相当の効用があり、かつ、公共施設等の敷地の用に供する土地として適している
もの等の区域を「生産緑地地区」として定めることができる。  

調査区域及び対象事業実施区域には、生産緑地地区はない。  
 

 ③ 砂防法（明治 30 年 3 月 30 日法律第 29 号） 
砂防法（明治30年3月30日法律第29号）では、治水上砂防のための砂防設備を要

する土地又は竹木の伐採や土石・砂れきの採取等の一定の行為を禁止し、若しくは
制限すべき土地を「砂防指定地」として指定することができる。  

調査区域には、砂防指定地が指定されているが、対象事業実施区域には指定され
ていない。調査区域の砂防指定地の位置を図  3-53に示す。  

 
 ④ 地すべり等防止法（昭和 33 年 3 月 31 日法律第 30 号） 

地すべり等防止法（昭和33年3月31日法律第30号）では、地すべり区域（地すべ
りしている区域又は地すべりするおそれのきわめて大きい区域をいう。以下同じ。）
及びこれに隣接する地域のうち地すべり区域の地すべりを助長し、若しくは誘発し、
又は助長し、若しくは誘発するおそれのきわめて大きいものであって、公共の利害
に密接な関連を有するものを「地すべり防止区域」として指定することができる。 

調査区域及び対象事業実施区域には、地すべり防止区域はない。  
 

 ⑤ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和 44 年 7 月 1 日 
法律第 57 号） 
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年7月1日法律第57号）

では、崩壊するおそれのある急傾斜地で、その崩壊により相当数の居住者その他の
者に危害が生ずるおそれのあるもの及びこれに隣接する土地のうち、当該急傾斜地
の崩壊が助長され、又は誘発されるおそれがないようにするため、同法第7条第1項
各号に掲げる行為が行われることを制限する必要がある土地の区域を「急傾斜地崩
壊危険区域」として指定することができる。  

調査区域には、急傾斜地崩壊危険区域が指定されているが、対象事業実施区域に
は指定されていない。調査区域の急傾斜地崩壊危険区域の位置を図  3-54に示す。 
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図  3-52 調査区域の土地利用計画図  
  

出典：「国土数値情報（土地利用データ）」国土交通省HP（https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/） 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000 
を複製して情報を追記したものである。 
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図  3-53 調査区域の砂防指定地位置図   

出典：「香川県オープンデータカタログサイト（砂防指定地データ）」香川県HP 
（https://opendata.pref.kagawa.lg.jp/） 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000 
を複製して情報を追記したものである。 
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図  3-54 調査区域の急傾斜地崩壊危険区域位置図   

出典：「香川県オープンデータカタログサイト（急傾斜地崩壊危険区域データ）」香川県HP 
（https://opendata.pref.kagawa.lg.jp/） 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000 
を複製して情報を追記したものである。 
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 ⑥ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律 
（平成 12 年 5 月 8 日法律第 57 号） 
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年5

月8日法律第57号）では、急傾斜地の崩壊等が発生した場合には住民等の生命又は
身体に危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域で、当該区域における土
砂災害を防止するために警戒避難体制を特に整備すべき土地の区域として政令で
定める基準に該当するものを、「土砂災害警戒区域」として指定することができる。
また、土砂災害警戒区域のうち、急傾斜地の崩壊等が発生した場合には建築物に損
壊が生じ住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれがあると認められる
土地の区域で、一定の開発行為の制限及び居室を有する建築物の構造の規制をすべ
き土地の区域として政令で定める基準に該当するものを、「土砂災害特別警戒区域」
として指定することができる。  

調査区域には、土砂災害警戒区域（急傾斜、地すべり、土石流）及び土砂災害特
別警戒区域(急傾斜、土石流)が指定されているが、対象事業実施区域には土砂災
害警戒区域等はない。調査区域の土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域位
置図を図  3-55～図  3-57 に示す。  

 
 ⑦ 都市緑地法（昭和 48 年 9 月 1 日法律第 72 号） 

都市緑地法（昭和48年9月1日法律第72号）では、都市計画法（昭和43年6月15
日法律第100号）により指定された都市計画区域内において、無秩序な市街地化の
防止のために保全する必要がある緑地、公害・災害の防止のために保全する必要が
ある緑地、地域住民の健全な生活環境の確保のために適正に保全する必要がある緑
地等について、「緑地保全地域」として指定することができる。また、都市計画区
域内において、良好な自然的環境を有している地区を「特別緑地保全地区」として
指定することができる。  

調査区域及び対象事業実施区域には、緑地保全地域及び特別緑地保全地区はない。 
 

 ⑧ 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和 36 年 11 月 7 日法律第 191 号） 
宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和36年11月7日法律第191号）では、市街地

や集落、その周辺など、人家が存在する地域において、宅地造成、特定盛土等又は
土石の堆積に伴い、崖崩れ又は土砂の流出を生ずるおそれのある地域を、「宅地造
成工事規制区域」として指定することができる。また、市街地や集落からは離れて
いるものの、地形等の条件から人家などに危害を及ぼしうる地域（斜面地等）も「特
定盛土等規制区域」として指定することができる。但し、対象事業は地方公共団体
が管理する廃棄物処理施設であることから、本法律の対象外である。  

調査区域及び対象事業実施区域には、宅地造成工事規制区域及び特定盛土等規
制区域が指定されている。調査区域の宅地造成工事規制区域及び特定盛土等規制
区域図を図  3-58 に示す。  
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図  3-55 調査区域の土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域(急傾斜)位置図   

出典：「香川県オープンデータカタログサイト（土砂災害警戒区域等データ）」香川県HP 
（https://opendata.pref.kagawa.lg.jp/） 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000 
を複製して情報を追記したものである。 
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図  3-56 調査区域の土砂災害警戒区域(地すべり)位置図  
  

出典：「香川県オープンデータカタログサイト（土砂災害警戒区域等データ）」香川県HP 
（https://opendata.pref.kagawa.lg.jp/） 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000 
を複製して情報を追記したものである。 
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図  3-57 調査区域の土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域(土石流)位置図   

出典：「香川県オープンデータカタログサイト（土砂災害警戒区域等データ）」香川県HP 
（https://opendata.pref.kagawa.lg.jp/） 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000 
を複製して情報を追記したものである。 
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図  3-58 調査区域の宅地造成工事規制区域及び特定盛土等規制区域位置図   

出典：「盛土規制法」香川県HP 
（https://www.pref.kagawa.lg.jp/kenchiku/morido/kfvn.html） 
「宅地造成及び特定盛土等規制法（通称：盛土規制法）の施行」高松市HP 
（https://www.city.takamatsu.kagawa.jp/jigyosha/toshikeikaku/kyoka/moridokisei.html） 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000 
を複製して情報を追記したものである。 
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 ⑨ 古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法（昭和 41 年 1 月 13 日 
法律第 1 号） 
古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法（昭和41年1月13日法律第1

号）では、古都における歴史的風土を保存するため必要な土地の区域を「歴史的風
土保存区域」として指定することができる。本法による「古都」は、政治、文化の
中心等として歴史上重要な地位を有する市町村と定義されている。  

調査区域及び対象事業実施区域は古都に指定されておらず、調査区域及び対象事
業実施区域には、歴史的風土保存区域はない。  

 
 ⑩ 農業振興地域の整備に関する法律（昭和 44 年 7 月 1 日法律第 58 号） 

農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年7月1日法律第58号）では、農業振
興地域整備基本方針に基づき都道府県知事により定められた農業振興地域のうち、
県知事及び市長が農用地等として利用すべき土地の区分を「農用地区域」としてい
る。農用地区域では、農地以外の用途に転ずる（農地転用）に際しては、農地法（昭
和27年7月15日法律第229号）による制限があるとされる。  

調査区域には、農用地区域が指定されているが、対象事業実施区域には指定され
ていない。調査区域の農用地区域位置図を図  3-59に示す。  

 
 ⑪ 国有林野の管理経営に関する法律（昭和 26 年 6 月 23 日法律第 246 号）  

国有林野の管理経営に関する法律（昭和26年6月23日法律第246号）では、国の
所有する森林原野であって、国において森林経営の用に供し、又は供すると決定し
たもの、国民の福祉のための考慮に基づき森林経営の用に供されなくなり、国有財
産法（昭和23年6月30日法律第73号）の普通財産となっているものを「国有林野」
としている。  

調査区域には、国有林野が指定されているが、対象事業実施区域には指定されて
いない。調査区域の国有林野位置図を図  3-60に示す。  
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図  3-59 調査区域の農用地区域位置図   

出典：「国土数値情報（土地利用データ）」国土交通省HP（https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/） 
 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000 
を複製して情報を追記したものである。 
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図  3-60 調査区域の国有林野位置図  
  

出典：「国土数値情報（土地利用データ）」国土交通省HP（https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/） 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000 
を複製して情報を追記したものである。 
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(2) 公害の防止に係る規制の状況 
対象事業実施区域及び調査区域の法令等に基づく主な規制基準等の適用状況を

表  3-67に示す。  
 

表  3-67 対象事業実施区域及び調査区域の法令等に基づく  
主な規制基準等の適用状況  

区
分 

法令等 規制基準等 
適用の有無注） 

対象事業 
実施区域 

調査 
区域 

大
気
汚
染 

環境基本法 環境基準 ◎ ○ 

大気汚染防止法 
排出基準（硫黄酸化物、ばいじん、塩化水素、
窒素酸化物、水銀） ◎ ○ 

総量規制基準（硫黄酸化物） × × 

ダイオキシン類対策特別措置法 
環境基準、大気排出基準 ◎ ○ 

廃棄物焼却炉に係るばいじん等の処理基準 ◎ ○ 

香川県生活環境の保全に関する条例 排出基準（硫黄酸化物） △ ○ 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 構造・維持管理基準 ◎ ○ 

騒
音 

環境基本法 
環境基準 × ○ 

航空機騒音に係る基準 × ○ 

騒音規制法 
規制基準（特定工場等、特定建設作業） × ○ 

要請限度 × ○ 

振
動 

振動規制法 
規制基準（特定工場等、特定建設作業） × ○ 

要請限度 × ○ 

悪
臭 

悪臭防止法 規制基準（敷地境界線、排出口、排出水、臭
気指数） × ○ 

水
質
汚
濁 

環境基本法 環境基準（健康項目、生活環境項目） ◎ ○ 

ダイオキシン類対策特別措置法 環境基準、水質排出基準（ダイオキシン類） ◎ ○ 

水質汚濁防止法 
排水基準（一律基準） ◎ ○ 

総量規制基準 △ ○ 

地下水の浸透基準 ◎ ○ 

香川県生活環境の保全に関する条例 排水基準（上乗せ基準、横出し施設） △ ○ 

瀬戸内海環境保全特別措置法 総量規制（化学的酸素要求量、窒素、りん） △ ○ 

湖沼水質保全特別措置法 指定湖沼及び指定地域 × × 

浄化槽法 放流水の水質の技術上の基準 × × 

下水道法 
排除基準 ◎ ○ 高松市下水道条例 

綾川町下水道条例 
土
壌
汚
染 

環境基本法 環境基準 ◎ ○ 

ダイオキシン類対策特別措置法 環境基準 ◎ ○ 

土壌汚染対策法 区域指定に係る基準（特定有害物質） ◎ ○ 

そ
の
他 

工業用水法 指定地域 × × 

建築物用地下水の採取の規制に関す
る法律 指定地域 × × 

特定化学物質の環境への排出量の把握
等及び管理の改善の促進に関する法律 化学物質の環境への排出量・移動量の届出 ◎ ○ 

地盤沈下に係る規制 揚水施設を設置の届出義務 △ ○ 

注）◎：対象事業において当該基準が適用される。       ○：当該地域において基準等が設けられている。 
△：基準等が設けられているが、対象事業では適用外である。 ×：当該地域において基準等が設けられていない。  
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 1) 大気汚染 
 ① 環境基本法（平成 5 年 11 月 19 日法律第 91 号）に基づく環境基準 

大気の汚染に係る環境基準（昭和48年5月8日環境庁告示第25号）は、二酸化硫
黄、一酸化炭素、浮遊粒子状物質、光化学オキシダント、二酸化窒素、ベンゼン、
トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタン、微小粒子状物質に
ついて定められている。大気汚染に係る環境基準を表  3-68に示す。  

 

表  3-68 大気の汚染に係る環境基準  
物質 環境上の条件 出典 

二酸化硫黄（SO2） 
1 時間値の 1 日平均値が 0.04ppm 以
下であり、かつ、1 時間値が 0.1ppm
以下であること。 

大気の汚染に係る環境基準に
ついて（昭和 48 年 5 月 8 日
環境庁告示第 25 号） 

一酸化炭素（CO） 
1 時間値の 1 日平均値が 10ppm 以下
であり、かつ、1 時間値の 8 時間平均
値が 20ppm 以下であること。 

浮遊粒子状物質（SPM）注 2） 
1 時間値の 1 日平均値が 0.10mg/m3

以 下 で あ り 、 か つ 、 1 時 間 値 が
0.20mg/m3 以下であること。 

光化学オキシダント（OX）注 3） 1時間値が0.06ppm以下であること。 

二酸化窒素（NO2）注 4） 
1 時間値の 1 日平均値が 0.04ppm か
ら 0.06ppm までのゾーン内又はそれ
以下であること。 

二酸化窒素に係る環境基準に
ついて（昭和 53 年 7 月 11 日
環境庁告示第 38 号） 

ベンゼン 1 年平均値が 0.003mg/m3 以下であ
ること。 

有害大気汚染物質（ベンゼン
等）に係る環境基準 
（平成 9 年 2 月 4 日環境庁告
示第 4 号）注5） 

トリクロロエチレン 1 年平均値が 0.13mg/m3 以下である
こと。 

テトラクロロエチレン 1 年平均値が 0.2mg/m3 以下である
こと。 

ジクロロメタン 1 年平均値が 0.15mg/m3 以下である
こと。 

微小粒子状物質（PM2.5） 
1 年平均値が 15μg/m3 以下であり、
かつ、1 日平均値が 35μg/m3 以下で
あること。 

微小粒子状物質に係る環境基
準について（平成 21 年 9 月 9
日環境省告示第 33 号） 

注1）環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域又は場所については適用しない。 
注2）浮遊粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、その粒子が10μm以下のものをいう。 
注3）光化学オキシダントとは、オゾン、パーオキシアセチルナイトレート、その他の光化学反応により生成される

酸化性物質（中性ヨウ化カリウム溶液からヨウ素を遊離するものに限り、二酸化窒素を除く。）をいう。 
注4）二酸化窒素について、1時間値の1日平均値が0.06ppmを超える地域にあっては、1時間値の1日平均値

0.06ppmを達成されるように努めるものとし、その達成期間は原則として7年以内とする。また、1時間値の1
日平均値が0.04ppmから0.06ppmまでのゾーン内にある地域にあっては、原則としてこのゾーン内において、
現状程度の水準を維持し、又はこれを大きく上回ることとならないように努めるものとする。 

注5）ベンゼン等による大気の汚染に係る環境基準は、継続的に摂取される場合には人の健康を損なうおそれがある
物質に係るものであることにかんがみ、将来にわたって人の健康に係る被害が未然に防止されるようにするこ
とを旨として、その維持又は早期達成に努めるものとする。 
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また、ダイオキシン類対策特別措置法（平成11年法律第105号）では、ダイオキ
シン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚
染に係る環境上の条件について、それぞれ、人の健康を保護する上で維持されるこ
とが望ましい基準（環境基準）を定めることとされている。ダイオキシン類による
大気の汚染に係る環境基準を表  3-69に示す。  

 
表  3-69 ダイオキシン類による大気の汚染に係る環境基準  

単位：pg-TEQ/m3 

物質 基準値 

ダイオキシン類 0.6 以下 
注1）基準値は、2,3,7,8－四塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシンの毒性に換算した値とする。 
注2）基準値は年間平均値とする。 
出典：「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に係る環境基

準」（平成11年12月27日環境庁告示第68号） 
 

 ② 大気汚染防止法（昭和 43 年 6 月 10 日法律第 97 号）に基づく総量規制 
及び大気排出基準等 
大気汚染防止法（昭和43年6月10日法律第97号）に基づき、工場及び事業場に設

置される政令で定める施設（ばい煙発生施設）を対象に、硫黄酸化物、ばいじん、
有害物質の排出規制が定められているが、工場又は事業場が集合している地域であ
って、現行の規制方式によっては環境基準の確保が困難である地域にあっては、一
定規模以上のばい煙発生施設を設置する工場又は事業場において総量規制基準が
定められている。調査区域及び対象事業実施区域には、大気汚染防止法に基づき総
量規制基準が定められた区域はない。  

また、香川県生活環境の保全に関する条例（昭和46年3月20日香川県条例第1号）
においては、規制の対象となるばい煙施設を拡大し、硫黄酸化物について排出基準
を定めている。なお、本事業は条例の対象施設に該当しない。  

大気汚染防止法に基づく硫黄酸化物の排出の規制基準を表  3-70に、ばいじんの
排出の規制基準を表  3-71に、有害物質（塩化水素）の排出の規制基準を表  3-72
に、有害物質（窒素酸化物）の排出の規制基準を表  3-73に、有害物質（水銀）の
排出の規制基準を表  3-74に、香川県生活環境の保全に関する条例の対象となるば
い煙発生施設の排出基準を表  3-75に示す。  

 
表  3-70 硫黄酸化物の排出基準  

 許容限度 

排
出
基
準 

q ＝K×10-3 He2 
q :硫黄酸化物の量（Nm3/時） 
K :地域ごとに定められた値（高松市：11.5、綾川町：17.5） 
He :補正された排出口の高さ（m） 

出典：「大気汚染防止法施行規則」（昭和46年6月22日厚生省・通産省令第1号） 
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表  3-71 ばいじんの排出基準  

施設 規模 焼却能力（kg/時） 許容限度 
（g/Nm3） 

廃棄物焼却炉 火格子面積が 2m2 以上あるいは焼
却能力が 200kg/時以上 

4,000 以上 0.04 
2,000 以上 4,000 未満 0.08 
2,000 未満 0.15 

備考： 
1 この表に掲げる許容限度は、標準状態に換算した排出ガス 1m3 中のばいじんの量とする。 
2 ばいじんの量は、次式により算出されたばいじんの量とする。 

21－On 
C= ――――・Cs  

21－Os 

C  
On 
Os 
 
Cs 

: ばいじんの量（g） 
: 施設ごとに定められた値（廃棄物焼却炉 12） 
: 排出ガス中の酸素濃度（％） 

（当該濃度が 20％を超える場合にあっては 20％とする） 
: JIS Z 8808 に定める方法により測定されたばいじんの量（g） 

出典：「大気汚染防止法施行規則」（昭和46年6月22日厚生省・通産省令第1号） 
 

表  3-72 有害物質（塩化水素）の排出基準  

施設 規模 許容限度 
（mg/Nm3） 

廃棄物焼却炉 火格子面積が 2m2 以上あるいは焼却能力が 200kg/時以上 700 
備考： 
1 この表に掲げる許容限度は、標準状態に換算した排出ガス 1m3 中の塩化水素の量とする。 

塩化水素の量は、次式により算出された塩化水素の量とする。 
9 

C= ――――・Cs  
21－Os 

C 
Os 
Cs 

: 塩化水素の量（mg） 
: 排出ガス中の酸素濃度（％） 
: JIS K 0107 に定める方法により測定された塩化水素の量（mg） 

出典：「大気汚染防止法施行規則」（昭和46年6月22日厚生省・通産省令第1号） 
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表  3-73 有害物質（窒素酸化物）の排出基準  

施設 規模 排出ガス量 
（万 Nm3/時） 

許容限度
（cm3） 

廃棄物焼却炉のうち浮遊回転燃焼方式により焼却を行うもの
（連続炉に限る｡） 

火 格 子 面 積 が
2m2 以上あるい
は 焼 却 能 力 が
200kg/時以上 

すべて 450 

廃棄物焼却炉のうちニトロ化合物、アミノ化合物若しくはシ
アノ化合物若しくはこれらの誘導体を製造し、若しくは使用
する工程又はアンモニアを用いて排水を処理する工程から排
出される廃棄物を焼却するもの（連続炉に限る｡） 

4 以上 700 

上記外の廃棄物焼却炉 
連続炉 すべて 250 
連続炉以外 4 以上 250 

備考： 
1 この表に掲げる許容限度は､標準状態に換算した排出ガス 1m3 中の窒素酸化物の量とする。 
2 窒素酸化物の量は、次式により算出された窒素酸化物の量とする。 

21－On 
C= ――――・Cs  

21－Os  

C 
On 
Os 
 
Cs 

: 窒素酸化物の量（cm3） 
: 施設ごとに定められた値（廃棄物焼却炉 12） 
: 排出ガス中の酸素濃度（％） 
（当該濃度が 20％を超える場合にあっては 20％とする） 
: JIS K 0104 に定める方法により測定された窒素酸化物の量（cm3） 

出典：「大気汚染防止法施行規則」（昭和46年6月22日厚生省・通産省令第1号） 
 

表  3-74 有害物質（水銀）の排出基準  

施設 規模 
排出基準（μg/Nm3） 
新規施設 既存施設 

廃棄物焼却炉 火格子面積が 2m2 以上あるいは焼却能力 200kg/時以上 30 50 

備考： 
1 既存施設とは、施行日（平成 30 年 4 月 1 日）において、現に設置されている施設（既に工事が着手
されているものを含む。）をいう。 
2 この表に掲げる排出基準は、標準状態に換算された排出ガス 1m3 中の水銀の量とする。 

21－On 
C= ――――・Cs 

21－Os 

C 
On 
Os 
 
Cs 

: 水銀の量（μgNm3） 
: 施設ごとに定められた値（廃棄物焼却炉 12） 
: 排出ガス中の酸素濃度（％） 

(当該濃度が 20％を超える場合にあっては 20％とする） 
: 排出ガス中の実測水銀濃度（0℃、101.32kPa）（μg Nm3） 

出典：「大気汚染防止法施行規則」（昭和46年6月22日厚生省・通産省令第1号） 
 

表  3-75 香川県生活環境の保全に関する条例の対象となる  
ばい煙発生施設の排出基準  

廃棄物焼却炉：焼却能力が 150kg/時以上 200kg/時未満 

硫黄酸化物 

排出基準は次式により算出される。 

q ＝K×10-3 He2 
q  :硫黄酸化物の量（Nm3/時） 
K  :地域ごとに定められた値（26.3） 
He :補正された排出口の高さ（m） 

ばいじん 排出基準：0.70g/Nm3（全域） 
備考 標準状態に換算した排出ガス 1m3 中のばいじんの量とする。 

出典：「香川県生活環境の保全に関する条例施行規則」（昭和46年9月18日香川県規則第42号） 
  



203 

 ③ ダイオキシン類対策特別措置法（平成 11 年 7 月 16 日法律第 105 号） 
による大気排出基準等 
ダイオキシン類の大気排出基準を表  3-76に示す。ダイオキシン類については、

焼却能力に対応した大気排出基準が定められている。  
 

表  3-76 ダイオキシン類の大気排出基準  

施設 規模 焼却能力 
（kg/時） 

許容限度 
（ng-TEQ/Nm3） 

廃棄物焼却炉 火床面積が 0.5m2 以上又は焼却能力が
50kg/時以上 

4,000 以上 0.1 
2,000 以上 
4,000 未満 1 

2,000 未満 5 

備考： 
1 この表に掲げる許容限度は、標準状態に換算した排出ガスによるものとする。 
2 ダイオキシン類の量は、次式により算出されたダイオキシン類の量とする。 

21－On 
C=―――――・Cs 

21－Os 

C 
On 
Os 
 
Cs 
 

: ダイオキシン類の量（ng/Nm3） 
: 施設ごとに定められた値（廃棄物焼却炉 12） 
: 排出ガス中の酸素濃度（％） 
（当該濃度が 20％を超える場合にあっては 20％とする） 
: 高分解能ガスクロマトグラフ質量分析法により測定されたダイオキ

シン類の量（ng/Nm3） 
出典：「ダイオキシン類対策特別措置法施行規則」（平成11年12月27日総理府令第67号） 
 

また、廃棄物焼却炉である特定施設から排出される当該特定施設の集じん機によ
って集められたばいじん及び焼却灰その他の燃え殻の処分（再生することを含む。）
を行う場合には、当該ばいじん及び焼却灰その他の燃え殻に含まれるダイオキシン
類の量が環境省令で定める基準以内となるように処理しなければならないとされ
ている。  

ダイオキシン類対策特別措置法による廃棄物焼却炉に係るばいじん等の処理基
準を表  3-77に示す。  

 
表  3-77 廃棄物焼却炉に係るばいじん等の処理基準  

単位：ng-TEQ/g 

項目 基準値 

廃棄物焼却炉に係るばいじん等の処理 3 以下 
出典：「ダイオキシン類対策特別措置法施行規則」（平成11年12月27日総理府令第67号） 
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 ④ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年 12 月 25 日法律第 137 
号）による構造基準等 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年12月25日法律第137号）では、

廃棄物焼却施設の構造及び維持管理に係る基準が定められている。  
廃棄物焼却施設に係る構造基準・維持管理基準の概要を表  3-78(1)～(5)に示す。 

 

表  3-78(1) 廃棄物焼却施設に係る構造基準・維持管理基準の概要  
区分 基準 

構
造
基
準
第
4
条 

一 自重、積載荷重その他の荷重、地震力及び温度応力に対して構造耐力上安全であること 
三 ごみ、ごみの処理に伴い生ずる排ガス及び排水等による腐食を防止するために必要な措置が

講じられていること 
四 ごみの飛散及び悪臭の発散を防止するために必要な構造のものであり、又は必要な設備が設

けられていること 
五 著しい騒音及び振動を発生し、周囲の生活環境を損なわないものであること 
六 ごみの保有水及びごみの処理に伴い生ずる汚水又は廃液が、漏れ出し、及び地下に浸透しな

い構造のものであること 
七  イ 法第 9 条の 2 の 4 第 1 項の認定に係る熱回収施設である焼却施設にあつては外気と遮断さ

れた状態でごみを燃焼室に投入することができる供給装置が、それ以外の焼却施設にあつて
は外気と遮断された状態で、定量ずつ連続的にごみを燃焼室に投入することができる供給装
置が、それぞれ設けられていること。ただし、環境大臣が定める焼却施設にあつては、この
限りでない 

   ロ 次の要件を備えた燃焼室が設けられていること 
（1）燃焼ガスの温度が 800℃以上の状態でごみを焼却することができるものであること 
（2）燃焼ガスが、800℃以上の温度を保ちつつ、2 秒以上滞留できるものであること 
（3）外気と遮断されたものであること 
（4）燃焼ガスの温度を速やかに（1）に掲げる温度以上にし、及びこれを保つために必要な

助燃装置が設けられていること 
（5）燃焼に必要な量の空気を供給できる設備（供給空気量を調節する機能を有するものに

限る。）が設けられていること 
   ハ 燃焼室中の燃焼ガスの温度を連続的に測定し、かつ、記録するための装置が設けられている

こと 
   ニ 集じん器に流入する燃焼ガスの温度をおおむね 200℃以下に冷却することができる冷却設

備が設けられていること。ただし、集じん器内で燃焼ガスの温度を速やかにおおむね 200℃
以下に冷却することができる場合にあつては、この限りでない 

   ホ 集じん器に流入する燃焼ガスの温度（ニのただし書の場合にあつては、集じん器内で冷却さ
れた燃焼ガスの温度）を連続的に測定し、かつ、記録するための装置が設けられていること 

   ヘ 焼却施設の煙突から排出される排ガスによる生活環境保全上の支障が生じないようにする
ことができる排ガス処理設備（ばいじんを除去する高度の機能を有するものに限る。）が設
けられていること 

   ト 焼却施設の煙突から排出される排ガス中の一酸化炭素の濃度を連続的に測定し、かつ、記録
するための装置が設けられていること 

   チ ばいじんを焼却灰と分離して排出し、貯留することができる灰出し設備及び貯留設備が設け
られていること。ただし、当該施設において生じたばいじん及び焼却灰を溶融設備を用いて
溶融し、又は焼成設備を用いて焼成する方法により併せて処理する場合は、この限りでない 

   リ 次の要件を備えた灰出し設備が設けられていること 
（1）ばいじん又は焼却灰が飛散し、及び流出しない構造のものであること 
（2）ばいじん又は焼却灰の溶融を行う場合にあつては、次の要件を備えていること 

（イ）ばいじん又は焼却灰の温度をその融点以上にすることができるものであること   
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表  3-78(2) 廃棄物焼却施設に係る構造基準・維持管理基準の概要  
区分 基準 

構
造
基
準
第
4
条 

   リ （ロ）溶融に伴い生ずる排ガスによる生活環境の保全上の支障が生じないようにする
ことができる排ガス処理設備等が設けられていること 

（3）ばいじん又は焼却灰の焼成を行う場合にあつては、次の要件を備えていること 
（イ）焼成炉中の温度が 1,000℃以上の状態でばいじん又は焼却灰を焼成することが

できるものであること 
（ロ）焼成炉中の温度を連続的に測定し、かつ、記録するための装置が設けられてい

ること 
（ハ）焼成に伴い生ずる排ガスによる生活環境の保全上の支障が生じないようにする

ことができる排ガス処理設備等が設けられていること 
（4）ばいじん又は焼却灰のセメント固化処理又は薬剤処理を行う場合にあつては、ばいじ

ん又は焼却灰、セメント又は薬剤及び水を均一に混合することができる混練装置が設
けられていること 

   ヌ 固形燃料（廃棄物を原材料として成形された燃料をいう。以下同じ。）を受け入れる場合に
あつては、固形燃料が湿潤な状態にならないように必要な措置を講じた受入設備が設けられ
ていること 

   ル 固形燃料を保管する場合にあつては、次の要件を備えた保管設備が設けられていること 
（1）固形燃料が湿潤な状態にならないように必要な措置が講じられていること 
（2）常時換気することができる構造であること 
（3）散水装置、消火栓その他の消火設備が設けられていること 

   ヲ 固形燃料をサイロその他の閉鎖された場所に保管する場合（カに掲げる場合を除く。）にあ
つては、次の要件を備えた保管設備が設けられていること 
（1）保管設備内の温度及び一酸化炭素の濃度を連続的に測定し、かつ、記録するための装

置が設けられていること 
（2）異常な温度の上昇その他の異常な事態が生じた場合に、固形燃料を速やかに取り出す

ことができる構造であること又は不活性ガスを封入するための装置その他の発火を防
止する設備が設けられていること 

   ワ 固形燃料をピットその他の外気に開放された場所に容器を用いないで保管する場合であつ
て、当該保管の期間が 7 日を超えるとき、又は保管することのできる固形燃料の数量が、1
日あたりの処理能力に相当する数量に 7 を乗じて得られる数量を超えるときは、次の要件
を備えた保管設備が設けられていること 
（1）固形燃料の表面温度を連続的に監視するための装置が設けられていること 
（2）保管設備内の温度を連続的に測定し、かつ、記録するための装置が設けられているこ

と 
   カ 固形燃料をサイロその他の閉鎖された場所に保管する場合であつて、当該保管の期間が 7 日

を超えるとき、又は保管することのできる固形燃料の数量が、1 日あたりの処理能力に相当
する数量に 7 を乗じて得られる数量を超えるときは、ルの規定にかかわらず、次の要件を備
えた保管設備が設けられていること 
（1）固形燃料が湿潤な状態にならないように必要な措置が講じられていること 
（2）固形燃料の酸化による発熱又は発生した熱の蓄積を防止するために必要な措置が講じ

られていること 
（3）固形燃料を連続的に保管設備に搬入する場合は、固形燃料の表面温度を連続的に監視

するための装置が設けられていること ただし、他の保管設備において保管していた
固形燃料を搬入する場合にあつては、この限りでない 

（4）保管設備内の温度、一酸化炭素の濃度その他保管設備を適切に管理するために必要な
項目を連続的に測定し、かつ、記録するための装置が設けられていること 

（5）異常な温度の上昇その他の異常な事態が生じた場合に、不活性ガスを封入するための
装置その他の発火を防止する設備が設けられていること 

十五 施設から排水を放流する場合は、その水質を生活環境保全上の支障が生じないものとするた
めに必要な排水処理設備が設けられていること 
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表  3-78(3) 廃棄物焼却施設に係る構造基準・維持管理基準の概要  
区分 基準 

維
持
管
理
基
準
第
4
条
の
5 

一 施設へのごみの投入は、当該施設の処理能力を超えないように行うこと 
二  イ ピット・クレーン方式によってごみを投入する場合には、常時、廃棄物を均一に混合するこ

と 
   ロ 燃焼室への廃棄物の投入は、外気と遮断した状態で定量ずつ連続的に行うこと。ただし、第

4 条第 1 項第 7 号イの環境大臣が定める焼却施設にあつては、この限りでない 
   ハ 燃料室中の燃焼ガスの温度を 800℃以上に保つこと 
   ニ 焼却灰の熱しやく減量が 10％以下になるように焼却すること。ただし、焼却灰を生活環境

の保全上支障が生ずるおそれのないよう使用する場合にあつては、この限りでない 
   ホ 運転を開始する場合には、助燃装置を作動させる等により、炉温を速やかに上昇させること 
   ヘ 運転を停止する場合には、助燃装置を作動させる等により、燃焼室の炉温を高温に保ち、ご

みを燃焼し尽くすこと 
   ト 燃焼室中の燃焼ガスの温度を連続的に測定し、かつ、記録すること 
   チ 集じん器に流入する燃焼ガスの温度をおおむね 200℃以下に冷却すること。ただし、集じん

器内で燃焼ガスの温度を速やかにおおむね 200℃以下に冷却することができる場合にあつ
ては、この限りでない 

   リ 集じん器に流入する燃焼ガスの温度（チのただし書の場合にあつては、集じん器内で冷却さ
れた燃焼ガスの温度）を連続的に測定し、かつ、記録すること 

   ヌ 排ガス処理設備及び冷却設備にたい積したばいじんを除去すること 
   ル 煙突から排出される排ガス中の一酸化炭素の濃度が 100ppm 以下となるようにごみを焼却

すること。ただし、煙突から排出される排ガス中のダイオキシン類の発生抑制のための燃焼
に係る維持管理の指標として一酸化炭素の濃度を用いることが適当でないものとして環境
大臣が定める焼却施設であつて、当該排ガス中のダイオキシン類の濃度を、3 月に 1 回以上
測定し、かつ、記録するものにあつては、この限りでない 

   ヲ 煙突から排出される排ガス中の一酸化炭素濃度を連続的に測定し、かつ、記録すること 
   ワ 煙突から排出される排ガス中のダイオキシン類濃度が別表第 3 の上欄に掲げる燃焼室の処

理能力に応じて同表の下欄に定める濃度以下となるようにごみを焼却すること 
   カ 煙突から排出される排ガス中のダイオキシン類の濃度を毎年 1 回以上、ばい煙量又はばい

煙濃度（硫黄酸化物、ばいじん、塩化水素及び窒素酸化物に係るものに限る。）を 6 月に 1
回以上測定し、かつ、記録すること 

   ヨ 排ガスによる生活環境保全上の支障が生じないようにすること 
   タ 煙突から排出される排ガスを水により洗浄し、又は冷却する場合は、当該水の飛散及び流出

による生活環境保全上の支障が生じないようにすること 
   レ ばいじんと焼却灰を分離して排出し、貯留すること。ただし、第 4 条第 1 項第 7 号チのた

だし書の場合にあつては、この限りでない 
   ソ ばいじん又は焼却灰の溶融を行う場合にあつては、灰出し設備に投入されたばいじん又は焼

却灰の温度をその融点以上に保つこと 
   ツ ばいじん又は焼却灰の焼成を行う場合にあつては、焼成炉中の温度を 1,000℃以上に保つ

とともに、焼成炉中の温度を連続的に測定し、かつ、記録すること 
   ネ ばいじん又は焼却灰のセメント固化処理又は薬剤処理を行う場合にあつては、ばいじん又は

焼却灰、セメント又は薬剤及び水を均一に混合すること 
   ナ 固形燃料の受入設備にあつては、固形燃料が湿潤な状態にならないように必要な措置を講ず

ること 
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表  3-78(4) 廃棄物焼却施設に係る構造基準・維持管理基準の概要  
区分 基準 

 

   ラ 固形燃料を保管設備に搬入しようとする場合にあつては、次のとおりとする 
（1）固形燃料に含まれる水分が 10wt％以下であり、かつ、固形燃料の温度が外気温度を

大きく上回らない程度であることを測定により確認し、かつ、記録すること 
（2）固形燃料の外観を目視により検査し、著しく粉化していないことを確認し、かつ、記

録すること 
   ム 搬入しようとする固形燃料の性状がラ（1）又は（2）の基準に適合しない場合にあつては、

保管設備へ固形燃料を搬入しないこと 
   ウ 固形燃料を保管設備から搬出しようとする場合にあつては、ラの規定の例による 
   ヰ 搬出しようとする固形燃料の性状がウの規定においてその例によるものとされたラ（1）又は

（2）の基準に適合しない場合にあつては、保管設備内の固形燃料を速やかに処分すること 
   ノ 保管設備に搬入した固形燃料の性状を適切に管理するために水分、温度その他の項目を測定

し、かつ、記録すること 
   オ 固形燃料を保管する場合にあつては、次のとおりとする 

（1）固形燃料が湿潤な状態にならないように必要な措置を講ずること 
（2）保管設備内を常時換気すること 
（3）保管期間がおおむね 7 日間を超える場合にあつては、固形燃料の入換えその他の固形

燃料の放熱のために必要な措置を講ずること 
   ク 固形燃料をピットその他の外気に開放された場所に容器を用いて保管する場合にあつては、

次のとおりとする 
（1）複数の容器を用いて保管する場合にあつては、各容器の周囲の通気を行うことができ

るよう適当な間隔で配置することその他の必要な措置を講ずること 
（2）容器中の固形燃料の性状を把握するために適当に抽出した容器ごとに固形燃料の温度

を測定し、かつ、記録すること 
（3）（2）の規定により測定した温度が容器を用いて保管する上で適切なものとなつている

ことを確認すること 
   ヤ 固形燃料をサイロその他の閉鎖された場所に保管する場合（ケに掲げる場合を除く。）にあ

つては、次のとおりとする 
（1）保管設備内の温度及び一酸化炭素の濃度を連続的に測定し、かつ、記録すること 
（2）（1）の規定により測定した温度及び濃度が保管設備を管理する上で適切なものとなつ

ていることを確認すること 
   マ 第 4 条第 1 項第 7 号ワの規定による保管設備に固形燃料を保管する場合にあつては、オ（3）

の規定にかかわらず、次のとおりとする 
（1）保管設備内を定期的に清掃すること 
（2）保管した固形燃料のかくはんその他の固形燃料の温度の異常な上昇を防止するために

必要な措置を講ずること 
（3）固形燃料の表面温度を連続的に監視すること 
（4）保管設備内の温度を連続的に測定し、かつ、記録すること 
（5）（3）及び（4）の規定により監視し、又は測定した温度が保管設備を管理する上で適切

なものとなつていることを確認すること 
   ケ 第 4 条第 1 項第 7 号カの規定による保管設備に固形燃料を保管する場合にあつては、オの

規定にかかわらず、次のとおりとする 
（1）固形燃料が湿潤な状態にならないように必要な措置を講ずること 
（2）保管設備内を定期的に清掃すること 
（3）固形燃料の酸化による発熱又は発生した熱の蓄積を防止するために必要な措置を講じ

ること 
（4）固形燃料を連続的に保管設備に搬入する場合は、固形燃料の表面温度を連続的に監視

すること。ただし、他の保管設備において保管していた固形燃料を搬入する場合にあ
つては、この限りでない 
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表  3-78(5) 廃棄物焼却施設に係る構造基準・維持管理基準の概要  
区分 基準 

維
持
管
理
基
準
第
4
条
の
5 

   ケ （5）保管設備内の温度、一酸化炭素の濃度その他保管設備を適切に管理するために必要な
項目を連続的に測定し、かつ、記録すること 

（6）（5）の規定により測定した温度又は濃度については保管設備を管理する上で適切なも
のとなつていることを確認すること 

   フ 火災防止に必要な措置を講ずるとともに、消火器その他の消火設備を備えること 
十 ごみの飛散及び悪臭の発散を防止するために必要な措置を講ずること 
十一 蚊、はえ等の発生の防止に努め、構内の清潔を保持すること 
十二 著しい騒音及び振動の発生により周囲の生活環境を損なわないように必要な措置を講ずる

こと 
十三 施設から排水を放流する場合は、その水質を生活環境保全上の支障が生じないものとするこ

と 
十四 前各号のほか、施設の機能を維持するために必要な措置を講じ、定期的に機能検査並びにば

い煙及び水質に関する検査を行うこと 
十五 市町村は、その設置に係る施設の維持管理を自ら行うこと 
十六 施設の維持管理に関する点検、検査その他の措置（法第 21 条の 2 第 1 項に規定する応急の

措置を含む。）の記録を作成し、3 年間保存すること 
出典：「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則」（昭和46年9月23日厚生省令第35号） 
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 2) 騒音 
 ① 環境基本法（平成 5 年 11 月 19 日法律第 91 号）に基づく環境基準 

騒音に係る基準は、地域の類型ごと、時間の区分ごとに基準値が定められており、
道路に面する地域とそれ以外の地域で異なる基準が適用されている。  

 
i) 騒音に係る環境基準 

騒音に係る環境基準を表  3-79(1)～(3)に、調査区域の騒音の環境類型を当ては
める地域の指定を表  3-80に示す。調査区域には環境基本法（平成5年11月19日法
律第91号）に基づく地域の類型があり、調査区域の一部には、A類型、C類型に指
定された地域があるが、対象事業実施区域にはない。調査区域の騒音に係る環境基
準の類型指定図を図  3-61に示す。なお、綾川町には地域の類型指定はない。  

 
表  3-79(1) 騒音に係る環境基準（一般地域）  

単位：dB 

地域の類型 
基準値（LAeq） 

昼間 夜間 

AA 50 以下 40 以下 
Ａ及びＢ 55 以下 45 以下 

Ｃ 60 以下 50 以下 
注1）時間区分は次のとおりとする。 

昼間：午前6時～午後10時、夜間：午後10時～翌日の午前6時 
注2）AAを当てはめる地域は、療養施設、社会福祉施設等が集合して設置される地域等特に静穏を要する地域とす

る。 
注3）Ａを当てはめる地域は、専ら住居の用に供される地域とする。 
注4）Ｂを当てはめる地域は、主として住居の用に供される地域とする。 
注5）Ｃを当てはめる地域は、相当数の住居と併せて商業、工業等の用に供される地域とする。 
注6）単位dBとは、計量法に定める音圧レベルの計量単位。 
出典：「騒音に係る環境基準について」（平成10年9月30日環境庁告示第64号） 
 

表  3-79(2) 騒音に係る環境基準（道路に面する地域）  
単位：dB 

地域の区分 
基準値（LAeq） 

昼間 夜間 

Ａ地域のうち 2 車線以上の車線を有する道路に面する地域 60 以下 55 以下 

Ｂ地域のうち 2 車線以上の車線を有する道路に面する地域及びＣ地
域のうち車線を有する道路に面する地域 65 以下 60 以下 

備考）車線とは、1縦列の自動車が安全かつ円滑に走行するために必要な一定の幅員を有する帯状の車道部分をいう。 
注）単位dBとは、計量法に定める音圧レベルの計量単位。 
出典：「騒音に係る環境基準について」（平成10年9月30日環境庁告示第64号） 
 

ただし、幹線交通を担う道路に近接する空間については、上表にかかわらず、特
例として表  3-79(3)に掲げるとおりとされている。  
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表  3-79(3) 騒音に係る環境基準（幹線交通を担う道路に近接する空間）  
単位：dB 

基準値（LAeq） 
昼間 夜間 

70 以下 65 以下 

備考：個別の住居等において騒音の影響を受けやすい面の窓を主として閉めた生活が営まれていると認
められるときは、屋内へ透過する騒音に係る基準（昼間にあっては 45dB 以下、夜間にあっては 40dB 以
下）によることができる。 

注1）時間区分は次のとおりとする。 
 昼間：午前6時～午後10時、夜間：午後10時時～翌日の午前6時 

注2）幹線交通を担う道路とは、高速自動車国道、一般国道、都道府県道、自動車専用道路及び4車線以上の市町村道
等をいう。 

注3）「幹線交通を担う道路に近接する空間」とは、次のとおりとする。 
 2車線以下の車線を有する幹線交通を担う道路  ：道路端から15mまで 
 2車線を越える車線を有する幹線交通を担う道路 ：道路端から20mまで 

注4）単位dBとは、計量法に定める音圧レベルの計量単位。 
出典：「騒音に係る環境基準について」（平成10年9月30日環境庁告示第64号） 
 

表  3-80 騒音に係る環境基準の地域の類型を当てはめる地域の指定  

地域の類型 当てはめる地域（高松市）注 1） 

A 都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる第 1 種低層住居専用地域、第 2 種低層住
居専用地域、第 1 種中高層住居専用地域及び第 2 種中高層住居専用地域 

B 都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる第 1 種住居地域、第 2 種住居地域及び準
住居地域 

C 都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる近隣商業地域、商業地域、準工業地域及
び工業地域 

注1）地域の類型は、騒音に係る環境基準について（平成10年9月30日環境庁告示第64号）の定めるところによる。 
注2）綾川町には地域指定はない。 
出典：「平成24年4月1日高松市告示第206号」 

「令和6年度版香川県環境白書」（令和6年12月 香川県環境森林部） 
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図  3-61 調査区域の騒音に係る環境基準の類型指定図   

出典：「平成24年4月1日高松市告示第206号」 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000 
を複製して情報を追記したものである。 
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ii) 航空機騒音に係る環境基準 
環境基本法（平成5年法律第91号）第16条第1項の規定に基づく航空機騒音に係

る環境基準を表  3-81に、類型を当てはめる地域を表  3-82に、調査区域の航空機
騒音に係る環境基準の類型指定図を図  3-62に示す。調査区域の一部には、Ⅱ類型
に指定された地域があるが、対象事業実施区域にはない。  

 
表  3-81 航空機騒音に係る環境基準  

単位：dB 
地域の類型 基準値（Lden） 

Ⅰ 57 
Ⅱ 62 

注1）評価指標は時間帯補正等価騒音レベル（Lden）。 
注2）地域類型Ⅰ：専ら住居の用に供される地域 

地域類型Ⅱ：Ⅰ以外の地域であって通常の生活を保全する必要がある地域 
注3）１日当たりの離着陸回数が10回以下の飛行場であって、警察、消防及び自衛隊等専用の飛行場並びに離島にあ

る飛行場の周辺地域には適用しないものとする。 
注4）単位dBとは、計量法に定める音圧レベルの計量単位。 
出典：「航空機騒音に係る環境基準について」（昭和48年12月27日環境庁告示第154号） 
 

表  3-82 航空機騒音に係る環境基準の地域の類型を当てはめる地域の指定  

地域の類型 当てはめる地域 

Ⅱ 高松市、香川町、香南町、綾上町及び綾南町のうち別図の実線で囲まれた地域。
ただし、空港敷地を除く。 

注1）当てはめる地域の市町名は合併前のものである。 
注2）別図は香川県環境森林部の縦覧資料である。 
出典：「平成元年12月16日香川県告示第1040号」 
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図  3-62 調査区域の航空機騒音に係る環境基準の類型指定図   

出典：「平成元年12月16日香川県告示第1040号」 
「航空機騒音に係る環境基準類型指定図」香川県環境森林部 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000 
を複製して情報を追記したものである。 
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 ② 騒音規制法（昭和 43 年 6 月 10 日法律第 98 号）による規制 
騒音規制法（昭和43年6月10日法律第98号）では、第2条第1項で定めている特

定施設を設置する工場又は事業場（特定工場等）における騒音、同条第3項で定め
ている特定建設作業における騒音に対して、都道府県知事又は一般市の長が定めて
いる指定地域での規制基準値が決められている。また、高松市では、高松市公害防
止条例により、騒音に係る指定施設が定められており、騒音規制法の規制地域及び
規制基準が適用される。  

指定地域内の自動車騒音が一定のレベルを超えて周辺の生活環境を著しく損な
っている場合に市町村長が公安委員会や道路管理者に対して要請や意見を述べる
ことのできる要請限度値も決められている。なお、綾川町には規制区域の指定はな
い。  

 
i) 特定工場 

騒音規制法第3条第1項の規定による指定地域及び高松市公害防止条例第6条の
規定に基づく規制区域の指定状況を表  3-83に、騒音規制法第4条第1項、及び高松
市公害防止条例第4条の規定に基づく特定工場等において発生する騒音の規制基
準を表  3-84に示す。  

調査区域には第1種区域、第3種区域に指定された規制区域があるが、対象事業実
施区域には規制区域はない。調査区域における規制区域の指定状況を図  3-63に示
す。  

 
表  3-83 騒音規制法に基づく規制区域  

区域の区分 指定区域（高松市）注 1） 

第 1 種区域 
都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる第 1 種低層住居専用地域及び第 2 種低層住居専
用地域の区域並びに都市計画区域内であって用途地域が定められていない区域（瀬戸内海
国立公園のうち屋島西町、屋島中町及び屋島東町に限る。） 

第 2 種区域 都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる第 1 種中高層住居専用地域、第 2 種中高層住居
専用地域、第 1 種住居地域、第 2 種住居地域及び準住居地域の区域 

第 3 種区域 
都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる近隣商業地域、商業地域及び準工業地域の区域、
都市計画区域内にあって用途地域が定められていない区域（瀬戸内海国立公園のうち屋島
西町、屋島中町及び屋島東町を除く。）並びに都市計画区域外の区域 

第 4 種区域 都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に規定する工業地域及び工業専用地域の区域 
注1）指定地域は高松市の区域のうち、女木町、男木町、菅沢町、塩江町上西甲、塩江町上西乙、塩江町安原上、塩

江町安原上東、塩江町安原下、塩江町安原下第1号、塩江町安原下第2号、塩江町安原下第3号、庵治町、香南
町池内、香南町岡、香南町西庄、香南町由佐、香南町横井及び香南町吉光を除く区域とする。 

注2）綾川町には規制区域はない。 
出典：「高松市公害防止条例施行規則」（昭和47年12月1日高松市規則第39号） 

「平成28年7月13日高松市告示第631号」 
「令和6年度版香川県環境白書」（令和6年12月 香川県環境森林部） 
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図  3-63 調査区域の特定工場等において発生する騒音の規制区域区分図   

出典：「平成28年7月13日高松市告示第631号」 
「高松市都市計画課資料」（令和7年10月） 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000 
を複製して情報を追記したものである。 
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表  3-84 特定工場等において発生する騒音の規制基準  
単位：dB 

時間の区分 
 
区域の区分 

朝 昼間 夕 夜間 
午前 6 時から 
午前 8 時まで 

午前 8 時から 
午後 7 時まで 

午後 7 時から 
午後 10 時まで 

午後 10 時から 
翌日午前 6 時まで 

第 1 種区域 45 50 45 40 
第 2 種区域 50 55 50 45 
第 3 種区域 60 65 60 50 
第 4 種区域 65 70 65 60 

注1）単位dBとは、計量法（平成4年法律第51号）に定める音圧レベルの計量単位である。 
注2）規制基準とは、特定工場等の敷地境界線上における騒音の大きさをいう。 
出典：「高松市公害防止条例施行規則」（昭和47年12月1日高松市規則第39号） 

「平成28年7月13日高松市告示第631号」 
 

ii) 特定建設作業 
特定建設作業に伴って発生する騒音規制に関する基準(昭和43年11月27日厚生

省・建設省告示第1号)別表第1号の規定による区域の区分を表  3-85に、騒音規制
法第4条第1項の規定による規制基準を表  3-86に、特定建設作業の種類を表  3-87
に示す。  

調査区域には、第1号区域に指定された規制区域があるが、対象事業実施区域に
は規制区域はない。調査区域における規制区域の指定状況を図  3-64に示す。  

 
表  3-85 特定建設作業に伴って発生する騒音規制区域の区分  

区域の区分 指定区域（高松市）注 1） 

第 1 号区域 1. 都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる第 1 種低層住居専用地域及び第 2 種低層
住居専用地域並びに都市計画区域内であって用途地域が定められていない区域（瀬
戸内海国立公園のうち屋島西町、屋島中町及び屋島東町に限る。） 

2. 都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる第 1 種中高層住居専用地域、第 2 種中高
層住居専用地域、第 1 種住居地域、第 2 種住居地域及び準住居地域の区域 

3. 都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる近隣商業地域、商業地域及び準工業地域の
区域、都市計画区域内にあって用途地域が定められていない区域（瀬戸内海国立公
園のうち屋島西町、屋島中町及び屋島東町を除く。）並びに都市計画区域外の区域 

4. 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 1 条に規定する学校、児童福祉法（昭和
22 年法律第 164 号）第 39 条に規定する保育所、医療法（昭和 23 年法律第 205
号）第 1 条の 5 第 1 項に規定する病院及び同条第 2 項に規定する診療所のうち患者
を入院させるための施設を有するもの、図書館法（昭和 25 年法律第 118 号）第 2
条第 1 項に規定する図書館並びに老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）第 20 条
の 5 に規定する特別養護老人ホーム並びに就学前の子どもに関する教育、保育等の
総合的な提供の推進に関する法律(平成 18 年法律第 77 号)第 2 条第 7 項に規定す
る幼保連携型認定こども園の敷地の周囲おおむね 80m 以内の区域 

第 2 号区域 上記以外の区域 
注1）指定地域は高松市の区域のうち、女木町、男木町、菅沢町、塩江町上西甲、塩江町上西乙、塩江町安原上、塩

江町安原上東、塩江町安原下、塩江町安原下第1号、塩江町安原下第2号、塩江町安原下第3号、庵治町、香南
町池内、香南町岡、香南町西庄、香南町由佐、香南町横井及び香南町吉光を除く区域とする。 

注2）綾川町には規制区域はない。 
出典：「平成28年7月13日高松市告示第631号」 

「令和6年度版香川県環境白書」（令和6年12月 香川県環境森林部） 
  



217 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図  3-64 調査区域の特定建設作業において発生する騒音の規制区域区分図   

出典：「平成28年7月13日高松市告示第631号」 
「高松市都市計画課資料」（令和7年10月） 
 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000 
を複製して情報を追記したものである。 
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表  3-86 特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準  
基準 

騒音の大きさ 85dB を超えないこと 

作業時間 
第 1 号区域 午前 7 時から午後 7 時 
第 2 号区域 午前 6 時から午後 10 時 

1 日当たりの作業時間 
第 1 号区域 10 時間を超えないこと 
第 2 号区域 14 時間を超えないこと 

連続作業日数 連続 6 日を超えないこと 
作業の禁止日 日曜、祝日は禁止 

注1）「騒音の大きさ」の基準は、特定建設作業の場所の敷地の境界線における値。 
注2）「作業ができない時間」については、災害・非常事態の発生、人の生命・身体の危険防止、鉄道・軌道の正常な

運行の確保、道路を占用する工事・道路使用の許可を要する工事のため、やむを得ない場合は適用しない。 
注3）「1日当たりの作業時間」及び「同一場所における作業期間」については、災害・非常事態の発生、人の生命・

身体の危険防止のため、やむを得ない場合は適用しない。 
注4）「日曜その他の休日における作業禁止」については、災害・非常事態の発生、人の生命・身体の危険防止、鉄

道・軌道の正常な運行の確保、変電所の工事、道路を占有する工事、道路使用の許可を要する工事のため、やむ
を得ない場合は適用しない。 

注5）単位dBとは、計量法別表第2に定める音圧レベルの計量単位をいう。 
出典：「特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準」（昭和43年11月27日厚生省・建設省告示第1号） 
 

表  3-87 特定建設作業の種類  
特定建設作業の種類 

1 くい打機（もんけんを除く。）、くい抜機又はくい打くい抜機（圧入式くい打くい抜機を除く。）
を使用する作業（くい打機をアースオーガーと併用する作業を除く。） 

2 びょう打機を使用する作業 

3 さく岩機を使用する作業（作業地点が連続的に移動する作業にあっては、一日における当該作
業に係る二地点間の最大距離が 50m を超えない作業に限る。） 

4 空気圧縮機（電動機以外の原動機を用いるものであって、その原動機の定格出力が 15kw 以上
のものに限る。）を使用する作業（さく岩機の動力として使用する作業を除く。） 

5 
コンクリートプラント（混練機の混練容量が 0.45m3 以上のものに限る。）又はアスファルトプ
ラント（混練機の混練重量が 200kg 以上のものに限る。）を設けて行う作業（モルタルを製造
するためにコンクリートプラントを設けて行う作業を除く。） 

6 バックホウ（一定の限度を超える大きさの騒音を発生しないものとして環境大臣が指定するも
のを除き、原動機の定格出力が 80kw 以上のものに限る。）を使用する作業 

7 トラクターショベル（一定の限度を超える大きさの騒音を発生しないものとして環境大臣が指
定するものを除き、原動機の定格出力が 70kw 以上のものに限る。）を使用する作業 

8 ブルドーザー（一定の限度を超える大きさの騒音を発生しないものとして環境大臣が指定する
ものを除き、原動機の定格出力が 40kw 以上のものに限る。）を使用する作業 

注）該当作業がその作業を開始した日に終わるものを除く。 
出典：「騒音規制法施行令」（昭和43年11月27日政令第324号） 
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iii) 道路交通騒音 
騒音規制法の第17条第1項の規定に基づく自動車騒音の限度に係る区域の指定

を表  3-88に、騒音規制法第17条第1項の規定に基づく指定地域内における自動車
騒音の限度を定める省令（平成12年3月2日総理府令第15号）の規定に基づく指定
地域内における自動車騒音の要請限度を表  3-89に示す。  

調査区域には、a区域、c区域に指定された規制地域があるが、対象事業実施区域
には規制区域はない。調査区域における自動車騒音の規制地域の指定状況を図  
3-65に示す。  

 
表  3-88 騒音規制法に基づく自動車騒音の限度に係る規制地域  

区域の区分 指定区域（高松市）注 1） 

ａ区域 

都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる第 1 種低層住居専用地域、第 2 種低
層住居専用地域、第 1 種中高層住居専用地域及び第 2 種中高層住居専用地域並
びに都市計画区域内であって用途地域が定められていない区域（瀬戸内海国立
公園のうち屋島西町、屋島中町及び屋島東町に限る。） 

ｂ区域 都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる第 1 種住居地域、第 2 種住居地域及
び準住居地域 

ｃ区域 

都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる近隣商業地域、商業地域、準工業地
域、工業地域及び工業専用地域の区域、都市計画区域内にあって用途地域が定
められていない区域（瀬戸内海国立公園のうち屋島西町、屋島中町及び屋島東
町を除く。）並びに都市計画区域外の区域 

注1）指定地域は高松市の区域のうち、女木町、男木町、菅沢町、塩江町上西甲、塩江町上西乙、塩江町安原上、塩江町
安原上東、塩江町安原下、塩江町安原下第1号、塩江町安原下第2号、塩江町安原下第3号、庵治町、香南町池内、
香南町岡、香南町西庄、香南町由佐、香南町横井及び香南町吉光を除く区域とする。 

注2）綾川町には規制地域はない。 
出典：「高松市公害防止条例施行規則」（昭和47年12月1日高松市規則第39号） 

「平成28年7月13日高松市告示第631号」 
「令和6年度版香川県環境白書」（令和6年12月 香川県環境森林部） 

 
表  3-89 騒音規制法に基づく自動車騒音の要請限度  

単位：dB 

区域の区分 

環境省令で定める限度 
昼間 

午前 6 時から 
午後 10 時まで 

夜間 
午後 10 時から 

翌日の午前 6 時まで 
a 区域及び b 区域のうち 1 車線を有する道路に面する区域 65 55 
a 区域のうち 2 車線以上の車線を有する道路に面する区域 70 65 

b 区域のうち 2 車線を有する道路に面する区域及び 
c 区域のうち車線を有する道路に面する区域 75 70 

幹線交通を担う
道路に近接する
区域 

2 車線以下（道路端から 15m の範囲） 
75 70 

3 車線以上（道路端から 20m の範囲） 

注1）評価の指標は等価騒音レベル（LAeq）とする。 
注2）単位dBとは、計量法に定める音圧レベルの計量単位。 
出典：「騒音規制法第17条第1項の規定に基づく指定地域内における自動車騒音の限度を定める省令」 

（平成12年総理府令第15号） 
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図  3-65 調査区域における自動車騒音の規制地域の指定状況   

出典：「平成28年7月13日高松市告示第631号」 
「高松市都市計画課資料」（令和7年10月） 
 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000 
を複製して情報を追記したものである。 
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 3) 振動 
 ① 振動規制法（昭和 51 年 6 月 10 日法律第 64 号）による規制 

振動規制法（昭和51年6月10日法律第64号）では、第2条第1項で定めている特
定施設を設置する工場又は事業場（特定工場等）における振動、同条第3項で定め
ている特定建設作業における振動に対して、都道府県知事又は一般市の長が定めて
いる指定地域での規制基準値が決められている。  

また、指定地域内の道路交通振動が一定のレベルを超えて周辺の生活環境を著し
く損なっている場合に市町村長が公安委員会や道路管理者に対して要請や意見を
述べることのできる要請限度値も決められている。なお、綾川町には規制区域の指
定はない。  

 
i) 特定工場 

振動規制法第3条の規定による指定地域及び高松市公害防止条例第6条の規定に
基づく規制区域の指定状況を表  3-90に、振動規制法第4条第1項の規定に基づく特
定工場等において発生する振動の規制基準を表  3-91に示す。  

調査区域には、第1種区域、第2種区域に指定された規制区域があるが、対象事業
実施区域に規制区域はない。調査区域における規制区域の指定状況を図  3-66に示
す。  

 
表  3-90 振動規制法に基づく規制区域  

区域の区分 指定区域（高松市）注 1） 

第 1 種区域 

都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる第 1 種低層住居専用地域、第 2 種低層住
居専用地域の区域、第 1 種中高層住居専用地域、第 2 種中高層住居専用地域、第 1
種住居地域、第 2 種住居地域、準住居地域並びに都市計画区域内であって用途地域
が定められていない区域（瀬戸内海国立公園のうち屋島西町、屋島中町及び屋島東
町に限る。） 

第 2 種区域 

都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工
業地域、工業専用地域の区域、都市計画区域内にあって用途地域が定められていな
い区域（瀬戸内海国立公園のうち屋島西町、屋島中町及び屋島東町を除く。）並びに
都市計画区域外の区域 

注1）指定地域は高松市の区域のうち、女木町、男木町、菅沢町、塩江町上西甲、塩江町上西乙、塩江町安原上、塩江町
安原上東、塩江町安原下、塩江町安原下第1号、塩江町安原下第2号、塩江町安原下第3号、牟礼町大町、牟礼町原、
牟礼町牟礼、庵治町、香川町浅野、香川町大野、香川町川内原、香川町川東上、香川町川東下、香川町寺井、香川
町東谷、香川町安原下第1号、香川町安原下3号、香南町池内、香南町岡、香南町西庄、香南町由佐、香南町横井、
香南町吉光、国分寺町柏原、国分寺町国分、国分寺町新名、国分寺町新居及び国分寺町福家を除く区域とする。 

注2）綾川町には規制区域はない。 
出典：「平成28年7月13日高松市告示第632号」 

「令和6年度版香川県環境白書」（令和6年12月 香川県環境森林部） 
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図  3-66 調査区域の特定工場等において発生する振動の規制区域区分図   

出典：「平成28年7月13日高松市告示第632号」 
「高松市都市計画課資料」（令和7年10月） 
 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000 
を複製して情報を追記したものである。 
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表  3-91 特定工場等において発生する振動の規制基準  
単位：dB 

区域の区分 
昼間 夜間 

午前 8 時から 
午後 7 時まで 

午後 7 時から 
翌日の午前 8 時まで 

第 1 種区域 60 55 

第 2 種区域 65 60 
注）単位dBとは、計量法（平成4年法律第51号）に定める振動加速度レベルの計量単位である。 
出典：「平成28年7月13日高松市告示第632号」 
 

ii) 特定建設作業 
振動規制法施行規則（昭和51年11月10日総理府令第58号）別表第1付表第1号の

規定による、特定建設作業に伴って発生する振動に関する基準に係る区域を表  
3-92に、同規則第11条別表第1に基づく基準を表  3-93に、特定建設作業の種類を
表  3-94に示す。  

調査区域には、第1号区域に指定されている規制区域があるが、対象事業実施区
域に規制区域はない。調査区域における規制区域の指定状況を図  3-67に示す。  

 
表  3-92 特定建設作業に伴って発生する振動規制区域の区分  

区域の区分 指定区域（高松市）注 1） 

第 1 号区域 1. 都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる第 1 種低層住居専用地域、第 2 種低層住
居専用地域の区域、第 1 種中高層住居専用地域、第 2 種中高層住居専用地域、第
1 種住居地域、第 2 種住居地域、準住居地域並びに都市計画区域内であって用途
地域が定められていない区域（瀬戸内海国立公園のうち屋島西町、屋島中町及び
屋島東町に限る。） 

2. 都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる近隣商業地域、商業地域及び準工業地
域、都市計画区域内にあって用途地域が定められていない区域（瀬戸内海国立公
園のうち屋島西町、屋島中町及び屋島東町を除く。）並びに都市計画区域外の区域 

3. 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 1 条に規定する学校、児童福祉法（昭和
22 年法律第 164 号）第 39 条に規定する保育所、医療法（昭和 23 年法律第 205
号）第 1 条の 5 第 1 項に規定する病院及び同条第 2 項に規定する診療所のうち患
者を入院させるための施設を有するもの、図書館法（昭和 25 年法律第 118 号）
第 2 条第 1 項に規定する図書館並びに老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）第
20 条の 5 に規定する特別養護老人ホーム並びに就学前の子どもに関する教育、保
育等の総合的な提供の推進に関する法律(平成 18 年法律第 77 号)第 2 条第 7 項に
規定する幼保連携型認定こども園の敷地の周囲おおむね 80m 以内の区域 

第 2 号区域 上記以外の区域 
注1）指定地域は高松市の区域のうち、女木町、男木町、菅沢町、塩江町上西甲、塩江町上西乙、塩江町安原上、塩江町

安原上東、塩江町安原下、塩江町安原下第1号、塩江町安原下第2号、塩江町安原下第3号、牟礼町大町、牟礼町原、
牟礼町牟礼、庵治町、香川町浅野、香川町大野、香川町川内原、香川町川東上、香川町川東下、香川町寺井、香川
町東谷、香川町安原下第1号、香川町安原下3号、香南町池内、香南町岡、香南町西庄、香南町由佐、香南町横井、
香南町吉光、国分寺町柏原、国分寺町国分、国分寺町新名、国分寺町新居及び国分寺町福家を除く区域とする。 

注2）綾川町には規制区域はない。 
出典：「平成28年7月13日高松市告示第632号」 

「令和6年度版香川県環境白書」（令和6年12月 香川県環境森林部） 
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図  3-67 調査区域の特定建設作業において発生する振動の規制区域区分図   

出典：「平成28年7月13日高松市告示第632号」 
「高松市都市計画課資料」（令和7年10月） 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000 
を複製して情報を追記したものである。 
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表  3-93 特定建設作業に伴って発生する振動の規制に関する基準  
基準 

振動の大きさ 75dB を超えないこと 

作業時間 
第 1 号区域 午前 7 時から午後 7 時 
第 2 号区域 午前 6 時から午後 10 時 

1 日当たりの作業時間 
第 1 号区域 10 時間を超えないこと 
第 2 号区域 14 時間を超えないこと 

連続作業日数 連続 6 日を超えないこと 
作業の禁止日 日曜、祝日は禁止 

注1）「振動の大きさ」の基準は、特定建設作業の場所の敷地の境界線における値。 
注2）「作業ができない時間」については、災害・非常事態の発生、人の生命・身体の危険防止、鉄道・軌道の正常

な運行の確保、道路を占用する工事・道路使用の許可を要する工事のため、やむを得ない場合は適用しない。 
注3）「1日あたりの作業時間」及び「同一場所における作業期間」については、災害・非常事態の発生、人の生命・

身体の危険防止のため、やむを得ない場合は適用しない。 
注4）「日曜その他の休日における作業禁止」については、災害・非常事態の発生、人の生命・身体の危険防止、鉄

道・軌道の正常な運行の確保、変電所の工事、道路を占有する工事、道路使用の許可を要する工事のため、や
むを得ない場合は適用しない。 

注5）単位dBとは、計量法別表第2に定める振動加速度レベルの計量単位をいう。 
出典：「振動規制法施行規則」（昭和51年11月10日総理府令第58号） 

「平成28年7月13日高松市告示第632号」 
 

表  3-94 特定建設作業の種類  
特定建設作業の種類 

1 
くい打機（もんけん及び圧入式くい打機を除く。）、くい抜機（油圧式くい抜機を除く。）又はく
い打くい抜機（圧入式くい打くい抜機を除く。）を使用する作業 

2 鋼球を使用して建築物その他の工作物を破壊する作業 

3 
舗装版破砕機を使用する作業（作業地点が連続的に移動する作業にあっては、1 日における当
該作業に係る 2 地点間の最大距離が 50m を超えない作業に限る。） 

4 
ブレーカー（手持ち式のものを除く。）を使用する作業（作業地点が連続的に移動する作業にあ
っては、1 日における当該作業に係る 2 地点間の最大距離が 50m を超えない作業に限る。） 

注）当該作業がその作業を開始した日に終わるものを除く。 
出典：「振動規制法施行令」(昭和51年10月22日政令第280号） 
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iii) 道路交通振動 
振動規制法の第3条第1項の規定に基づく道路交通振動の限度に係る区域の指定

を表  3-95に、同法第4条第1項の規定に基づく道路交通振動の要請限度を表  3-96
に示す。  

調査区域には、第1種区域、第2種区域に指定されている規制区域があるが、対象
事業実施区域に規制区域はない。調査区域における道路交通振動の規制区域の指定
状況を図  3-68に示す。なお、綾川町には地域の指定はない。  

 
表  3-95 振動規制法に基づく道路交通振動の限度に係る区域の指定  

区域の区分 指定区域（高松市）注 1） 

第 1 種区域 

都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる第 1 種低層住居専用地域、第 2 種低層住
居専用地域の区域、第 1 種中高層住居専用地域、第 2 種中高層住居専用地域、第 1
種住居地域、第 2 種住居地域、準住居地域並びに都市計画区域内であって用途地域
が定められていない区域（瀬戸内海国立公園のうち屋島西町、屋島中町及び屋島東
町に限る。） 

第 2 種区域 

都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工
業地域、工業専用地域の区域、都市計画区域内にあって用途地域が定められていな
い区域（瀬戸内海国立公園のうち屋島西町、屋島中町及び屋島東町を除く。）並びに
都市計画区域外の区域 

注1）指定区域は高松市の区域のうち、女木町、男木町、菅沢町、塩江町上西甲、塩江町上西乙、塩江町安原上、塩江町
安原上東、塩江町安原下、塩江町安原下第1号、塩江町安原下第2号、塩江町安原下第3号、牟礼町大町、牟礼町原、
牟礼町牟礼、庵治町、香川町浅野、香川町大野、香川町川内原、香川町川東上、香川町川東下、香川町寺井、香川
町東谷、香川町安原下第1号、香川町安原下3号、香南町池内、香南町岡、香南町西庄、香南町由佐、香南町横井、
香南町吉光、国分寺町柏原、国分寺町国分、国分寺町新名、国分寺町新居及び国分寺町福家を除く区域とする。 

注2）綾川町には指定区域はない。 
出典：「平成28年7月13日高松市告示第632号」 
 

表  3-96 振動規制法に基づく道路交通振動の要請限度  
単位：dB 

区域の区分 
環境省令で定める限度 

昼間 
午前 8 時から午後 7 時 

夜間 
午後 7 時から翌日の午前 8 時 

第 1 種区域 65 60 
第 2 種区域 70 65 

注）単位dBとは、計量法に定める振動加速度レベルの計量単位。 
出典：「振動規制法施行規則」（昭和51年11月10日総理府令第58号） 

「平成28年7月13日高松市告示第632号」 
「令和6年度版香川県環境白書」（令和6年12月 香川県環境森林部） 
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図  3-68 調査区域における道路交通振動の規制地域の指定状況   

出典：「平成28年7月13日高松市告示第632号」 
「高松市都市計画課資料」（令和7年10月） 
 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000 
を複製して情報を追記したものである。 
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 4) 悪臭 
 ① 悪臭防止法（昭和 46 年 6 月 1 日法律第 91 号）による規制 

悪臭防止法（昭和46年6月1日法律第91号）では、事業活動に伴って発生する悪
臭原因物質のうちアンモニア等22物質の特定悪臭物質濃度による規制又は多種多
様な複合臭等に対応可能な、人の嗅（きゅう）覚を用いた臭気指数による規制を行
うこととされている。調査区域における悪臭防止法に基づく規制区域の指定状況を
表  3-97に、規制基準を表  3-98(1)に示す。なお、綾川町には規制地域の指定はな
い。  

調査区域には、A区域、B区域に指定されている規制地域があるが、対象事業実施
区域に規制地域はない。調査区域の悪臭規制地域区分を図  3-69に示す。  

また、同法第4条第1項第1号の規定に基づく事業場における事業活動に伴って発
生する特定悪臭物質を含む気体で、当該事業場から排出されるものの当該事業場の
敷地の境界線の地表における規制基準(以下「敷地境界線規制基準」という。）、同
項第2号に基づく事業場における事業活動に伴って発生する特定悪臭物質を含む
気体で当該事業場の煙突その他気体排出施設から排出されるものの当該施設の排
出口における規制基準(以下「気体排出口規制基準」という。）及び同法第4条第1項
第3号の規定に基づく事業場における事業活動に伴って発生する特定悪臭物質を
含む水で、当該事業場から排出されるものの当該事業場の敷地外における規制基準
(以下「排出水規制基準」という。)を表  3-98(2)に示す。  

 
表  3-97 悪臭防止法に基づく規制地域の指定状況  

区域区分 規制地域（高松市）注 1） 

A 区域 
都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる第 1 種低層住居専用地域、第 2 種低層住
居専用地域、第 1 種中高層住居専用地域、第 2 種中高層住居専用地域、第 1 種住
居地域、第 2 種住居地域及び準住居地域 

B 区域 都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる近隣商業地域、商業地域及び準工業地域 

C 区域 都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に掲げる工業地域及び工業専用地域 
注1）規制地域は高松市の区域のうち、女木町、男木町、菅沢町、塩江町上西甲、塩江町上西乙、塩江町安原上、塩江町

安原上東、塩江町安原下、塩江町安原下第1号、塩江町安原下第2号、塩江町安原下第3号、牟礼町大町、牟礼町原、
牟礼町牟礼、庵治町、香川町浅野、香川町大野、香川町川内原、香川町川東上、香川町川東下、香川町寺井、香川
町東谷、香川町安原下第1号、香川町安原下3号、香南町池内、香南町岡、香南町西庄、香南町由佐、香南町横井、
香南町吉光、国分寺町柏原、国分寺町国分、国分寺町新名、国分寺町新居及び国分寺町福家を除く都市計画法第8
条第1項第1号に規定する用途地域とする。 

注2）綾川町には規制地域はない。 
出典：「平成28年7月13日高松市告示第633号」 

「令和6年度版香川県環境白書」（令和6年12月 香川県環境森林部） 
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図  3-69 調査区域の悪臭規制地域区分図   

出典：「平成28年7月13日高松市告示第633号」 
「高松市都市計画課資料」（令和7年10月） 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000 
を複製して情報を追記したものである。 
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表  3-98(1) 悪臭防止法に基づく規制基準（高松市）  
［敷地境界線］                                  単位：ppm 

特定悪臭物質 A 区域 B 区域 C 区域 
アンモニア 1 2 5 
メチルメルカプタン 0.002 0.004 0.01 
硫化水素 0.02 0.06 0.2 
硫化メチル 0.01 0.05 0.2 
二硫化メチル 0.009 0.03 0.1 
トリメチルアミン 0.005 0.02 0.07 
アセトアルデヒド 0.05 0.1 0.5 
プロピオンアルデヒド 0.05 0.1 0.5 
ノルマルブチルアルデヒド 0.009 0.03 0.08 
イソブチルアルデヒド 0.02 0.07 0.2 
ノルマルバレルアルデヒド 0.009 0.02 0.05 
イソバレルアルデヒド 0.003 0.006 0.01 
イソブタノール 0.9 4 20 
酢酸エチル 3 7 20 
メチルイソブチルケトン 1 3 6 
トルエン 10 30 60 
スチレン 0.4 0.8 2 
キシレン 1 2 5 
プロピオン酸 0.03 0.07 0.2 
ノルマル酪酸 0.001 0.002 0.006 
ノルマル吉草酸 0.0009 0.002 0.004 
イソ吉草酸 0.001 0.004 0.01 

出典：「悪臭防止法施行規則」（昭和47年5月30日総理府令第39号） 
「平成28年7月13日高松市告示第633号」 
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表  3-98（2）  悪臭防止法に基づく規制基準  
［排出口］  
1 特定悪臭物質の種類ごとに、敷地境界線の地表における許容限度を基礎として、次の式により算出して得た

流量を許容限度とする。 
  q=0.108×He2・Cm 
  ここで、 q  ：悪臭物質の流量（Nm3/時） 
       He ：補正された排出口の高さ（m） 
       Cm ：特定悪臭物質の規制基準（ppm） 

次項に規定する方法により補正された排出口の高さが 5m 未満となる場合については、この式は、適用しな
いものとする。 

2 排出口の高さの補正は、次の算式により行うものとする。 
He＝Ho+0.65（Hm＋Ht） 
Hm＝（0.795√（Q・V））/（1+2.58/V）） 
Ht＝2.01×10－3・Q・（T－288）・｛2.30logJ＋（1/J）－1｝ 
J＝（1/√(Q・V））×｛1460－296×（V/（T-288））｝+1 
これらの式において、He、Ho、Q、V 及び T は、それぞれ次の値を表すものとする。 

He ：補正された排出口の高さ（m） 
Ho ：排出口の実高さ（m） 
Q ：温度 15℃における排出ガスの流量（m3/秒） 
V ：排出ガスの排出速度（m/秒） 
T ：排出ガスの温度（℃） 

特定悪臭物質 メチルメルカプタン、硫化メチル、二硫化メチル、アセトアルデヒド、スチレン、プロピオ
ン酸、ノルマル酪酸、ノルマル吉草酸及びイソ吉草酸を除く。 

 
［排出水］  
特定悪臭物質の種類ごとに、次の式により算出して得た排出水中の濃度を許容限度とする。 

CLm＝k×Cm 
この式において、CLm、k 及び Cm は、それぞれ次の値を表すものとする。 

CLm ：排出水中の濃度（mg/L） 
k ：下表に掲げる特定悪臭物質の種類及び当該事業場から敷地外に排出される排出水の量ごとに定められ 

た値（mg/L） 
Cm ：特定悪臭物質の規制基準（ppm） 

特定悪臭物質 

アンモニア、トリメチルアミン、アセトアルデヒド、プロピオンアルデヒド、ノルマルブチ
ルアルデヒド、イソブチルアルデヒド、ノルマルバレルアルデヒド、イソバレルアルデヒ
ド、イソブタノール、酢酸エチル、メチルイソブチルケトン、トルエン、スチレン、キシレ
ン、プロピオン酸、ノルマル酪酸、ノルマル吉草酸及びイソ吉草酸を除く。 

特定悪臭物質の種類及び当該事業場から敷地外に排出される排出水の量ごとに定められた値(k) 
項目 事業場から敷地外に排出される排出水の量 mg/L 

メチルメルカプタン 
0.001m3/秒以下の場合 16 
0.001m3/秒を超え、0.1m3/秒以下の場合 3.4 
0.1m3/秒を超える場合 0.71 

硫化水素 
0.001m3/秒以下の場合 5.6 
0.001m3/秒を超え、0.1m3/秒以下の場合 1.2 
0.1m3/秒を超える場合 0.26 

硫化メチル 
0.001m3/秒以下の場合 32 
0.001m3/秒を超え、0.1m3/秒以下の場合 6.9 
0.1m3/秒を超える場合 1.4 

二硫化メチル 
0.001m3/秒以下の場合 63 
0.001m3/秒を超え、0.1m3/秒以下の場合 14 
0.1m3/秒を超える場合 2.9 

注）排出水中に含まれるメチルカプタンについては、算出した排出水中の濃度の値が0.002mg/L未満の場合に係る排
出水中の濃度の許容限度は、当分の間、0.002mg/Lとする。 

出典：「悪臭防止法施行規則」（昭和47年5月30日総理府令第39号） 
「平成28年7月13日高松市告示第633号」  
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 5) 水質汚濁 
 ① 環境基本法（平成 5 年 11 月 19 日法律第 91 号）に基づく環境基準 

環境基本法（平成5年11月19日法律第91号）に基づく環境基準は、公共用水域を
対象として人の健康の保護に関する環境基準及び生活環境の保全に関する環境基
準が定められている。調査区域を流れる香東川上流は河川のA類型に、香東川下流
は河川のB類型に指定されている。  

公共用水域の水質汚濁に係る環境基準を表  3-99～表  3-105に、調査区域の水
質基準の類型指定状況を表  3-106に、類型指定図を図  3-70に示す。  

また、地下水の水質汚濁に係る環境上の条件につき人の健康を保護する上で維持
することが望ましい基準も定められており、地下水の水質汚濁に係る環境基準を表  
3-107に示す。  

 
表  3-99 人の健康の保護に関する環境基準  

単位：mg/L 
項目 基準値 

カドミウム   0.003 以下 
全シアン 検出されないこと。 
鉛   0.01 以下 
六価クロム   0.02 以下 
砒素   0.01 以下 
総水銀   0.0005 以下 
アルキル水銀 検出されないこと。 
PCB 検出されないこと。 
ジクロロメタン   0.02 以下 
四塩化炭素   0.002 以下 
1,2-ジクロロエタン   0.004 以下 
1,1-ジクロロエチレン   0.1 以下 
シス-1,2-ジクロロエチレン   0.04 以下 
1,1,1-トリクロロエタン   1 以下 
1,1,2-トリクロロエタン   0.006 以下 
トリクロロエチレン   0.01 以下 
テトラクロロエチレン   0.01 以下 
1,3-ジクロロプロペン   0.002 以下 
チウラム   0.006 以下 
シマジン   0.003 以下 
チオベンカルブ   0.02 以下 
ベンゼン   0.01 以下 
セレン   0.01 以下 
硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素  10 以下 
ふっ素   0.8 以下 
ほう素   1 以下 
1,4-ジオキサン   0.05 以下 

備考）1.基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。 
2.「検出されないこと。」とは、告示別表に掲げる方法により測定した場合において、その結果が当該方法の

定量限界を下回ることをいう。 
3.海域については、ふっ素及びほう素の基準値は適用しない。 
4.硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、日本産業規格K0102-2（以下「JIS」という。）15.3、15.4、15.6、

15.7又は15.8により測定された硝酸イオンの濃度に換算係数0.2259を乗じたものと、JIS K0102-2 14.2、
14.3又は14.4により測定された亜硝酸イオンの濃度に換算係数0.3045を乗じたものの和とする。 

出典：「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和46年12月28日環境庁告示第59号）  
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図  3-70 調査区域の水質汚濁に係る環境基準の類型指定図   

出典：「平成25年3月29日香川県告示第161号」 
「基盤地図情報ダウンロードサービス（水域データ）」国土交通省国土
地理院HP（https://fgd.gsi.go.jp/download/menu.php） 
「国土数値情報（土地利用データ）」国土交通省HP 
（https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/） 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000 
を複製して情報を追記したものである。 
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表  3-100 生活環境の保全に関する環境基準【河川（湖沼を除く）】  
（利用目的の適応性に対する基準）  

項目 
 
 
類型 

利用目的の 
適応性 

基準値 
水素イオン

濃度 
（pH） 

生物化学的 
酸素要求量 
（BOD） 

浮遊物質量 
（SS） 

溶存酸素量 
（DO） 大腸菌数 

AA 
水道 1 級 
自然環境保全 
及び A 以下の欄に掲げるもの 

6.5 以上 
8.5 以下 

1 mg/L 
以下 

25 mg/L 
以下 

7.5 mg/L 
以上 

20CFU/ 
100mL 以下 

A 

水道 2 級 
水産 1 級 
水浴及び B 以下の欄に掲げる
もの 

6.5 以上 
8.5 以下 

2 mg/L 
以下 

25 mg/L 
以下 

7.5 mg/L 
以上 

300CFU/ 
100mL 以下 

B 
水道 3 級 
水産 2 級 
及び C 以下の欄に掲げるもの 

6.5 以上 
8.5 以下 

3 mg/L 
以下 

25 mg/L 
以下 

5 mg/L 
以上 

1,000CFU/ 
100mL 以下 

C 
水産 3 級 
工業用水 1 級 
及び D 以下の欄に掲げるもの 

6.5 以上 
8.5 以下 

5 mg/L 
以下 

50 mg/L 
以下 

5 mg/L 
以上 － 

D 
工業用水 2 級 
農業用水 
及び E の欄に掲げるもの 

6.0 以上 
8.5 以下 

8 mg/L 
以下 

100 mg/L 
以下 

2 mg/L 
以上 － 

E 工業用水 3 級 
環境保全 

6.0 以上 
8.5 以下 

10 mg/L 
以下 

ごみ等の浮遊
が認められな

いこと。 

2 mg/L 
以上 － 

備考）1.基準値は、日間平均値とする。ただし、大腸菌数に係る基準値については、90%水質値（年間の日間平均
値の全データをその値の小さいものから順に並べた際の0.9×n番目（nは日間平均値のデータ数）のデータ
値（0.9×nが整数でない場合は端数を切り上げた整数番目の値をとる。））とする(湖沼、海域もこれに準
ずる。)。 

2.農業用利水点については、水素イオン濃度6.0以上7.5以下、溶存酸素量5mg/L以上とする(湖沼もこれに準
ずる。)。 

3.水道1級を利用目的としている地点（自然環境保全を利用目的としている地点を除く。）については、大腸
菌数100CFU/100mL以下とする。 

4.水産1級、水産2級及び水産3級については、当分の間、大腸菌数の項目の基準値は適用しない（湖沼、海域
もこれに準ずる。）。 

5.大腸菌数に用いる単位はCFU（コロニー形成単位（Colony Forming Unit））/100mLとし、大腸菌を培地
で培養し、発育したコロニー数を数えることで算出する。 

注1）自然環境保全：自然探勝等の環境保全 
注2）水道1級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 

水道2級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 
水道3級：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの 

注3）水産1級：ヤマメ、イワナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産2級及び水産3級の水産生物用 
水産2級：サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産3級の水産生物用 
水産3級：コイ、フナ等、β－中腐水性水域の水産生物用 

注4）工業用水1級：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの 
工業用水2級：薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの 
工業用水3級：特殊の浄水操作を行うもの 

注5）環境保全：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度 
出典：「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和46年12月28日環境庁告示第59号） 
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表  3-101 生活環境の保全に関する環境基準【河川（湖沼を除く）】  
（水生生物の生息状況の適応性に対する基準）  

単位：mg/L 

項目 
 
 
類型 

水生生物の 
生息状況の適応性 

基準値 

全亜鉛 ノニル 
フェノール 

直鎖アルキルベ
ンゼンスルホン
酸及びその塩 

生物 A 
イワナ、サケマス等比較的低温
域を好む水生生物及びこれら
の餌生物が生息する水域 

0.03  
以下 

0.001  
以下 

0.03  
以下 

生物特 A 

生物 A の水域のうち、生物 A の
欄に掲げる水生生物の産卵場
（繁殖場）又は幼稚仔の生育場
として特に保全が必要な水域 

0.03  
以下 

0.0006  
以下 

0.02  
以下 

生物 B 
コイ、フナ等比較的高温域を好
む水生生物及びこれらの餌生
物が生息する水域 

0.03  
以下 

0.002  
以下 

0.05  
以下 

生物特 B 

生物 A 又は生物 B の水域のう
ち、生物 B の欄に掲げる水生生
物の産卵場（繁殖場）又は幼稚
仔の生育場として特に保全が
必要な水域 

0.03  
以下 

0.002  
以下 

0.04  
以下 

備考）基準値は、年間平均値とする（湖沼、海域もこれに準ずる。）。 
出典：「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和46年12月28日環境庁告示第59号） 
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表  3-102 生活環境の保全に関する環境基準【湖沼】  
項目 

 
 
類型 

利用目的の 
適応性 

基準値 
水素イオン 

濃度 
（pH） 

化学的 
酸素要求量 
（COD） 

浮遊物質量 
（SS） 

溶存酸素量 
（DO） 大腸菌数 

AA 

水道 1 級 
水産 1 級 
自然環境保全及び A 以
下の欄に掲げるもの 

6.5 以上 
8.5 以下 

1 mg/L 
以下 

1 mg/L 
以下 

7.5 mg/L 
以上 

20CFU/ 
100mL 以下 

A 

水道 2、3 級 
水産 2 級 
水浴及び B 以下の欄に
掲げるもの 

6.5 以上 
8.5 以下 

3 mg/L 
以下 

5 mg/L 
以下 

7.5 mg/L 
以上 

300CFU/ 
100mL 以下 

B 

水産 3 級 
工業用水 1 級 
農業用水及び C の欄に
掲げるもの 

6.5 以上 
8.5 以下 

5 mg/L 
以下 

15 mg/L 
以下 

5 mg/L 
以上 － 

C 工業用水 2 級 
環境保全 

6.0 以上 
8.5 以下 

8 mg/L 
以下 

ごみ等の浮
遊が認めら
れないこと 

2 mg/L 
以上 － 

備考）1.湖沼とは、天然湖沼及び貯水量が1,000万m3以上であり、かつ、水の滞留時間が4日間以上である人工湖。 
2.水産1級、水産2級及び水産3級については、当分の間、浮遊物質量の項目の基準値は適用しない。 
3.水道1級を利用目的としている地点（自然環境保全を利用目的としている地点を除く。）については、大腸

菌数100CFU/100mL以下とする。 
4.水道3級を利用目的としている地点（水浴又は水道2級を利用目的としている地点を除く。）については、大

腸菌数1,000CFU/100mL以下とする。 
5.大腸菌数に用いる単位はCFU（コロニー形成単位（Colony Forming Unit））/100mLとし、大腸菌を培地

で培養し、発育したコロニー数を数えることで算出する。 
注1）自然環境保全：自然探勝等の環境保全 
注2）水道1級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 

水道2,3級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 又は、前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの 
注3）水産1級：ヒメマス等貧栄養湖型の水域の水産生物用並びに水産2級及び水産3級の水産生物用 

水産2級：サケ科魚類及びアユ等栄養湖型の水産生物用及び水産3級の水産生物用 
水産3級：コイ、フナ等富栄養湖型の水域の水産生物用 

注4）工業用水1級：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの 
工業用水2級：薬品注入等による高度の浄水操作、又は、特殊な浄水操作を行うもの 

注5）環境保全：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度 
出典：「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和46年12月28日環境庁告示第59号） 
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表  3-103 生活環境の保全に関する環境基準【湖沼】  
単位：mg/L 

項目 
類型 利用目的の適応性 

基準値 

全窒素 全燐 

Ⅰ 自然環境保全及びⅡ以下の欄に掲げるもの 0.1  
以下 

0.005  
以下 

Ⅱ 
水道 1、2、3 級（特殊なものを除く。） 
水産 1 種 
水浴及びⅢ以下の欄に掲げるもの 

0.2  
以下 

0.01  
以下 

Ⅲ 水道 3 級（特殊なもの）及びⅣ以下の欄に掲げるも
の 

0.4  
以下 

0.03  
以下 

Ⅳ 水産 2 種及びⅤの欄に掲げるもの 0.6  
以下 

0.05  
以下 

Ⅴ 水産 3 種 
工業用水・農業用水・環境保全 

1  
以下 

0.1  
以下 

備考）1.基準値は、年間平均値とする。 
2.水域類型の指定は、湖沼植物プランクトンの著しい増殖を生ずるおそれがある湖沼について行うものとし、

全窒素の項目の基準値は、全窒素が湖沼植物プランクトンの増殖の要因となる湖沼について適用する。 
3.農業用水については、全燐の項目の基準値は適用しない。 
4.各利用目的は以下を示す。 

注1）自然環境保全：自然探勝等の環境保全 
注2）水道1級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 

水道2級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 
水道3級：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの 

注3）水産1級：サケ科魚類及びアユ等の水産生物用並びに水産2級及び水産3級の水産生物用 
水産2級：ワカサギ等の水産生物用及び水産3種の水産生物用 
水産3級：コイ、フナ等の水産生物用 

注4）環境保全：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度 
出典：「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和46年12月28日環境庁告示第59号） 
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表  3-104 生活環境の保全に関する環境基準【湖沼】  
（水生生物の生息状況の適応性に対する基準）  

単位：mg/L 
項目 

 
 
類型 

水生生物の 
生息状況の適応性 

基準値 

全亜鉛 ノニル 
フェノール 

直鎖アルキルベ
ンゼンスルホン
酸及びその塩 

生物 A 
イワナ、サケマス等比較的低温域を
好む水生生物及びこれらの餌生物
が生息する水域 

0.03  
以下 

0.001  
以下 

0.03  
以下 

生物特 A 

生物 A の水域のうち、生物 A の欄
に掲げる水生生物の産卵場（繁殖
場）又は幼稚仔の生育場として特に
保全が必要な水域 

0.03  
以下 

0.0006  
以下 

0.02  
以下 

生物 B 
コイ、フナ等比較的高温域を好む水
生生物及びこれらの餌生物が生息
する水域 

0.03  
以下 

0.002  
以下 

0.05  
以下 

生物特 B 

生物 A 又は生物 B の水域のうち、
生物Ｂの欄に掲げる水生生物の産
卵場（繁殖場）又は幼稚仔の生育場
として特に保全が必要な水域 

0.03  
以下 

0.002  
以下 

0.04  
以下 

備考）基準値は、日間平均値とする。 
出典：「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和46年12月28日環境庁告示第59号） 
 

表  3-105 生活環境の保全に関する環境基準【湖沼】  
（水生生物が生息・再生産する場の適応性に対する基準）  

単位：mg/L 

項目 
類型 水生生物が生息・再生産する場の適応性 

基準値 
底層溶存酸素量 

生物 1 
生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物が生息できる場
を保全・再生する水域又は再生産段階において貧酸素耐性の
低い水生生物が再生産できる場を保全・再生する水域 

4.0 以上 

生物 2 

生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物を除き、水生生
物が生息できる場を保全・再生する水域又は再生産段階にお
いて貧酸素耐性の低い水生生物を除き、水生生物が再生産で
きる場を保全・再生する水域 

3.0 以上 

生物 3 

生息段階において貧酸素耐性の高い水生生物が生息できる場
を保全・再生する水域、再生産段階において貧酸素耐性の高
い水生生物が再生産できる場を保全・再生する水域又は無生
物域を解消する水域 

2.0 以上 

備考）1.基準値は、日間平均値とする。 
2.底面近傍で溶存酸素量の変化が大きいことが想定される場合の採水には、横型のバンドン採水器を用いる。 

出典：「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和46年12月28日環境庁告示第59号） 
 
  



239 

表  3-106 公共用水域の類型指定状況（河川）  

項目 水系 水域 範囲 該当 
類型 

達成 
期間 香川県告示日 

生活環境
の保全 香東川 

香東川上流 岩崎橋より上流 A イ 昭和 25 年 3 月 29 日 

香東川下流 岩崎橋より下流 B イ 昭和 25 年 3 月 29 日 
注1）類型は、「水質汚濁の係る環境基準について」（昭和46年12月28日環境庁告示第59号）別表2の1河川の(1)河川

のアの表の類型を示す。 
注2）達成期間の分類は次のとおりとする。 

「イ」は、直ちに達成。 
出典：「平成25年3月29日香川県告示第161号」 
 

表  3-107 地下水の水質汚濁に係る環境基準  
単位：mg/L 

項目 基準値 項目 基準値 

カドミウム 0.003 以下 1,1,1-トリクロロエタン 1 以下 
全シアン 検出されないこと。 1,1,2-トリクロロエタン 0.006 以下 
鉛 0.01 以下 トリクロロエチレン 0.01 以下 
六価クロム 0.02 以下 テトラクロロエチレン 0.01 以下 
砒素 0.01 以下 1,3-ジクロロプロペン 0.002 以下 
総水銀 0.0005 以下 チウラム 0.006 以下 
アルキル水銀 検出されないこと。 シマジン 0.003 以下 
PCB 検出されないこと。 チオベンカルブ 0.02 以下 
ジクロロメタン 0.02 以下 ベンゼン 0.01 以下 
四塩化炭素 0.002 以下 セレン 0.01 以下 
クロロエチレン注） 0.002 以下 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10 以下 
1,2-ジクロロエタン 0.004 以下 ふっ素 0.8 以下 
1,1-ジクロロエチレン 0.1 以下 ほう素 1 以下 
1,2-ジクロロエチレン 0.04 以下 1,4-ジオキサン 0.05 以下 

備考 
1. 基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする｡ 
2. 「検出されないこと。」とは、測定方法の欄に掲げる方法により測定した場合において、その結果が

当該方法の定量限界を下回ることをいう。 
3. 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、JISK0102-2 の 15.3、15.4、15.6、15.7 又は 15.8 によ

り測定された硝酸イオンの濃度に換算係数 0.2259 を乗じたものと JISK0102-2 の 14.2、14.3 又
は 14.4 により測定された亜硝酸イオンの濃度に換算係数 0.3045 を乗じたものの和とする。 

4. 1，2-ジクロロエチレンの濃度は、JISK0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 により測定されたシス体の濃
度と JISK0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.1 により測定されたトランス体の濃度の和とする。 

注）別名塩化ビニル又は塩化ビニルモノマー 
出典：「地下水の水質汚濁に係る環境基準について」（平成9年3月13日環境庁告示第10号） 
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 ② ダイオキシン類対策特別措置法（平成 11 年 7 月 16 日法律第 105 号） 
に基づく環境基準 
ダイオキシン類対策特別措置法（平成11年7月16日法律第105号）では、ダイオ

キシン類による環境の汚染の防止及びその除去等をするため、ダイオキシン類に関
する施策の基本とすべき基準を定めるとともに、必要な規制、汚染土壌に係る措置
等を定めている。ダイオキシン類による水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）
に係る環境基準を表  3-108に示す。  

 
表  3-108 ダイオキシン類による水質の汚濁  
（水底の底質の汚染を含む。）に係る環境基準  

単位：pg-TEQ/L 
項目 基準値 

ダイオキシン類 
水質（水底の底質を除く。） 1 以下 

水底の底質 150 以下 
注1）基準値は、2,3,7,8－四塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシンの毒性に換算した値とする。 
注2）水質の汚濁（水底の底質を除く。）に係る環境基準は、公共用水域及び地下水について適用する。 
注3）水底の底質の汚染に係る環境基準は、公共用水域の水底の底質について適用する。 
注4）水質（水底の底質を除く。）の基準値は、年間平均値とする。 
出典：「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に係る環境基

準」について（平成11年12月27日環境庁告示第68号） 
 

 ③ 水質汚濁防止法（昭和 45 年 12 月 25 日法律第 138 号）等に基づく排水 
基準等 
水質汚濁防止法（昭和45年12月25日法律第138号）では、特定施設を設置する

工場・事業所に対して、特定施設の設置・構造等の変更を行う場合の事前届出制度、
特定事業場からの排出水に対する排水基準、排出水が排水基準に適合しない場合の
改善命令等の措置等が定められており、本事業は同法に基づく特定施設に該当する。 

また、水質汚濁防止法第３条第３項の規定により、県の区域に属する公共用水域
に排出される排出水の汚染状態についての同条第１項の排水基準より厳しい許容
限度を定める排水基準（上乗せ排水基準）を、香川県生活環境の保全に関する条例
（昭和46年3月20日香川県条令第1号）第23条により定めている。そのほか、香川
県生活環境の保全に関する条例では、日平均排水量が10m3以上の水質特定施設を
設置する工場又は事業場を水質特定事業場とし、全有機炭素の水質排出基準（横出
し排水基準）を設けている。新施設は、排水クローズドシステム又は下水道放流を
予定しているため、当該事業場は、上乗せ排水基準が課せられる水質特定事業場及
び横出し排水基準が課せられる水質特定事業場には該当しない。  

なお、水質汚濁防止法により、人口及び産業の集中等のため、排水規制のみでは
閉鎖性水域における水質環境基準の達成が困難な項目に対して、指定地域にある日
平均排水量50m3以上の特定事業場からその水域に流入する汚濁負荷量を規制した
総量規制基準が定められている。総量規制の指定項目は化学的酸素要求量、窒素含
有量、りん含有量であり、瀬戸内海に面している香川県全域が総量規制基準の指定
地域であるが、新施設は排水クローズドシステム又は下水道放流を予定しているた
め、水質特定施設には該当しない。  

水 質 汚 濁 防 止 法 等 に 基 づ く 排 水 基 準 の う ち 、 有 害 物 質 に 係 る 排 水 基 準 を 表  
3-109に、生活環境に係る排水基準を表  3-110に、香川県生活環境の保全に関す
る条例の上乗せ排水基準（水質汚濁防止法第３条第３項の規定）のうち、下水道整
備地域以外の地域に設置する新規特定事業場の排水基準を表  3-111に、香川県生
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活環境の保全に関する条例による水質特定施設を表  3-112に、香川県生活環境の
保全に関する条例による水質特定施設の水質排水基準を表  3-113に示す。  

 
表  3-109 水質汚濁防止法等に基づく排水基準（有害物質に係る排水基準）  

単位：mg/L 
項目 許容限度 

カドミウム及びその化合物 カドミウム 0.03 
シアン化合物 シアン 1  
有機燐化合物（パラチオン、メチルパラチオン、
メチルジメトン及び EPN に限る） 1  

鉛及びその化合物 鉛 0.1  
六価クロム化合物 六価クロム 0.2  
砒素及びその化合物 砒素 0.1  
水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 水銀 0.005  
アルキル水銀化合物 検出されないこと 
ポリ塩化ビフェニル 0.003  
トリクロロエチレン 0.1  
テトラクロロエチレン 0.1  
ジクロロメタン 0.2  
四塩化炭素 0.02  
1,2-ジクロロエタン 0.04  
1,1-ジクロロエチレン 1  
シス-1,2-ジクロロエチレン 0.4  
1,1,1-トリクロロエタン 3  
1,1,2-トリクロロエタン 0.06  
1,3-ジクロロプロペン 0.02  
チウラム 0.06  
シマジン 0.03  
チオベンカルブ 0.2  
ベンゼン 0.1  
セレン及びその化合物 セレン 0.1  

ほう素及びその化合物 海域以外の公共用水域：ほう素 10  
海域：ほう素 230  

ふっ素及びその化合物 
海域以外の公共用水域：ふっ素 8  
海域：ふっ素 15  

アンモニア、アンモニウム化合物、亜硝酸化合
物及び硝酸化合物 

アンモニア性窒素に 0.4 を乗じたもの、亜硝酸性窒素
及び硝酸性窒素の合計量：100  

1,4-ジオキサン 0.5  
備考１.「検出されないこと」とは、第二条の規定に基づき環境大臣が定める方法により排出水の汚染状態を検定した場

合において、その結果が当該検定方法の定量限界を下回ることをいう。 
２.砒ひ素及びその化合物についての排水基準は、水質汚濁防止法施行令及び廃棄物の処理及び清掃に関する法律

施行令の一部を改正する政令（昭和49年政令第363号）の施行の際、現にゆう出している温泉（温泉法（昭和23
年法律第125号）第2条第1項に規定するものをいう。以下同じ。）を利用する旅館業に属する事業場に係る排出
水については、当分の間、適用しない。 

出典：「排水基準を定める省令」（昭和46年6月21日総理府令第35号） 
「香川県生活環境の保全に関する条例施行規則」（昭和46年9月18日香川県規則第42号） 
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表  3-110 水質汚濁防止法等に基づく排水基準（生活環境に係る排水基準）  

項目 
許容限度 

水質汚濁防止法 
香川県生活環境の保全に関する条例 

水素イオン濃度（水素指数）（pH） 5.8 以上 
8.6 以下 

生物化学的酸素要求量（BOD） 160 mg/L（日間平均 120 mg/L） 
化学的酸素要求量（COD） 160 mg/L（日間平均 120 mg/L） 
浮遊物質量（SS） 200 mg/L（日間平均 150 mg/L） 
ノルマルヘキサン抽出物質含有量（鉱油類含有量） 5 mg/L 
ノルマルヘキサン抽出物質含有量（動植物油類含有量） 30 mg/L 
フェノール類含有量 5 mg/L 
銅含有量 3 mg/L 
亜鉛含有量 2 mg/L 
溶解性鉄含有量 10 mg/L 
溶解性マンガン含有量 10 mg/L 
クロム含有量 2 mg/L 
大腸菌数 日間平均 800 CFU/100mL 
窒素含有量 120 mg/L（日間平均 60 mg/L） 
燐含有量 16 mg/L（日間平均 8 mg/L） 
備考 
1.「日間平均」による許容限度は、1 日の排出水の平均的な汚染状態について定めたものである。 
2.水質汚濁防止法に基づく排水基準は、1 日あたりの平均的な排出水の量が 50m3 以上である工場又

は事業場に係る排出水について適用する。 
3.水素イオン濃度及び溶解性鉄含有量についての排水基準は、硫黄鉱業（硫黄と共存する硫化鉄鉱を

掘採する鉱業を含む。）に属する工場又は事業場に係る排出水については適用しない。 
4.水素イオン濃度、銅含有量、亜鉛含有量、溶解性鉄含有量、溶解性マンガン含有量及びクロム含有量

についての排水基準は、水質汚濁防止法施行令及び廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一
部を改正する政令の施行の際現にゆう出している温泉を利用する旅館業に属する事業場に係る排出
水については、当分の間、適用しない。 

5.生物化学的酸素要求量についての排水基準は、海域及び湖沼以外の公共用水域に排出される排出水
に限つて適用し、化学的酸素要求量についての排水基準は、海域及び湖沼に排出される排出水に限
って適用する。 

6. 大腸菌数に用いる単位は CFU（コロニー形成単位（Colony Forming Unit））/100mL とし、大腸菌
を培地で培養し、発育したコロニー数を数えることで算出する。 

7.窒素含有量についての排水基準は、窒素が湖沼植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれが
ある湖沼として環境大臣が定める湖沼、海洋植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがあ
る海域（湖沼であって水の塩素イオン含有量が 9,000mg/L を超えるものを含む。以下同じ。）とし
て環境大臣が定める海域及びこれらに流入する公共用水域に排出される排出水に限って適用する。 

8.燐含有量についての排水基準は、燐が湖沼植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある
湖沼として環境大臣が定める湖沼、海洋植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある海
域として環境大臣が定める海域及びこれらに流入する公共用水域に排出される排出水に限って適用
する。 

出典：「排水基準を定める省令」（昭和46年6月21日総理府令第35号） 
「香川県生活環境の保全に関する条例施行規則」（昭和46年9月18日香川県規則第42号） 
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表  3-111 下水道整備地域以外の地域に設置する新規特定事業場の排水基準  
単位：mg/L 

項目 
 
 
 
特定事業場の区分 

生物化学的酸
素要求量 

化学的酸素 
要求量 浮遊物質量 

ノルマルヘキサン 
抽出物質 
含有量 

フェノール 
類含有量 

最大 日間 
平均 最大 日間 

平均 最大 日間 
平均 

鉱油類
含有量 

動植物油
類含有量 最大 

最大 最大 

畜産農業等に係る畜房施設を設置するもの 80 60 80 60 80 60    
化学工 
業に係 
るもの 

排出水の量が 5000m3 以上のもの 15 10 15 10 15 10   １ 

排出水の量が 5000m3 未満のもの 20 15 20 15 25 20   1 

石油精製業に係るもの 15 10 15 10 15 10 ２  １ 

鉄鋼業に係るもの 15 10 15 10 30 25 ２   

非鉄金属製造業に係るもの 15 10 15 10 15 10 ２  １ 

金属製品製造業又は機械工業に係るもの 15 10 15 10 20 15 ２   

ガス供給業又はコークス製造業に係るもの 15 ７ 15 ７ 15 10 ２  １ 

廃油処理施設を設置するもの 15 10 15 10 25 20 ２   

し尿処理施設を設置するもの 30 20 30 20 60 50    

下水道終末処理施設を設置するもの 25 20 25 20 60 50    

みなし指定地域特定施設を設置するもの 30 20 30 20 60 50    

その他 
のもの 

排出水の量が 2,000m3 以上のもの 15 10 15 10 25 15 ２ 10  
排出水の量が 1,000m3 以上 
2,000m3 未満のもの 

20 15 20 15 30 20 ３ 15  

排出水の量が 1,000m3 未満のもの 30 20 30 20 50 40 ５ 20  
備考）1.「特定事業場」とは、水質汚濁防止法第２条第６項に規定する特定事業場をいう。 

2.「下水道整備地域」とは、下水道法第２条第８号に規定する処理区域をいう。 
3.「排出水の量」とは、工場又は事業場から排出される１日当たりの平均的な水の量のうち、当該業種に係る

ものをいう。 
4.この表に掲げる排水基準は、排水基準を定める省令（昭和46年総理府令第35号）第２条に規定する方法に

より検定した場合における検出値によるものとする。 
5.「日間平均」による許容限度は、１日の排出水の平均的な汚染状態について定めたものである。 
6.この表に掲げる排水基準は、１日当たりの最大量が50m3以上である工場又は事業場に係る排出水について適

用する。 
7.生物化学的酸素要求量についての排水基準は、海域に排出される排出水については、適用しない。ただし、し

尿処理施設を設置するもの、下水道終末処理施設を設置するもの、指定地域特定施設を設置するもの又はみ
なし指定地域特定施設を設置するもののみに該当する工場又は事業場から排出される排出水については、こ
の限りでない。 

8.この表の特定事業場の区分欄に掲げる特定事業場に該当する工場又は事業場が同時に他の特定事業場に該当
する場合において、それらの特定事業場につき異なる許容限度の排水基準が定められているときは、当該工
場又は事業場に係る排出水については、それらの排水基準（し尿処理施設を設置するもの、指定地域特定施設
を設置するもの及びみなし指定地域特定施設を設置するものに係る排水基準を除く。）のうち最大の許容限
度のものを適用する。 

9.この表に掲げる排水基準は、工場又は事業場から排出される水を処理する事業場（令別表第１第74号に掲げ
る施設を設置する事業場をいう。）に係る排出水については、当該事業場が当該工場又は事業場の該当する特
定事業場に該当するものとみなして適用する。この場合において、当該工場又は事業場が該当する特定事業
場につき異なる許容限度の排水基準が定められているときは、前項の規定を準用する。 

10.一般廃棄物処理施設である焼却施設は、「その他のもの」に該当するが、新施設は排水クローズドシステム
又は下水道放流を予定しているため、特定事業場には該当しない。 

出典：「香川県生活環境の保全に関する条例」（昭和46年3月20日香川県条令第1号）  
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表  3-112 香川県生活環境の保全に関する条例による水質特定施設  
1 自動式鶏卵洗浄施設 
2 飲食店に設置される生うどんの湯煮施設 

3 

公衆浴場（ちゅう房施設が設置されているものに限る。）に設置される施設であって、次に掲げ
るもの 
(1) ちゅう房施設 
(2) 洗濯施設 
(3) 入浴施設 

4 
前 3 項に掲げる施設を設置する工場又は事業場（工場又は事業場からの日平均排水量が 10 m3/
日以上であるものに限る。）から排出される水（公共用水域に排出されるものを除く。）の処理施
設 

5 特定施設（水汚濁止法（昭和 45 年法律第 138 号）第 2 条第 2 項に規定する施設をいう。） 
6 指定地域特定施設（水質汚濁防止法第２条第３項に規定する施設をいう。） 
7 みなし指定地域特定施設（瀬戸内海環境保全特別措置法第 12 条の２に規定する施設をいう。） 
8 汚水等排出施設 

備考）1. 1の項から4の項までに掲げる施設には、特定施設、指定地域特定施設及びみなし指定地域特定施設を含ま
ないものとする。 

2. 5の項、6の項及び7の項に掲げる施設には、当該施設を設置する工場又は事業場から公共用水域に排出され
る水の１日当たりの最大量が50m3以上である場合における当該施設を含まないものとする。 

3. 8の項に掲げる施設には、当該施設を設置する工場又は事業場から公共用水域に排出される水の1日当たり
の平均的な量が50m3以上である場合における当該施設を含まないものとする。 

4. 5の項に指定する特定施設には、一般廃棄物処理施設である焼却施設が含まれるが、新施設は排水クロー
ズドシステム又は下水道放流を予定しているため、水質特定施設には該当しない。 

出典：「香川県生活環境の保全に関する条例施行規則」（昭和46年9月18日香川県規則第42号） 
 
表  3-113 香川県生活環境の保全に関する条例による水質特定施設の水質排水基準  

項目 水質排水基準 

全有機炭素 160 mg/L 
備考）1 検定方法は、規格K0102の22に定める方法による。 

2 規格K0102の22は、現行規格では、JIS K 0102-1 の19.2および19.3に該当する。 
3 この表に掲げる水質排水基準は、1日当たりの平均的な水質排出水の量が10m3以上である工場又は事業場

に係る水質排出水について適用する。ただし、知事が特別の事由があると認めるときは、この限りでない。 
出典：「香川県生活環境の保全に関する条例施行規則」（昭和46年9月18日香川県規則第42号） 
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更に、水質汚濁防止法（昭和45年12月25日法律第138号）においては、特定事
業場から地下に浸透する水に関して、有害物質を含むものとして環境省令で定める
要件に該当するものは、地下へ浸透させてはならないとしている。水質汚濁防止法
に基づく地下水の浸透基準を表  3-114に示す。  

 

表  3-114 水質汚濁防止法に基づく地下水の浸透基準  
単位：mg/L 

項目 浸透基準 

カドミウム及びその化合物 カドミウム 0.001  
シアン化合物 シアン 0.1  
有機燐化合物（パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及
び EPN に限る） 0.1  

鉛及びその化合物 鉛 0.005  
六価クロム化合物 六価クロム 0.01  
砒素及びその化合物 砒素 0.005  
水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 水銀 0.0005  
アルキル水銀化合物 アルキル水銀 0.0005  
ポリ塩化ビフェニル 0.0005  
トリクロロエチレン 0.002  
テトラクロロエチレン 0.0005  
ジクロロメタン 0.002  
四塩化炭素 0.0002  
1,2-ジクロロエタン 0.0004  
1,1-ジクロロエチレン 0.002  

1,2-ジクロロエチレン 
シス体 0.004  
トランス体 0.004 

1,1,1-トリクロロエタン 0.0005  
1,1,2-トリクロロエタン 0.0006  
1,3-ジクロロプロペン 0.0002  
チウラム 0.0006  
シマジン 0.0003  
チオベンカルブ 0.002  
ベンゼン 0.001  
セレン及びその化合物 セレン 0.002  
ほう素及びその化合物 ほう素 0.2  
ふっ素及びその化合物 ふっ素 0.2  
アンモニア、アンモニウム化
合物、亜硝酸化合物及び硝酸
化合物 

アンモニア又はアンモニウム化合物 
亜硝酸性化合物 
硝酸性化合物 

アンモニア性窒素 0.7  
亜硝酸性窒素 0.2  

硝酸性窒素 0.2  
塩化ビニルモノマー 0.0002 
1,4―ジオキサン 0.005 
出典：「水質汚濁防止法施行規則第六条の二の規定に基づく環境大臣が定める検定方法」 

（平成元年8月21日環境庁告示第39号）  



246 

 ④ ダイオキシン類対策特別措置法（平成 11 年 7 月 16 日法律第 105 号） 
に基づく水質排出基準 
ダイオキシン類対策特別措置法（平成11年7月16日法律第105号）では、水質基

準適用施設を設置する工場又は事業場から公共用水域に排出される水について、ダ
イオキシン類の水質排出基準が定められている。また、廃棄物の最終処分場の放流
水に関する基準は、ダイオキシン類対策特別措置法に基づく廃棄物の最終処分場の
維持管理の基準を定める省令（平成12年1月14日総理府・厚生省令第2号）により
定められている。ダイオキシン類の水質排出基準を表  3-115に示す。  

 
表  3-115 ダイオキシン類の水質排出基準  

単位：pg-TEQ/L 

項目 排出基準 

ダイオキシン類 10 

出典：「ダイオキシン類対策特別措置法施行規則」（平成11年12月27日環境庁告示第67号） 
「ダイオキシン類対策特別措置法に基づく廃棄物の最終処分場の維持管理の基準を定める省令」 
（平成12年1月14日総理府・厚生省令第2号） 

 
 ⑤ 瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和 48 年 10 月 2 日法律第 110 号） 

瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和48年10月2日法律第110号）により、瀬戸内
海の環境の保全に関係がある府県を関係府県の区域と指定し、特定施設を設置しよ
うとする場合、原則、許可を受けなければならない。調査区域及び対象事業実施区
域を含む香川県全域が、瀬戸内海環境保全特別措置法の対象区域であるが、当該施
設は排水クローズドシステム又は下水道放流を予定しているため、水質特定施設に
は該当しない。  

指定地域にある１日当たりの平均的な排水量50m3以上の特定事業場からその水
域に流入する汚濁負荷量を規制した総量規制基準が定められている。総量規制の指
定項目は化学的酸素要求量、窒素含有量、りん含有量であり、香川県全域が総量規
制の指定地域に指定されている。水質汚濁防止法の規定に基づく総量規制基準を表  
3-116に示す。  
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表  3-116 総量規制基準（水質汚濁防止法）  
項目  許容汚濁負荷量 

化
学
的
酸
素
要
求
量 

Lc=（Ccj･Qcj＋Cci･Qci＋Cco･Qco）×10-3 
Lc：排出が許容される汚濁負荷量（kg/日） 

 Ccj, Cci, Cco：業種その他の区分ごとに定める一定の化学的酸素要求量（mg/L） 
（＝備考欄の表参照） 

 Qcj：平成 24 年 5 月 25 日以後に特定施設の設置又は構造等の変更により増加した又は増加する特
定排出水の量（m3/日） 

 Qci：昭和 55 年 7 月 1 日から平成 3 年６月 30 日までの間に特定施設の設置又は構造等の変更によ
り増加した特定排出水の量（Qcj を除く）（m3/日） 

 Qco：特定排出水の量（Qcj と Qci は除く）（m3/日） 
備考： 
 1 水質汚濁防止法第２条第６項に規定する特定事業場で、1 日当たりの平均的な排出水の量が 50m3

以上のものに適用する。 
 ２ Ccj, Cci, Cco の値は、下表に示す 

 

業種その他の区分  Cco Cci Ccj 

 
ごみ処理業  50 30 30 
し尿浄化槽（建築基準法施行令第 32
条 第 １ 項 の 表 に 規 定 す る 算 定 方 法 に
より算定した処理対象人員が 201 人
以上 500 人以下のものに限る。）  

80 60 40 

窒
素
含
有
量 

Ln=（Cni･Qni＋Cno･Qno）×10-3 
 Ln ：排出が許容される汚濁負荷量（kg/日） 
 Cni, Cno：業種その他の区分ごとに定める一定の窒素含有量（mg/L） 
 Qni：平成 25 年 5 月 25 日以後に特定施設の設置又は構造等の変更により増加した又は増加する特

定排出水の量（m3/日） 
 Qno：特定排出水の量（Qni を除く）（m3/日） 
備考： 
 1 水質汚濁防止法第２条第６項に規定する特定事業場で、1 日当たりの平均的な排出水の量が 50m3

以上のものに適用する。 
 ２ Cni, Cno の値は、下表に示す 

 

業種その他の区分 Cno Cni 

 
ごみ処理業 25 15 
し尿浄化槽（建築基準法施行令第 32 条第
１項の表に規定する算定方法により算定
した処理対象人員が 201 人以上 500 人以
下のものに限る。） 

40 30 

り
ん
含
有
量 

Lp=（Cpi･Qpi＋Cpo･Qpo）×10-3 
 Lp ：排出が許容される汚濁負荷量（kg/日） 
 Cpi, Cpo：業種その他の区分ごとに定める一定のりん含有量（mg/L） 
 Qpi：平成 24 年 5 月 25 日以後に特定施設の設置又は構造等の変更により増加した又は増加する特

定排出水の量（m3/日） 
 Qpo：特定排出水の量（Qpi は除く）（m3/日） 
備考： 
 1 水質汚濁防止法第２条第６項に規定する特定事業場で、1 日当たりの平均的な排出水の量が 50m3

以上のものに適用する。 
 2 Cpi, Cpo の値は、下表に示す 

 

業種その他の区分 Cpo Cpi 

 
ごみ処理業 4 2 
し尿浄化槽（建築基準法施行令第 32 条第
１項の表に規定する算定方法により算定
した処理対象人員が 201 人以上 500 人以
下のものに限る。） 

5 2 

出典：水質汚濁防止法施行規則（昭和46年総理府・通産省令第2号） 
水質汚濁防止法の規定に基づく化学的酸素要求量に係る総量規制基準の決定 
(平成24年2月28日香川県告示第84号) 
水質汚濁防止法の規定に基づく窒素含有量に係る総量規制基準の決定 
(平成24年2月28日香川県告示第85号) 
水質汚濁防止法の規定に基づくりん含有量に係る総量規制基準の決定 
(平成24年2月28日香川県告示第86号)  
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 ⑥ 湖沼水質保全特別措置法（昭和 59 年 7 月 27 日法律第 61 号）  
湖沼水質保全特別措置法（昭和59年7月27日法律第61号）では、水質の汚濁に係

る環境上の条件についての基準が現に確保されておらず、又は確保されないことと
なるおそれが著しい湖沼であって、当該湖沼の水の利用状況、水質の汚濁の推移等
からみて特に水質の保全に関する施策を総合的に講ずる必要があると認められる
ものを指定湖沼として、また指定湖沼の水質の汚濁に関係があると認められる地域
を指定地域として指定することとしている。  

調査区域及び対象事業実施区域には、指定湖沼及び指定地域はない。  
 

 ⑦ 浄化槽法（昭和 58 年 5 月 18 日法律第 43 号) 
浄化槽法（昭和58年5月18日法律第43号)では、浄化槽によるし尿及び雑排水の

適正な処理を図り、生活環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与することを目的とし
て、浄化槽の設置や保守点検、清掃及び製造についての規制、浄化槽工事業者の登
録制度等を定めている。  

浄化槽放流水の水質については、区域及び処理対象人員の区分に対し、建築基準
法施行令(昭和25年11月16日政令第338号)により定められている。放流水の水質
の技術上の基準については表  3-117に示す。  

なお、本事業は無放流方式（排水クローズドシステム）  又は下水道放流を予定
しているため、適用外である。  

 
表  3-117 放流水の水質の技術上の基準  

屎尿浄化槽又は合併処理
浄化槽を設ける区域 

処理対象人員 
(人) 

性能 

生物化学的酸素要求量 
の除去率（％） 

屎尿浄化槽又は合併処理浄
化槽からの放流水の 

生物化学的酸素要求量 
（mg/L） 

特定行政庁が衛生上特に
支障があると認めて規則
で指定する区域 

50 以下 65 以上 90 以下 

51 以上 
500 以下 70 以上 60 以下 

501 以上 85 以上 30 以下 

特定行政庁が衛生上特に
支障がないと認めて規則
で指定する区域 

 55 以上 120 以下 

その他の区域 

500 以下 65 以上 90 以下 

501 以上 
2,000 以下 70 以上 60 以下 

2,001 以上 85 以上 30 以下 

注1）処理対象人員の算定は、国土交通大臣が定める方法により行うものとする。 
注2）生物化学的酸素要求量の除去率とは、屎尿浄化槽又は合併処理浄化槽への流入水の生物化学的酸素要求量の数

値から屎尿浄化槽又は合併処理浄化槽からの放流水の生物化学的酸素要求量の数値を減じた数値を屎尿浄化槽
又は合併処理浄化槽への流入水の生物化学的酸素要求量の数値で除して得た割合をいうものとする。 

出典：建築基準法施行令（昭和25年11月16日政令第338号） 
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 ⑧ 下水道法（昭和 33 年 4 月 24 日法律第 79 号）等に基づく下水排除基準 
下水道法（昭和33年4月24日法律第79号）では、特定施設を設置する工場又は事

業場（特定事業場）から下水を排除して公共下水道を使用する場合、政令で定める
基準に従い、条例で定められた排除基準に適合させて下水道へ放流しなければなら
ない。  

排除される下水の水質については、下水道法、高松市下水道条例（昭和39年10
月5日高松市条例第57号）及び綾川町下水道条例（平成18年3月21日綾川町条例第
128号）に基づく規制基準として、下水排除基準が規定されている。  

下 水 道 法 、 高 松 市 下 水 道 条 例 及 び 綾 川 町 下 水 道 条 例 に 基 づ く 排 除 基 準 を 表  
3-118に示す。  
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表  3-118 下水道法、高松市下水道条例及び綾川町下水道条例に基づく排除基準  
対象者 

対象物質又は項目 
終末処理場を有する公共下水道の使用者 

特定施設のある工場・事業場 特定施設のない 
工場・事業場 排水量（m3/日） 50m3/日以上 50m3/日未満 

下
水
道
法
施
行
令
の
基
準 

健
康
項
目 

カドミウム及びその化合物（mg/L）   0.03 以下   0.03 以下   0.03 以下 
シアン化合物（mg/L）   1 以下   1 以下   1 以下 
有機燐化合物（mg/L）   1 以下   1 以下   1 以下 
鉛及びその化合物（mg/L）   0.1 以下   0.1 以下   0.1 以下 
六価クロム化合物（mg/L）   0.2 以下   0.2 以下   0.2 以下 
砒素及びその化合物（mg/L）   0.1 以下   0.1 以下   0.1 以下 
水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物
（mg/L）   0.005 以下   0.005 以下   0.005 以下 

アルキル水銀化合物（mg/L） 検出されないこと 検出されないこと 検出されないこと 
ポリ塩化ビフェニル（mg/L）   0.003 以下   0.003 以下   0.003 以下 
トリクロロエチレン（mg/L）   0.1 以下   0.1 以下   0.1 以下 
テトラクロロエチレン（mg/L）   0.1 以下   0.1 以下   0.1 以下 
ジクロロメタン（mg/L）   0.2 以下   0.2 以下   0.2 以下 
四塩化炭素（mg/L）   0.02 以下   0.02 以下   0.02 以下 
1,2-ジクロロエタン（mg/L）   0.04 以下   0.04 以下   0.04 以下 
1,1-ジクロロエチレン（mg/L）   1 以下   1 以下   1 以下 
シス-1,2-ジクロロエチレン（mg/L）   0.4 以下   0.4 以下   0.4 以下 
1,1,1-トリクロロエタン（mg/L）   3 以下   3 以下   3 以下 
1,1,2-トリクロロエタン（mg/L）   0.06 以下   0.06 以下   0.06 以下 
1,3-ジクロロプロペン（mg/L）   0.02 以下   0.02 以下   0.02 以下 
チウラム（mg/L）   0.06 以下   0.06 以下   0.06 以下 
シマジン（mg/L）   0.03 以下   0.03 以下   0.03 以下 
チオベンカルブ（mg/L）   0.2 以下   0.2 以下   0.2 以下 
ベンゼン（mg/L）   0.1 以下   0.1 以下   0.1 以下 
セレン及びその化合物（mg/L）   0.1 以下   0.1 以下   0.1 以下 
ほう素及びその化合
物（mg/L） 

河川  10 以下  10 以下 10 以下 
海域 230 以下 230 以下 230 以下 

ふっ素及びその化合
物（mg/L） 

河川   8 以下   8 以下 8 以下 
海域  15 以下  15 以下 15 以下 

1,4-ジオキサン（mg/L）   0.5 以下   0.5 以下   0.5 以下 
ダイオキシン類（pg-TEQ/L）  10 以下  10 以下  10 以下 

環
境
項
目
等 

フェノール類（mg/L）   5 以下   5 以下   5 以下 
銅及びその化合物（mg/L）   3 以下   3 以下   3 以下 
亜鉛及びその化合物（mg/L）   2 以下   2 以下   2 以下 
鉄及びその化合物（溶解性）（mg/L）  10 以下  10 以下  10 以下 
マンガン及びその化合物（溶解性）（mg/L）  10 以下  10 以下  10 以下 
クロム及びその化合物（mg/L）   2 以下   2 以下   2 以下 

条
令
で
定
め
る
基
準 

温度（℃）  45 以下  45 以下  45 以下 
アンモニア性窒素、亜硝酸性窒素及び硝酸性
窒素含有量（mg/L） 380 未満 380 未満 380 未満 

水素イオン濃度 5 を超え 9 未満 5 を超え 9 未満 5 を超え 9 未満 
生物化学的酸素要求量（mg/L） 600 未満（5 日間） 600 未満（5 日間） 600 未満（5 日間） 
浮遊物質量（mg/L） 600 未満 600 未満 600 未満 
よう素消費量 220 未満 220 未満 220 未満 
ノルマルヘキサン抽出
物質含有量（mg/L） 

鉱油類含有量   5 以下   5 以下   5 以下 
動植物油脂類含有量  30 以下  30 以下  30 以下 

窒素含有量（mg/L） 240 未満 240 未満 240 未満 
燐含有量（mg/L）  32 未満  32 未満  32 未満 
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備考）特定事業場から排除される下水が当該公共下水道からの放流水又は当該流域下水道からの放流水に係る公共の
水域又は海域に直接排除されたとした場合においては、水質汚濁防止法若しくはダイオキシン類対策特別措
置法の規定による環境省令により、又は水質汚濁防止法第3条第3項若しくはダイオキシン類対策特別措置法
第8条第3項の規定による条例により、当該下水について本表の基準より緩やかな排水基準が適用されるとき
は、本表の規定にかかわらず、その排水基準を当該下水についての当該物質に係る水質の基準とする。 

注）“網掛け”は直罰対象の排除基準を、それ以外は除害施設の設置等の義務に係る排除基準を示す。 
出典：「下水道法施行令」（昭和34年4月22日政令第147） 

「高松市下水道条例」（昭和39年10月5日高松市条例第57号） 
「綾川町下水道条例」（平成18年3月21日綾川町条例第128号） 
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 6) 土壌汚染 
 ① 環境基本法（平成 5 年 11 月 19 日法律第 91 号）に基づく環境基準 

土壌の汚染に係る環境基準は、環境としての土壌が果たしている機能（土壌環境
機能）が多様であることを踏まえて、人の健康の保護と生活環境の保全の両者の観
点を包括したものとして設定されたものである。水質汚濁に係る環境基準のうち人
の健康の保護に関する環境基準項目について、地下水等への溶出量の基準として定
められたものと、農用地においては、農用地の土壌の汚染防止等に関する法律（昭
和45年法律第139号）上の特定有害物質（カドミウム、砒素、銅）について米又は
土壌含有量の基準として定められたものがある。  

土壌の汚染に係る環境基準を表  3-119に示す。  
 

表  3-119 土壌の汚染に係る環境基準  
項目 環境上の条件 

カドミウム 検液 1L につき 0.003mg 以下であり、かつ、農用地においては、米 1kg に
つき 0.4mg 以下であること。 

全シアン 検液中に検出されないこと。 
有機燐（りん） 検液中に検出されないこと。 
鉛 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 
六価クロム 検液 1L につき 0.05mg 以下であること。 

砒素 検液 1L につき 0.01mg 以下であり、かつ、農用地（田に限る。）においては、
土壌 1kg につき 15mg 未満であること。 

総水銀 検液 1L につき 0.0005mg 以下であること。 
アルキル水銀 検液中に検出されないこと。 
PCB 検液中に検出されないこと。 
銅 農用地（田に限る。）において、土壌 1kg につき 125mg 未満であること。 
ジクロロメタン 検液 1L につき 0.02mg 以下であること。 
四塩化炭素 検液 1L につき 0.002mg 以下であること。 
クロロエチレン注 2） 検液 1L につき 0.002mg 以下であること。 
1,2-ジクロロエタン 検液 1L につき 0.004mg 以下であること。 
1,1-ジクロロエチレン 検液 1L につき 0.1mg 以下であること。 
1,2-ジクロロエチレン 検液 1L につき 0.04mg 以下であること。 
1,1,1-トリクロロエタン 検液 1L につき 1mg 以下であること。 
1,1,2-トリクロロエタン 検液 1L につき 0.006mg 以下であること。 
トリクロロエチレン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 
テトラクロロエチレン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 
1,3-ジクロロプロペン 検液 1L につき 0.002mg 以下であること。 
チウラム 検液 1L につき 0.006mg 以下であること。 
シマジン 検液 1L につき 0.003mg 以下であること。 
チオベンカルブ 検液 1L につき 0.02mg 以下であること。 
ベンゼン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 
セレン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 
ふっ素 検液 1L につき 0.8mg 以下であること。 
ほう素 検液 1L につき 1mg 以下であること。 
1,4-ジオキサン 検液 1L につき 0.05mg 以下であること。 
注1）「検液中に検出されないこと。」とは、測定方法の欄に掲げる方法により測定した場合において、その結果が

当該方法の定量限界を下回ることをいう。 
注2）別名 塩化ビニル又は塩化ビニルモノマー 
注3）有機燐とは、パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及びEPNをいう。 
出典：「土壌汚染に係る環境基準について」（平成3年８月23日環境庁告示第46号）  
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 ② ダイオキシン類対策特別措置法（平成 11 年 7 月 16 日法律第 105 号） 
に基づく環境基準 
ダイオキシン類対策特別措置法（平成11年7月16日法律第105号）では、ダイオ

キシン類による土壌の汚染に係る環境基準を定めている。ダイオキシン類による土
壌の汚染に係る環境基準を表  3-120に示す。  

 
表  3-120 ダイオキシン類による土壌の汚染に係る環境基準  

単位：pg-TEQ/g 

項目 基準値 

ダイオキシン類 1,000 以下 
出典：「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に係る環境

基準」（平成11年7月16日環境庁告示第68号） 
 

 ③ 土壌汚染対策法（平成 14 年 5 月 29 日法律第 53 号）に基づく指定基準 
土壌汚染対策法（平成14年5月29日法律第53号）では、地下水の摂取等によるリ

スクの観点から26物質について土壌溶出量基準が、直接摂取によるリスクの観点
からこれら26物質のうち9物質について土壌含有量基準が設定されている。  

土壌汚染状況調査の結果、当該基準を超えていた場合、その土地を健康被害のお
それの有無に応じて、要措置区域又は形質変更時要届出区域に指定することとなる。
土壌汚染に係る規制基準を表  3-121に示す。  
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表  3-121 土壌汚染に係る規制基準  

分類 項目 
含有量基準 

（指定基準） 
（mg/kg） 

溶出量基準 
（指定基準） 

（mg/L） 

第二溶出量基準 
（mg/L） 

特 

定 

有 

害 

物 

質 

︵
土
壌
汚
染
対
策
法
︶ 

揮
発
性
有
機
化
合
物
︵
第
１
種
特
定
有
害
物
質
︶ 

クロロエチレン － 0.002 以下 0.02 以下 

四塩化炭素 － 0.002 以下 0.02 以下 

1,2-ジクロロエタン － 0.004 以下 0.04 以下 
1,1-ジクロロエチレン 
（塩化ビニリデン） － 0.1 以下 1 以下 

シス-1,2-ジクロロエチレン － 0.04 以下 0.4 以下 

1,3-ジクロロプロペン（D-D） － 0.002 以下 0.02 以下 

ジクロロメタン（塩化メチレン） － 0.02 以下 0.2 以下 
テトラクロロエチレン 
（パークロロエチレン） － 0.01 以下 0.1 以下 

1,1,1-トリクロロエタン － 1 以下 3 以下 

1,1,2-トリクロロエタン － 0.006 以下 0.06 以下 

トリクロロエチレン － 0.01 以下 0.1 以下 

ベンゼン － 0.01 以下 0.1 以下 

重
金
属
等
︵
第
２
種
特
定
有
害
物
質
︶ 

カドミウム及びその化合物 カドミウム 
45 以下 

カドミウム 
0.003 以下 

カドミウム 
0.09 以下 

六価クロム化合物 六価クロム 
250 以下 

六価クロム 
0.05 以下 

六価クロム 
1.5 以下 

シアン化合物 遊離シアン 
50 以下 

シアンが検出 
されないこと シアン 1 以下 

水銀及びその化合物 
水銀 15 以下 

水銀 0.0005 以下 水銀 0.005 以下 

 うちアルキル水銀 検出されないこと 検出されないこと 

セレン及びその化合物 セレン 150 以下 セレン 0.01 以下 セレン 0.3 以下 

鉛及びその化合物 鉛 150 以下 鉛 0.01 以下 鉛 0.3 以下 

砒素及びその化合物 砒素 150 以下 砒素 0.01 以下 砒素 0.3 以下 

ふっ素及びその化合物 ふっ素 4,000 以下 ふっ素 0.8 以下 ふっ素 24 以下 

ほう素及びその化合物 ほう素 4,000 以下 ほう素 1 以下 ほう素 30 以下 
農
薬
等
︵
第
３
種
特
定
有
害
物
質
︶ 

シマジン（CAT） － 0.003 以下 0.03 以下 

チウラム － 0.006 以下 0.06 以下 
チオベンカルブ 
（ベンチオカーブ） － 0.02 以下 0.2 以下 

PCB 
（ポリ塩化ビフェニル） － 検出されないこと 0.003 以下 

有機りん化合物 
（パラチオン、メチルパラチオン、メ
チルジメトン及び EPN に限る。） 

－ 検出されないこと 1 以下 

注1）単位mg/kgは、土壌1kgにつきmg、単位mg/Lは検液1Lにつきmgを示す。 
注2）“－”は基準が設定されていないことを示す。 
出典：「土壌汚染対策法施行規則」（平成14年12月26日環境省令第29号） 
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 7) その他 
 ① 工業用水法（昭和 31 年 6 月 11 日法律第 146 号) 

工業用水法（昭和31年6月11日法律第146号)では、工業用水の合理的な供給を
確保するとともに、地下水の水源の保全を図り、もってその地域における工業の健
全な発達と地盤の沈下の防止に資することを目的として、特定の地域を定めている。
指定地域内で、井戸により地下水を採取してこれを工業の用に供しようとする者は、
許可を受けなければならないとされている。  

調査区域及び対象事業実施区域には、同法による指定地域はない。  
 

 ② 建築物用地下水の採取の規制に関する法律（昭和 37 年 5 月 1 日法律 
第 100 号) 
建築物用地下水の採取の規制に関する法律（昭和37年5月1日法律第100号)では、

建築物用地下水の採取について地盤の沈下の防止のため必要な規制を行うことに
より、国民の生命及び財産の保護を図り、もって公共の福祉に寄与することを目的
とし、建築物用地下水の採取を規制する地域を定めることとしている。当該地域内
において地下水を採取したことにより地盤が沈下し、これに伴って高潮、出水等に
よる災害が生ずるおそれがある場合において、政令で規制を行う地域を指定するこ
とができる。  

調査区域及び対象事業実施区域には、同法による指定地域はない。  
 

 ③ 特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する 
法律（平成 11 年 7 月 13 日法律第 86 号）に基づく届出 
特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（平

成11年7月13日法律第86号）では、業種、従業員数、対象化学物質の年間取扱量で
一定の条件に合致する事業者が、環境中への排出量及び廃棄物としての移動量につ
いての届出を義務付けられている。本事業は、第一種指定化学物質等取扱事業者に
該当する。  

 
 ④ 地盤沈下に係る規制 

香川県生活環境の保全に関する条例（昭和46年3月20日香川県条例第1号）及び
高松市公害防止条例（昭和47年4月5日高松市条例第23号）では、地下水の保全及
び利用対策として揚水機の吐出口の断面積（吐出口が２以上あるときは、その断面
積の合計）が19cm2を超える揚水施設を設置しようとする者は、設置の場所や地下
水の用途等、届出を義務付けられている。なお、本事業の用水は上水を利用予定の
ため、適用されない。  
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(3) 環境保全に関する計画等 
 ① 香川県環境基本計画（令和 3 年 10 月） 

香川県では、香川県環境基本条例（平成7年3月22日香川県条例第4号）に定める
基本理念のもと、同条例第9条に基づき、香川県の環境の保全に関する施策を総合
的かつ計画的に推進するため「香川県環境基本計画」が策定され、環境の保全に関
する「長期的な目標」を掲げるとともに、目標の達成に向け、計画期間に展開する
「施策の大綱（基本的事項）」を示している。本計画の概要を表  3-122に示す。  

 
表  3-122 香川県環境基本計画の概要  

項 目 概 要 

計画期間 令和３（2021）年度から令和７（2025）年度までの 5 年間 
計画の対象範囲 地球環境分野、資源循環分野、自然環境分野、生活環境分野 
環境の将来像 県民みんなでつくる 人と自然が共生する持続可能な香川 

基本目標と施策の方向 

1. 環境を守り育てる地域づくりの推進 
1-1. 持続可能で環境と調和した地域づくりの推進 
1-2. 環境教育・環境学習の充実 
1-3. 県民参加の山・川・里（まち）・海の環境保全 
1-4. うるおいのある快適な地域づくり 

2. 脱炭素社会の実現に向けて地域とともに取り組む地球環境の保全 
2-1. 地球温暖化の防止を図るための対策（緩和策） 
2-2. 地球温暖化による被害を回避・軽減するための対策（適応策） 

3. 環境への負荷を低減させる持続可能な循環型社会の形成 
3-1. 循環型社会づくりの推進 
3-2. 廃棄物の適正処理の推進 
3-3. 水循環の促進 

4. 自然に親しみ、自然とともに生きる地域づくりの推進 
4-1. 生物多様性の保全 
4-2. 有害鳥獣対策と外来種対策の推進 
4-3. 農地等の保全と持続的活用 

5. 安全で安心して暮らせる生活環境の保全 
5-1. 大気環境の保全 
5-2. 水環境、土壌・地盤環境の保全 
5-3. 騒音・振動・悪臭・化学物質対策等の推進 

出典：「香川県環境基本計画（令和3年10月 香川県環境森林部環境政策課）」 
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 ② 香川県地球温暖化対策推進計画（令和 3 年 10 月） 
香川県では、平成18年3月に「香川県地球温暖化対策推進計画」を策定し、平成

23年10月には第2次を経て、平成27年12月には第3次の同計画を策定し、地球温暖
化対策に取り組んできた。地球温暖化対策に関する情勢の変化や、温暖化の影響の
深刻化を踏まえ、地球温暖化対策の取組みを取りまとめた「香川県地球温暖化対策
推進計画」が策定された。  

本計画は、地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号）第21条
の規定に基づく「地方公共団体実行計画（区域施策編）」、気候変動適応法第12条に
基づく「地域気候変動適応計画」であり、かつ、「香川県環境基本計画」の施策を
実施するための個別計画である。本計画では、2050年までに二酸化炭素の排出を
実質ゼロにすることをめざし、徹底した省エネルギーの推進や再生可能エネルギー
等の導入促進等に加え、現在及び将来に生じる気候変動の影響に対して被害を回
避・軽減する適応策を示している。本計画の概要を表  3-123に示す。  

 
表  3-123 香川県地球温暖化対策推進計画の概要  

項 目 概 要 

計画期間 令和 3（2021）年度から令和 7（2025）年度までの 5 年間 
（目標年度は令和 7（2025）年度） 

計画の対象とする 
温室ガス 

・二酸化炭素（CO２） 
・メタン（CH４） 
・一酸化二窒素（N２O） 
・ハイドロフルオロカーボン（HFCS） 
・パーフルオロカーボン（PFCS） 
・六ふっ化硫黄（SF６） 
・三ふっ化窒素（NF３） 

計画の目標 脱炭素社会の実現に向けて地域とともに取り組む地球環境の保全 

温室効果ガス排出量 
の削減目標 令和７（2025）年度に平成 25（2013）年度比で 33％削減 

施策の体系 

1. 地球温暖化の防止を図るための対策（緩和策） 
1-1. 徹底した省エネルギーの推進 
1-2. 再生可能エネルギー等の導入促進 
1-3. 森林整備と都市緑化の推進 
1-4. CO２以外の温室効果ガス対策の推進 

2. 地球温暖化による被害を回避・軽減するための対策（適応策） 
2-1. 気候変動適応センターの機能充実 
2-2. 気候変動に適応した対策の推進 

出典：「香川県地球温暖化対策推進計画（令和3年10月 香川県）」 
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 ③ 香川県みどりの基本計画（令和 3 年 10 月） 
香川県では、みどり豊かでうるおいのある県土づくり条例（平成14年香川県条例

第2号）の規定に基づき、香川県みどりの基本計画（第1次）が策定された。その後、
第2次計画を経て策定された第3次計画を見直し、令和3年度からの新たな香川づく
りの指針である香川県総合計画（令和3年10月）の基本方針に沿って、新たな香川
県みどりの基本計画が策定された。  

本計画は森林・林業を包含した緑化の推進とみどりの保全に関する基本的な計画
であるとともに、香川県環境基本条例に規定する自然環境の保全やみどりの創出な
どに関する分野における基本的な計画である。また、前計画から基本目標を引き継
ぎ、みどりを取り巻く社会情勢の変化や県民の意向等を施策体系に反映させ、総合
的かつ計画的に施策を推進している。本計画の概要を表  3-124に示す。  

 
表  3-124 香川県みどりの基本計画の概要  

項 目 概 要 

計画期間 令和 3 年度（2021 年度）から令和 7 年度（2025 年度）までの 5 年間 

計画の対象範囲 森林、農地、草地だけでなく、公園などを含む市街地や海辺・島しょ部など県土全
域の植物が生育する環境 

基本目標 みんなで育て、活かす、みどり豊かな暮らしの創造 

施策体系 

1. 森林整備と森林資源循環利用の推進 
1-1. 県産木材の供給促進 
1-2. 県産木材の利用促進 
1-3. 里山再生の推進 
1-4. 森林・林業の担い手育成 

2. 暮らしを支えるみどりの充実 
2-1. 暮らしを守るみどりの保護・保全 
2-2. すぐれた自然の保護・保全 
2-3. 身近なみどりの整備・管理 

3. 県民総参加のみどりづくり 
3-1. みどりづくりへの理解と参加の促進 
3-2. 県民参加のみどりづくりの推進 

出典：「香川県みどりの基本計画（令和3年10月 香川県環境森林部みどり整備課）」 
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 ④ 香川県廃棄物処理計画（令和 3 年 10 月） 
香川県では、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第5条の5の規定に基づく計画

として、香川県廃棄物処理計画（令和3年10月）が、同法第5条の2の規定に基づく
国の基本方針に即して策定された。  

本計画は、「香川県総合計画」の分野別計画及び香川県環境基本条例（平成7年香
川県条例第4号）に基づく「香川県環境基本計画」の資源循環分野に関する個別計
画として位置づけられる。本計画では、「環境への負荷を低減させる持続可能な循
環型社会の形成」を基本目標とし、「2R（リデュース、リユース）の推進」、「リサ
イクルの推進」、「廃棄物の適正処理の推進」、「災害廃棄物処理体制の充実・強化」
を施策の柱として設定している。本計画の概要を表  3-125に示す。  

 
表  3-125 香川県廃棄物処理計画の概要  

項 目 概 要 

計画期間 令和３(2021)年度から令和７(2025)年度までの５年間 
対象とする 

廃棄物 廃棄物処理法第２条に規定する廃棄物（一般廃棄物（し尿を除く）及び産業廃棄物） 

基本目標 環境への負荷を低減させる持続可能な循環型社会の形成 

基本目標 
における指標 

項目 現状注） 
（令和 2 年度） 

目標値 
（令和 7 年度） 

一般廃棄物の最終処分量 3.1 万 t 2.6 万 t 
産業廃棄物の最終処分量 17.2 万 t 16.1 万 t 

 

施策体系 

1. 循環型社会づくりの推進 
1-1. 2R（リデュース、リユース）の推進 

1-1-1 .２Ｒを意識した３Ｒの普及啓発 
1-1-2 .リデュースに向けた取組みの推進 
1-1-3 .リユースに向けた取組みの推進 

1-2. リサイクルの推進 
1-2-1 .多様な主体によるリサイクルの促進 
1-2-2 .各種リサイクル制度の円滑な推進・拡充 
1-2-3 .循環産業の育成 
1-2-4 .リサイクル製品の利用促進 

2. 廃棄物の適正処理の推進 
2-1. 廃棄物の適正処理の推進 

2-1-1 .廃棄物処理施設の確保と維持管理 
2-1-2 .監視指導体制の拡充・強化 
2-1-3 .廃棄物の適正処理の推進 
2-1-4 .不法投棄や野外焼却対策の強化 
2-1-5 .豊島廃棄物等処理施設撤去等事業の推進 

2-2. 災害廃棄物処理体制の充実・強化 
2-2-1 .大規模災害に備えた災害廃棄物処理体制の充実・強化 

注）令和2年度の一般廃棄物及び産業廃棄物の最終処分量は令和1年度の実績の数値である。 
出典：「香川県廃棄物処理計画（令和3年10月 香川県環境森林部廃棄物対策課）」 
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 ⑤ 瀬戸内海の環境の保全に関する香川県計画（令和 5 年 3 月） 
瀬戸内海環境保全特別措置法の規程によって国が定める瀬戸内海環境保全基本

計画に基づき、瀬戸内海沿岸の関係13府県では、それぞれの府県の区域において、
瀬戸内海の環境の保全に関し実施すべき施策について定めた府県計画が策定され
ている。  

香川県では、昭和56年7月に策定して以来、昭和62年、平成4年、9年、14年、
20年及び28年の変更を経て、令和3年6月の瀬戸内海環境保全特別措置法の改正及
び令和4年2月の瀬戸内海環境保全基本計画の変更を受け、令和5年3月に瀬戸内海
の環境の保全に関する香川県計画を新たに変更している。  

本計画では、「美しい海」「生物が多様な海」「交流と賑わいのある海」の3つを兼
ね備えた「人と自然が共生する持続可能な豊かな海」をめざすべき「里海」の姿と
して、山・川・里（まち）・海を1つのエリアとして捉え、全県域で、県民の幅広い
主体的な参画と理解のもと実現するものとして、沿岸域の環境、水質などが互いに
強く関連しあうことを考慮しつつ、個別目標を定めている。本計画の概要を表  
3-126に示す。  

 
表  3-126 瀬戸内海の環境の保全に関する香川県計画の概要  

項 目 概 要 

計画期間 策定から 10 年（策定時から概ね 5 年ごとに、必要に応じて見直しを行う） 

計画の目標 

めざすべき香川の「里海」の姿 
人と自然が共生する持続可能な豊かな海 

・美しい海 
～ごみのない海・海辺、良好な水質・底質、自然景観と文化的景観の調和～ 

・生物が多様な海 
～生物多様性の保全、生物生産性の維持、生物の生息空間の確保～ 

・交流と賑わいのある海 
～地域資源の活用、海との関わりによる交流の促進、海に関わる伝統文化の継承～ 

施策体系 

＜美しい海＞ 
・水質の保全及び管理 
・自然景観及び文化的景観の保全 
・海洋プラスチックごみを含む海ごみ対策、循環経済への移行等 
＜生物が多様な海＞ 
・沿岸域の環境の保全、再生及び創出 
・水産資源の持続的な利用の確保 

＜交流と賑わいのある海＞ 
・自然景観及び文化的景観の保全 

＜その他＞ 
・里海づくりの推進 
・気候変動への対応を含む環境モニタリング、調査研究等の推進 
・基盤的な施策 

出典：「瀬戸内海の環境の保全に関する香川県計画（令和5年3月 香川県）」 
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 ⑥ 高松市環境基本計画（令和 6 年 3 月） 
本市では、高松市環境基本条例（平成8年3月27日高松市条例第20号）の基本理

念のもと、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、
前計画の令和5年度での計画期間終了に伴い、令和6年3月に高松市環境基本計画を
策定した。  

本計画は、本市の最上位計画である「第7次高松市総合計画」の環境に関する分
野別計画として位置付けられており、本市の関連計画等と整合性のとれた計画であ
る。また、市民・事業者・行政の協働による計画の推進を実現するため、市の施策
とともに、市民・事業者・行政の役割や行動指針を示した計画である。  

本計画では、環境基本条例の基本理念、環境に関するアンケート調査から見えて
きた要望、本市の環境の現状と課題、「第7次高松市総合計画」を始めとした本市全
体の方向性などを踏まえた上で、新しく目指すべき環境像を設定し、目指すべき環
境像の実現に向けて、6つの基本目標を掲げ、市民・事業者・行政が協働して計画
を推進している。本計画の概要を表  3-127に示す。  

 
表  3-127 高松市環境基本計画の概要  

項 目 概 要 
計画期間 令和 6 年度（2024）から令和 13 年度（2031）までの８年間 

環境の範囲 

・ 地球環境：地球温暖化対策、再生可能エネルギーなど 
・ 循環型社会：廃棄物、水循環など 
・ 自然環境：生物多様性、森林、里地里山注 1)、農地など 
・ 生活環境：大気、水質、悪臭、騒音、振動、土壌、有害化学物質など 
・ 都市環境：公園、緑化、都市景観など 
・ 環境保全活動：環境教育、環境学習、市民参加活動など 

目指すべき 
環境像 「人」と「さと・まち」が結びつき 未来へつなぐ 持続可能な都市 たかまつ 

基本目標と 
施策の柱 

1. 脱炭素型社会の実現に向けて積極的に取り組みます 
1-1. 地球温暖化対策の推進 
1-2. 脱炭素型まちづくりの推進 

2. 限りある資源を大切にする循環型社会を形成します 
2-1. 廃棄物の減量と資源循環の推進 
2-2. 廃棄物の適正処理の確保 
2-3. 水循環の推進 

3. 豊かな自然環境を守り育てます 
3-1. 自然環境の保全 
3-2. 自然とのふれあいの充実 

4. 安全で安心して暮らせる生活環境を守ります 
4-1. 水環境の保全 
4-2. 大気環境の保全 
4-3. 良好な生活環境の保全 

5. 美しく快適な都市環境を確保します 
5-1. 環境にやさしい交通環境の整備 
5-2. 身近な緑の保全と創出 
5-3. 美しい景観の保全と創出 

6. 環境に配慮できる人づくり・地域づくりを進めます 
6-1. 環境意識の醸成 
6-2. 環境教育・環境学習の充実 

注1) 原生的な自然と都市との中間に位置し、集落とそれを取り巻く二次林、それらと混在する農地、ため池、草原な
どで構成される地域。 

出典：「高松市環境基本計画（令和6年3月 高松市環境局環境総務課）」  
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 ⑦ 高松市地球温暖化対策実行計画（令和 7 年３月改定） 
本市では、平成29年3月に地球温暖化対策実行計画を改定し、温暖化防止に関す

るさまざまな施策に取り組んできたが、4年ごとの見直し時期に当たる令和7年3月
に、改正気候変動適応法の施行など、地球温暖化対策を巡る動向を踏まえ、進行管
理指標の見直し及び主要施策における取組の追加を行い、脱炭素社会の構築を目指
している。  

本計画は、本市の最上位計画である「第7次高松市総合計画」の環境に関する分
野別計画である「高松市環境基本計画」の下部計画として、地球温暖化対策推進法
に基づき、市域の温室効果ガス排出の抑制等を行うための施策等を定めるもので、
同法に規定する地方公共団体実行計画（区域施策編）、及び気候変動適応法に基づ
き、同法に規定する地域気候変動適応計画である。  

本計画では、市内の温室効果ガス排出量を、令和12年度に平成25年度と比べ、
46％削減とする目標を掲げている。本計画の概要を表  3-128に示す。  

 
表  3-128 高松市地球温暖化対策実行計画の概要  

項 目 概 要 

計画期間 平成 29（2017）年度から令和 12（2030）年度までの 14 年間 
（基準年を平成 25（2013）年度、目標年度令和 12（2030）年度とする） 

計画の対象範囲 高松市全域の市民、事業者、市の活動に伴う排出 

計画の対象とする 
温室効果ガス 

・二酸化炭素（CO２） 
・メタン（CH４） 
・一酸化二窒素（N２O） 
・ハイドロフルオロカーボン（HFCS） 
・パーフルオロカーボン（PFCS） 
・六ふっ化硫黄（SF６） 
・三ふっ化窒素（NF３） 

温室効果ガス 
の削減目標 令和 12（2030）年度に、平成 25（2013）年度比で 46％削減 

施策の体系 

1. 省エネルギーの推進 
1-1. 脱炭素型ライフスタイルの普及促進 
1-2. 省エネ行動の促進 
1-3. 環境教育・環境学習などの実践 

2. 再生可能エネルギー等の拡充 
2-1. 太陽エネルギーの活用 
2-2. その他再生可能エネルギー等の活用 

3. 脱炭素型のまちづくりの推進 
3-1 建物のゼロエネルギー化の促進 
3-2 乗り物のゼロエネルギー化の促進 
3-3 脱炭素型地域交通モデルの構築 
3-4 脱炭素型まちづくりの推進 
3-5 温室効果ガス吸収源対策の推進 

4. 循環型社会の形成 
4-1 家庭系ごみの減量・資源化の促進 
4-2 事業系ごみの減量・資源化の促進 

出典：「高松市地球温暖化対策実行計画（令和7年３月改定 高松市環境局ゼロカーボンシティ推進課）」 
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 ⑧ ゼロカーボンシティたかまつ環境マネジメントシステム（令和 7 年 3⽉
改定） 

平成20年に、法改正により、地方公共団体の事務事業に関して温暖化対策実行計
画（事務事業編）の策定・公表の義務付けや事業者としてのエネルギー使用量の削
減、報告の義務等が課せられたことから、平成23年10月、「高松市役所における環
境行動率先実行計画」及び「ＩＳＯ14001 環境マネジメントシステム」を集約・
一元化し、本市独自の環境マネジメントシステムとして「エコシティたかまつ環境
マネジメントシステム」を策定し、市の事務事業に伴う環境負荷を低減する取組を
進めてきた。さらに、令和6年度に、2030年度の温室効果ガス削減目標を国と同等
にし、更なる温室効果ガス排出量の削減に向けて、より実効性が確保されるよう見
直しし、本システムの名称を「ゼロカーボンシティ環境マネジメントシステム」と
改め、本市のゼロカーボンシティの達成に向け、決意を新たに取り組んでいくこと
とした。  

このシステムは、「地球温暖化対策推進法」において、地方公共団体（地方自治
体） が策定すると規定されている実行計画（事務事業編）として位置付け、「省エ
ネ法」に定められたエネルギー使用量及び温室効果ガスの削減など、本市の行政活
動から生じる環境負荷を低減するための役割を担うものとする。  

また、「高松市地球温暖化対策実行計画」等への積極的な貢献を目指して、市役
所全体での目標設定と管理運用を行うとともに、各種環境配慮活動の推進を図る。
本計画の概要を表  3-129に示す。  

 
表  3-129 ゼロカーボンシティたかまつ環境マネジメントシステムの概要  

項  目  概  要  

運用期間  平成29（2017）年度から令和12（2030）年度までの14 年間  
（基準年を平成25（2013）年度、目標年度令和12（2030）年度とする） 

システムの対象範囲  すべての課・施設等における事務事業（指定管理者制度導入施設を含む。） 

システムの  
対象とする  

温室効果ガス  

・⼆酸化炭素（CO２）  
・メタン（CH４）  
・一酸化⼆窒素（N２O）  
・ハイドロフルオロカーボン（HFCS）  

温室効果ガス  
の削減目標  令和12（2030）年度に、平成25（2013）年度⽐で50％削減  

取組の基本方針  

（１）再生可能エネルギーの最大限の活用に向けた取組  
（２）建築物における省エネルギー対策の徹底  
（３）財やサービスの購入・使用に当たっての取組  
（４）その他の事務・事業に当たっての温室効果ガスの排出の削減等への

配慮  
（５）ワークライフバランスの確保・職員に対する研修等  

出典︓「ゼロカーボンシティたかまつ環境マネジメントシステム（令和7年３⽉改定 高松市環境局ゼロカーボンシティ
推進課）」 
  



264 

 ⑨ 高松市一般廃棄物処理基本計画（平成 30 年 3 月、令和 6 年 12 月見直し
版） 

高松市一般廃棄物処理基本計画は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」の第
6条第1項に基づき、本市の一般廃棄物の処理に関し、長期的かつ総合的な視点に立
ち、計画的な推進を図るための基本的な方針等を明確にするものである。  

本市では、平成20年４月に改定した前計画を経て、平成30年3月に一般廃棄物処
理基本計画を策定した。今後の各種施策の充実とより効果的な推進を図るため、計
画の中間年である令和4年度に見直しを行った。新たに、今後のプラスチック資源
循環促進法への対応を踏まえ、令和6年12月に「高松市一般廃棄物処理基本計画（令
和6年12月見直し版）」を策定した。本計画の概要を表  3-130に示す。  

 
表  3-130 高松市一般廃棄物処理基本計画  

項 目 概 要 

計画の期間 平成 30 年度（2018）から令和 9 年度（2027）までの 10 年間 
（基準年度：平成 28（2016）年度、目標年度：2027 年度） 

基本理念 環境にやさしい 持続可能な循環型社会の構築 
～もっと 2R で、ずっと高松～ 

基本方針 
1. ごみの発生自体を抑制する２Ｒ（リデュース・リユース）の推進 
2. 資源の適正な循環的利用を図るためのリサイクルの推進 
3. 将来にわたって継続的かつ安定的なごみ処理体制の確立 

計画の目標値 

区分 目標項目 
基準 

（基準年度：平成
28(2016)年度） 

目標 
（目標年度：2027 年度） 

減
量 

家庭系 １人１日当たり 
の排出量 578ｇ 502ｇ 

（2016 年度比で約 13％削減） 

事業系 排出量 54,630ｔ 53,094ｔ 
（2016 年度比で約 3％削減） 

総排出量 
排出量 143,322ｔ 128,081ｔ 

（2016 年度比で約 11％削減） 
１人１日当たり 
の排出量 933ｇ 858ｇ 

（2016 年度比で約 8％削減） 

最終処分量 最終処分量 12,844ｔ 12,796ｔ 
（2016 年度比で約 0.4％削減） 

 

出典：「高松市一般廃棄物処理基本計画（平成30年3月、令和6年12月見直し版 高松市）」 
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 ⑩ 一般廃棄物処理計画（平成 27 年 3 月策定、令和 6 年 3 月改訂）（綾川
町） 

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律において、廃棄物のうち一般廃棄物につい
ては、市町村がその処理の統括的な責任を負うことが定められており、綾川町は、
区域内で発生する一般廃棄物の処理計画を定めている。  

綾川町では、ごみ処理行政は、合併により町管理となったものがあるが、従来か
ら広域処理を行っており、国及び県が掲げる広域化方針に沿っている。しかし、国
及び県が掲げるごみ減量化目標の達成や廃棄物処理における温室効果ガスの削減、
廃棄物処理に関する住民サービスの維持・向上など解決すべき課題がある。  

本計画は、計画策定より9年が経過していることから、一般廃棄物処理を取り巻
く現状を把握し、町及び周辺圏域の循環型社会形成を一層進めるとともに町の自然
環境及び生活環境保全の一助となることを目的として見直しをされた。また、生活
排水処理計画を兼ね、公共下水道事業及び合併処理浄化槽設置の推進をしている。
本計画の概要を表  3-131に示す。  

 

表  3-131 一般廃棄物処理計画（綾川町）の概要  
項 目 概 要 

計画の期間 平成 27 年から令和 11 年までの 15 年間 
計画対象区域 綾川町の行政区域全域 

ごみ排出量削減目標 

■家庭系ごみ量削減目標 
家庭系ごみの排出量について、平成 24 年度に対し、令和 11 年度において、 
15％削減する。 

■事業系ごみ排出量削減目標 
事業系ごみの排出量を令和 11 年度において、平成 24 年度に対し 12％削減する。 

生活排水処理に 
係る理念、目標 

生活排水等により公共用水域が汚染されることがないよう、それぞれの地区の特
徴にあった生活排水処理施設を整備し、未処理世帯の解消が一日も早く達成され
ること 

生活排水処理施設 
の基本方針 

流域関連特定環境保全公共下水道の早期水洗化とともにその他の町全域におけ
る合併処理浄化槽の整備を推進し、生活環境及び自然環境の保全を図ること 

出典：「一般廃棄物処理計画（平成27年3月策定、令和6年3月改訂 綾川町）」 
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 ⑪ 香川県景観形成指針（平成 19 年 3 月） 
景観法（平成16年6月18日法律第110号）の制定に伴い、香川県の特性に応じた

景観形成の基本的な考えを示すために、「香川県景観形成指針」（平成19年3月）が
策定された。  

香川県は、水と緑豊かな美しい自然景観に恵まれており、地域の歴史や文化に根
ざした街並み、建築物等が各地に残り、これらの資源を県民共通の資産として整備・
保全するとともに、良好な景観を形成していくことが必要である。  

本指針は、香川県の景観特性を踏まえ、香川の景観づくりの方向性を示すととも
に、景観づくりの主役となる住民や事業者との連携・協働による、美しい景観づく
りを推進していくための基本的な考え方を示している。また、市町が景観行政団体
として主体的に景観行政に取り組んでいくための指針となるものである。本指針の
概要を表  3-132に示す。  

 
表  3-132 香川県景観形成指針の概要  

項 目 概 要 

景観特性 

＜香川らしい景観特性＞ 
歴史・文化の息づくまちが、山水や田園と織りなす趣のある風景 

1. 自然と歴史が共存した景観 
2. 歴史と都市・集落が近在した景観 
3. 都市・集落と自然が近接した景観 
4. 文化と自然、歴史、都市・集落が共栄した景観 

景観づくり 
の目標 あたたかさと歴史・風土が育む、みどりと融和した美しい香川づくり 

景観づくり 
の指針 

＜香川らしい景観づくりの指針＞ 
多様な資源が融和した美しい香川づくり 
・自然と歴史の融和 
・歴史と都市･集落の融和 
・都市･集落と自然の融和 
・文化と自然、歴史、都市・集落の融和 
・広域的重要景観の融和 

＜分類別の景観づくりの指針＞ 
自然の景観      ：山から海へ緩やかに広がる讃岐の地形を活かした自然景観づくり  
歴史的な景観    ：地域の歴史・風土を継承し、活用する歴史景観づくり 
都市・集落の景観：魅力ある生活空間を演出する都市･集落景観づくり 
文化的な景観    ：人の生活と活動を伝える文化景観づくり 

取り組み 
の方向性 

◆これまで培ってきた景観をまもる 
◆周辺環境に配慮し、景観をととのえる 
◆人とまちのなかで、景観をそだてる 
◆連携と協働により、景観をつくる 

出典：「美しい香川づくり 香川県景観形成指針（平成19年3月 香川県土木部都市計画課）」 
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 ⑫ 高松市景観計画（平成 24 年 3 月策定、平成 28 年 1 月変更） 
景観法（平成16年6月18日法律第110号）に基づき、中核市である本市は「景観

行政団体」として、「高松市景観計画」（平成24年3月策定、平成28年1月変更）を
策定している。  

本市では、平成5年に制定された「都市景観条例」に基づき、一定の景観形成に
努めてきたことから、これまでの規制・誘導内容を踏まえつつ、「美しいまちづく
り基本計画」（平成23年3月）に掲げられた目標や方針の実現に向け、景観計画の策
定とともに関連条例の改正などを行い、規制・誘導方策の充実を図っている。  

本計画は、「美しいまちづくり条例」（平成21年12月21日高松市条例第61号）に
基づく、本市の景観形成の指針である「美しいまちづくり基本計画」に定める目標
像「だれもが暮らしたい、訪れたいと感じる  美しいまち  高松」の実現に向け、建
築物や屋外広告物等に関する一定のルールと仕組みを定めるものである。また、景
観計画区域は、高松市全域を一般区域と指定するとともに、特に重要な景観資源を
有する地区や良好な景観形成を誘導する必要がある地区を景観形成重点地区に指
定している。本計画の概要を表  3-133に示す。  

調査区域は、「田園居住ゾーン」、「山地・丘陵地ゾーン」に区分され、「都市軸沿
道（11・193号等）景観形成重点地区」を指定している。対象事業実施区域は、景
観形成重点地区に指定していないものの、一般区域の「山地・丘陵地ゾーン」に区
分している。  

高松市景観計画では、良好な景観の形成のための行為の制限を定めている。対象
事業実施区域が位置する山地・丘陵地ゾーンにおける行為の制限の基準(建築物・
工作物)を表  3-134(1)～(2)に、調査区域の景観形成重点地区を図  3-71に示す。 

 
表  3-133 高松市景観計画の概要  

項 目 概 要 

景観区域 

＜一般区域＞：高松市全域 
景観形成基準を基本に５つのゾ－ンを設定 
市街地ゾーン、田園居住ゾーン、山地・丘陵地ゾーン、海・島しょゾーン、瀬戸内海ゾーン 

＜景観形成重点地区＞ 
・栗林公園周辺地区 
・仏生山歴史街道地区 
・都市軸沿道（11・193 号等）地区 
・屋島地区 
・讃岐国分寺跡周辺地区 
＜景観形成重点地区の候補地＞ 
・サンポート高松周辺地区 

目標像 だれもが暮らしたい、訪れたいと感じる 美しいまち 高松 

目標 

1. 海に拓かれた活力と気品のあるまち 
2. 讃岐平野に抱かれた人々の営みが織りなす快適なまち 
3. 讃岐の歴史・文化を未来へ継ぐまち 
4. 折り重なる緑に包まれた自然豊かなまち 

基本方針 

1. 気品と活力を感じさせる、瀬戸内海に拓かれたまちをつくる 
2. 秩序の中に潤いと快適さを感じさせるまちをつくる 
3. 人々の営みとともにある讃岐の歴史・文化の息づく景観を育む 
4. 恵み豊かな海、山、川の自然とともに生きる 
5. 多様な主体による総合力で美しいまちをつくる 

出典：「高松市景観計画（平成24年3月策定、平成28年1月変更 高松市都市整備局都市計画課）」  
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図  3-71 景観形成重点地区位置図   

出典：「高松市景観計画（平成24年3月策定、平成28年1月変更 高松市都市整備局都市計画課）」 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000 
を複製して情報を追記したものである。 
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表  3-134(1) 高松市景観計画で定められた  
「山地・丘陵地ゾーン」における行為の制限  

項 目 景観形成基準 

建
築
物 

配置 
・ 

規模 

・周辺建築物との壁面の位置、敷地前面の道路状況等に配慮し、調和のとれた配置、規模とする。 
・歴史的な建築物等の優れた景観資源に隣接する場合は、その保全に配慮した配置とする。 
・大規模なものとなる場合には、道路境界から後退する等、周囲に違和感や圧迫感を与えない配置、規

模とする。 
・讃岐平野等から山や樹林地への眺望を阻害しない配置、規模とする。 
・周辺の樹林地や山間の棚田等と調和に配慮したゆとりある配置とする。 
・山間の棚田や河川等の良好な景観を阻害しない配置・規模とする。 

形態 
・ 

意匠 

・周辺と調和した外観となるよう配慮し、建築物全体として統一感のある形態、意匠とする。 
・ため池や河川周辺では、オープンスペースである水辺からの眺望を阻害しない形態、意匠とする。 
・勾配のある屋根とするなど、背景の山や樹林地との調和に配慮した形態、意匠とする。 
・周辺の樹林地や海からの眺めにおいて、過度に目立たないよう、自然と調和した形態・意匠とする。 

色彩 

・外観（外壁及び屋根）の基調色には、けばけばしい色の使用は避け、できる限り落ち着いたものと
する。 

・屋根の色彩は外壁の色彩との調和に配慮したものとする。 
・外壁で複数の色彩を組み合わせる場合は、全体として調和のとれたものとし、周囲に違和感を与え

ないものとする。 
・アクセント色を使用する場合は、周辺の景観に配慮し、できる限り低層部での使用に努める。 
・外観（外壁及び屋根）の色彩は、周囲の田園景観や樹林地の緑との調和に配慮し、落ち着いたもの

を選択するとともに、できる限り、自然色に近い色相の使用に努める。 
・外観（外壁及び屋根）の基調色は、次の色彩基準（マンセル表色系）に適合したものとする。（ただ

し、自然素材に彩色を施さず使用する場合は、この限りではない。） 
色相 彩度 明度 

Y、YR、R 4 以下 - 

その他 2 以下 - 
 

素材 
・ 

材料 

・外観（外壁及び屋根）に使用する素材及び材料は、周辺の景観との調和に配慮し、光沢のあるものや
反射光の生じるものをできる限り使用しないように努める。 

・外観（外壁及び屋根）に使用する素材及び材料は、長期間にわたり良好な外観が維持できるよう、耐
久性に優れたものの使用に努める。 

附帯す 
る設備 

等 

・屋外階段やバルコニー等は、建築物全体と統一感のある位置、形態、意匠とし、周辺から過度に目立
つことは避ける。 

・屋上又は塔屋、外壁等に設置する設備類等は、周囲から容易には見えないよう工夫し、露出する場合
には、建築物と調和した形態、意匠とする。 

・建築物の周囲に設置する設備類等は、道路等の公共空間から容易に見えない位置へ配置するか、見苦
しくないよう植栽等による目隠しの設置に努める。 

・外観照明は、地域の景観特性を踏まえ、節度あるものとし、派手な色や点滅照明等、周囲に不快感を
与えるものの使用は避ける。 

附帯す 
る屋外 
広告物 

等 

・建築物に設置する屋外広告物は、地域の景観特性を踏まえ、節度あるものとし、目立つことだけを目
的とするデザインは避ける。 

・建築物に設置する屋外広告物の掲示個数は必要最小限とし、設置位置も可能な限り集約するととも
に、全体として統一感のあるデザインとする。 

・屋上広告物の設置はできる限り避ける。やむを得ず設置する場合には、建築物の規模とのバランスを
踏まえ、過度に目立つことは避ける。 

・建築物の壁面等に設置する突出広告物は、建築物の高層部への設置はできる限り避ける。 
・LED やネオン管等の発光型サインを設置する場合は、周囲の景観と調和した節度あるものとし、点滅

するものや光の色が変化するものなどの使用はできる限り避ける。 

外構・ 
緑化等 

・駐輪場、荷捌き場、ごみ集積所等は、道路等の公共空間から容易に見えない位置に配置するか、見苦
しくないよう植栽等による目隠しの設置に努める。 

・既存の樹木等はできる限り保全・活用に努める。 
・道路等の境界部分には、周辺の景観との調和に配慮し、樹木や生け垣等による緑化に努める。 
・周辺の景観との調和に配慮し、樹木や花等による四季の演出を行い、魅力ある空間の形成に努める。 
・周辺の景観との調和に配慮し、樹木の配置や樹種の構成に配慮し、できる限り高木等の設置に努める。 
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表  3-134(2) 高松市景観計画で定められた  
「山地・丘陵地ゾーン」における行為の制限  

項 目 景観形成基準 

工
作
物 

配置 
・ 

規模 

・周辺の景観に配慮し、調和のとれた配置、規模とする。 
・歴史的な建築物等の優れた景観資源に隣接する場合は、その保全に配慮した配置とする。 
・大規模なものとなる場合には、道路境界から後退するなど、周囲に違和感や圧迫感を与えない配置、

規模とする。 

形態 
・ 

意匠 

・周辺の景観に配慮し、周囲から過度に目立たない形態、意匠とする。 
・周囲に違和感や圧迫感を与えないよう、全体としてすっきりとした形態、意匠とする。 
・建築物に附帯して設置する工作物は、建築物とのバランスに配慮し、全体として一体感のある外観と

なるよう形態、意匠を工夫する。 
色彩 ・全体として統一感のある色彩とし、建築物で定める色彩基準に適合したものとする。 

素材 
・ 

材料 

・外観に使用する素材及び材料は、周辺の景観との調和に配慮し、光沢のあるものや反射光の生じるも
のをできる限り使用しないように努める。 

・外観に使用する素材及び材料は、長期間にわたり良好な外観が維持できるよう、耐久性に優れたもの
の使用に努める。 

屋外広 
告物 

・地域の景観特性を踏まえ、節度あるものとし、目立つことだけを目的としたデザインは避ける。 
・掲示個数は必要最小限とし、大きさや、夜間景観に配慮するとともに、設置位置も可能な限り集約し、

全体として統一感のあるデザインとする。 
・屋上広告物の設置は、建築物とのバランスに配慮し、過度に目立つことは避ける。 
・建築物の壁面等に設置する突出広告物は、建築物の高層部への設置はできる限り避ける。 
・LED やネオン管等の発光型サインを設置する場合は、周囲の景観と調和した節度あるものとし、点滅

するものや光の色が変化するものなどの使用はできる限り避ける。 

開発行為 

・開発に伴う法面や擁壁は長大となることは避け、周辺に圧迫感を与えないよう配慮し、やむを得ず長
大なものとなる場合には、緑化等の措置により、周囲との調和に努める。 

・既存の樹林地はできる限り保全・活用する。 
・地形を活かし、切土・盛土による地形改変が最小限となるように配慮した造成に努める。 
・擁壁等は、自然素材を使用するなど、できる限り周辺の自然となじむよう配慮する。 

出典：「高松市景観計画（平成24年3月策定、平成28年1月変更 高松市都市整備局都市計画課）」 
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 3.2.8 廃棄物の状況  
(1) ごみ処理施設の設置の状況 
 1) 一般廃棄物 

調査対象地域である高松市及び綾川町の令和3年度の一般廃棄物処理施設の概
要を表  3-135に示す。調査区域には、高松市南部クリーンセンターがある。  

 
表  3-135 調査対象地域である高松市及び綾川町の  

一般廃棄物処理施設の概要(令和 3 年度）  
施設名称 所在地 処理対象廃棄物 処理能力 処理方式 竣工 

西
部
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー 

ごみ焼却施設 
高松市川部
町 930 番
地 1 

・家庭系、事業系可燃ごみ 
・破砕処理後の可燃物 
・布類残渣 

140t/24h 
×2 基 

全連続燃焼ストーカ
方式 

昭和 
63 年 
3 月 

破砕施設 破砕ごみ、粗大ごみ 100t/5h 
横型回転式破砕機 
（磁力、アルミ、粒
度、風力選別） 

平成 
9 年 
3 月 

南
部
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー 

ごみ焼却施設 

高松市塩江
町町安原下
第 3 号
2084 番地
1 

・家庭系、事業系可燃ごみ 
・破砕処理後の可燃物 
・プラスチック類残渣 

100t/24h 
×3 基 

連続式流動床炉型ガ
ス化溶融方式処 

平成 
16 年 
3 月 

廃
棄
物
再
生
利
用
施
設 

破砕系統 破砕ごみ、粗大ごみ 35t/5h 

1 次 二軸せん断式 
2 次 回転衝撃式 
(磁力、アルミ、粒度 
選別) 

平成 
15 年 
3 月 選

別
系
統 

缶、びん、ペッ
トボトルライン 資源ごみ 

・缶、びん、ペットボトル 
・プラスチック容器包装 
・紙、布 

23.3t/5h 

磁力、アルミ、風
力、自動色選別 

プラスチックご
みライン 11.7t/5h 

紙類圧縮梱包設
備 1.9t/5h 

南部クリーンセンター 
埋立処分地 

高松市塩江
町安原下第
3 号 973
番地 

ごみ焼却灰、粗大ごみ、不
燃ごみ 

埋立面積 
43,800m2 

埋立容量 
472,200m3 

残余容量 
69,645m3 

サンドイッチ方式 
昭和 
54 年 
7 月 

高松市一般廃棄物陶最終処
分場第 3 処分地 

綾川町陶
5001 番地 

溶融不適物、破砕不燃物、
溶融固化物 

埋立面積 
19,100m2 

（第 1 期） 
36,000m2 

（全体予定） 
埋立容量 

174,000m3 

(第 1 期) 
335,000m3 

(全体予定) 
残余容量 

128,140m3 

（第１期） 

セル方式 
平成 
24 年 
8 月 

注）残余容量は令和2年度末現在。 
出典：「高松市次期ごみ処理施設整備基本計画（令和5年5月 高松市）」  
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 2) 産業廃棄物 
調査区域の産業廃棄物処理施設一覧を表  3-136に、調査区域の産業廃棄物処理

施設位置図を図  3-72に示す。  
調査区域には、産業廃棄物処理施設が4件ある。  
 

表  3-136 調査区域の産業廃棄物処理施設一覧  
種
別 

No. 事業社名 処分方法 施設の設置場所 処理対象廃棄物 

中
間
処
理 

1 大林道路 
株式会社 破砕処分 

高松市香川町東 
谷字芦脇 2406 
番 12 

ガラスくず及び陶磁器くず（コンクリートくずに
限る。）、がれき類（コンクリート廃材、アスファル
ト廃材に限る。） 

2 サツキ産業 
有限会社 

焼却処分 
高松市香南町岡 
字寺奥 1144 番
1 

紙くず、木くず、繊維くず 

破砕処分 
ガラコン陶くず（コンクリートくずに限る。）、が
れき類（コンクリート廃材、アスファルト廃材に限
る。） 

3 讃佑化成 
企業組合 化成化処分 

高松市塩江町安 
原下第２号字奥 
野 441 番地 1、 
1916 番地 47 

汚泥、廃油（動植物性のものに限る。）、廃アルカ
リ、動植物残さ、動物の死体、動物系固形不要物 

4 

有限会社 
ヨシモト・
トレーディ
ングカンパ
ニー 

選別処分 

高松市塩江町安 
原下第 3 号 584 
番 1 

廃プラスチック、紙くず、木くず、繊維くず、金属
くず、ガラコン陶くず、がれき類 

破砕理処分 廃プラスチック、紙くず、木くず、繊維くず、ゴム
くず、金属くず、ガラコン陶くず、がれき類 

圧縮梱包処
分 

廃プラスチック、紙くず、木くず、繊維くず、ゴム
くず、金属くず、ガラコン陶くず 

減溶処分 廃プラスチック 
注1）令和7年10月7日現在。 
注2）No.は、図 3-72に対応している。 
出典：「産業廃棄物処理業者名簿」高松市HP 

（ https://www.city.takamatsu.kagawa.jp/jigyosha/kankyo_eisei/sanpai/itirann_R4/meibo_tuuti/m
eibo.html） 
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図  3-72 調査区域の産業廃棄物処理施設位置図   

出典：「産業廃棄物処理業者名簿」高松市HP 
（https://www.city.takamatsu.kagawa.jp/jigyosha/kankyo_eisei/sanpai/itirann_R4/meibo_
tuuti/meibo.html） 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000 
を複製して情報を追記したものである。 
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(2) 廃棄物等の状況 
 1) 一般廃棄物 

調査対象地域である高松市及び綾川町の一般廃棄物排出量の推移を表  3-137に
示す。  

令和2年度のごみ総排出量は、高松市では136,117t、綾川町では6,095tであり、
平成23年度と比較して高松市、綾川町ともに減少している。また、平成23年度と
比較して高松市における令和2年度の1人1日当たりの排出量は減少しているが、綾
川町における令和2度の1人1日当たりの排出量は横ばいで推移している。  

 
表  3-137 調査対象地域である高松市及び綾川町の一般廃棄物排出量の推移  

年度 

高松市 綾川町 

人口 
（人） 

ごみ排出量 
（t/年） 

1人1日当た
りの排出量※ 

（g/日） 

人口 
（人） 

ごみ排出量 
（t/年） 

1人1日当た
りの排出量※ 

（g/日） 
平成 23 年度 418,534 152,342 997 25,274 6,441 698 

平成 24 年度 418,528 150,267 981 25,222 6,292 682 

平成 25 年度 418,523 150,452 985 25,013 6,312 691 

平成 26 年度 419,011 148,293 970 24,857 6,303 695 

平成 27 年度 419,381 146,745 959 24,755 6,307 698 

平成 28 年度 419,057 143,322 934 24,586 6,164 685 

平成 29 年度 418,756 141,815 928 24,458 6,108 684 

平成 30 年度 418,122 140,625 921 24,290 5,950 671 

令和元年度 417,606 140,956 925 24,093 5,888 694 

令和 2 年度 416,650 136,117 893 23,860 6,095 698 
注）※1人1日当たりの排出量＝ごみ総排出量/人口/年間日数×106（閏年の年は年間日数を366日として計算） 
出典：「高松市次期ごみ処理施設整備基本計画（令和5年5月 高松市）」  
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 2) 産業廃棄物 
調査対象地域が位置する香川県における産業廃棄物の業種別排出量を表  3-138

に、種類別排出量を表  3-139に示す。  
平成30年度の産業廃棄物総排出量は2,476千tとなっている。業種別にみると「建

設業」が最も多く962千t、次いで「農業、林業」が625千tとなっている。種類別で
みると「がれき類」が最も多く923千t、次いで「動物のふん尿」の632千tで、合わ
せると全体の60％以上を占めている。  

 

表  3-138 香川県における産業廃棄物の業種別排出量（平成 30 年度）  
業 種 排出量（t/年） 構成比（%） 

農業、林業 625,845 25.3 

建設業 962,796 38.9 

製造業 363,372 14.7 

電気・ガス・熱供給・水道業 334,821 13.5 

卸売業、小売業 20,397 0.8 

サービス業 41,253 1.7 

医療、福祉業 12,174 0.5 

その他の業種 115,589 4.7 

合計 2,476,247 100 
注）四捨五入により各項目の合算値と合計値が合致しない項目がある。 
出典：「香川県廃棄物処理計画（令和3年10月 香川県）」 

 
表  3-139 香川県における産業廃棄物の種類別排出量（令和元年度）  

種 類 排出量（t/年） 構成比（%） 

汚泥 543,287 22.2 

廃油 11,790 0.5 

廃プラスチック類 113,059 4.6 

木くず 84,685 3.5 

動植物性残さ 27,213 1.1 

ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず 39,396 1.6 

がれき類 923,763 37.7 

動物のふん尿 632,798 25.8 

その他 73,061 3.0 

合計 2,449,052 100 
注）四捨五入により、各項目の合算値と合計値が合致しない項目がある。 
出典：「香川県廃棄物処理計画（令和3年10月 香川県）」 

  



276 

(3) その他の事項 
 1) 建設副産物に係る関係法令等の状況 

建設副産物とは、建設工事に伴う副産物のことをいい、建設工事に伴い副次的に
得られる物品であり、再生資源（建設発生土等）や、廃棄物（一般廃棄物、産業廃
棄物）を含むものである。  

建設副産物に係る関係法令等の概要を表  3-140に示す。また、建設副産物のリ
サイクルや再資源化についての目標については国、四国地方及び香川県によりそれ
ぞれ示されている。「建設リサイクル推進計画2020～「質」を重視するリサイクル
へ～」（令和2年9月、国土交通省）による再資源化等の目標値を表  3-141に、「四
国地方建設リサイクル推進計画」（平成27年10月  建設副産物対策四国地方連絡協
議会）による再資源化等の目標値を表  3-142に、「香川県における特定建設資材に
係る分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の促進等の実施に関する指
針」による再資源化率の目標を表  3-143に示す。  

 
表  3-140 建設副産物に係る関係法令等の概要  

関係法令・条例名 目的・概要 

国
の
法
令
等 

循環型社会形成推進基本法（平成
12 年 6 月 2 日法律第 110 号） 

環境基本法の基本理念にのっとり、循環型社会の形成に
ついての基本的な枠組み。 

廃棄物の処理及び清掃に関する法
律（昭和 45 年 12 月 25 日法律第
137 号） 

廃棄物の排出を抑制し、廃棄物の適正な分別、保管、収
集、運搬、再生、処分等の処理をし、並びに生活環境を
清潔にする。産業廃棄物、特別管理産業廃棄物、一般廃
棄物、特別管理一般廃棄物についての規制を定める。 

資源の有効な利用の促進に関する
法律（平成 3 年 4 月 26 日法律第
48 号） 

資源の有効な利用の確保を図るとともに、使用済み物品
等及び副産物の発生抑制ならびに再生資源及び再生部品
の利用促進に関する措置を講ずる。リサイクルに係る業
種や製品を具体的に指定する。 

建設工事に係る資材の再資源化等
に関する法律（平成 12 年 5 月 31
日法律第 104 号） 

特定の建設資材に係る、分別解体等及び再資源化促進措
置を講じ、解体工事業者の登録制度実施等により、資源
の有効利用の確保及び廃棄物の適正処理を図る。 

建設副産物適正処理推進要綱（平
成 14 年 5 月 30 日改正 国土交通
省） 

建設工事の副産物である建設発生土と建設廃棄物の適正
な処理等に係る総合的な対策を発注者及び施工者が適切
に実施するために必要な基準を示す。 

建設リサイクル推進計画 2020～
「質」を重視するリサイクルヘ～
（令和 2 年 9 月 国土交通省） 

建設副産物のリサイクルや適正処理等を推進するため、
国土交通省における建設リサイクル推進に向けた基本的
な考え方、目標、具体的施策をとりまとめた計画。 

四
国
地
方
・
香
川
県
の
条
例
等 

四国地方建設リサイクル推進計画
（平成 27 年 10 月 建設副産物対
策四国地方連絡協議会） 

四国地域における建設リサイクルの推進に向けた基本的
考え方、目標、具体的施策を内容とする。 

香川県環境基本条例（平成７年３
月 22 日香川県条例第４号）第８条
第 4 項 

資源の循環的な利用、エネルギーの有効な利用、廃棄物
の減量等の推進を図ることにより、環境への負荷の少な
い持続的に発展することができる社会を構築すること。 

香川県環境基本計画（令和 3 年 10
月 香川県） 

環境への負荷を低減させる持続可能な循環型社会の形成
の推進、2R を意識した 3R の推進、廃棄物の適正処理
の推進を図る。 

香川県における特定建設資材に係
る分別解体等及び特定建設資材廃
棄物 の再資源化等の促進等の実施
に関する指針 

建設資材の開発、製造から建築物等の設計、建設資材の
選択、建設工事の施工、建設資材廃棄物の廃棄等の各段
階において、廃棄物の発生抑制、分別解体等の徹底、建
設資材廃棄物の再資源化等の徹底、再生資材の利用の徹
底により、資源循環型社会の構築を目指す。 
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表  3-141 建設リサイクル推進計画 2020 の目標  

対象品目 指標 2018 
目標値 

2018 
実績値 

2024 
達成基準値 

 アスファルト・コンクリート塊 再資源化率 99％以上 99.5％ 99％以上 
 コンクリート塊 再資源化率 99％以上 99.3％ 99％以上 
 建設発生木材 再資源化・縮減率 95％以上 96.2％ 97％以上 
 建設汚泥 再資源化・縮減率 90％以上 94.6％ 95％以上 
 建設混合廃棄物 排出率 3.5％以下 3.1％ 3.0％以下 
建設廃棄物全体 再資源化・縮減率 96％以上 97.2％ 98％以上 
建設発生土 有効利用率 80％以上 79.8％ 80％以上 

出典：「建設リサイクル推進計画2020～「質」を重視するリサイクルへ～（令和2年9月 国土交通省）」 
 

表  3-142 四国地方建設リサイクル推進計画の目標  

対象品目 指標 平成 24 年度 
（実績） 

平成 30 年度 
目標 

 アスファルト・コンクリート塊 再資源化率 98.8％ 99%以上 
 コンクリート塊 再資源化率 99.1％ 99%以上 
 建設発生木材 再資源化率･縮減率 85.5％ 95%以上 
 建設汚泥 再資源化･縮減率 88.6％ 90%以上 
 

建設混合廃棄物 
排出率 2.7% 3.0%以下 

 再資源化･縮減率 35.8% 50%以上 
建設廃棄物全体 再資源化・縮減率 95.6％ 96%以上 
建設発生土 有効利用率 - 80%以上 

注）目標値の定義は次のとおり 
＜再資源化率＞ 
・建設廃棄物として排出された量に対する再資源化された量と工事間利用された量の合計の割合 
＜再資源化・縮減率＞ 
・建設廃棄物として排出された量に対する再資源化及び縮減された量と工事間利用された量の合計の割合 
＜建設混合廃棄物排出率＞ 
・全建設廃棄物排出量に対する建設混合廃棄物排出量の割合 
＜建設発生土有効利用率＞ 
・建設発生土発生量に対する現場内利用及びこれまでの工事間利用等に適正に盛土された採石場跡地復旧や農地

受入等を加えた有効利用量の合計の割合 
出典：「四国地方建設リサイクル推進計画（平成27年10月 建設副産物対策四国地方連絡協議会）」 
 

表  3-143 香川県の特定建設資材廃棄物の再資源化率の目標  
特定建設資材廃棄物の種類 令和 6 年度の再資源化率 

コンクリート塊 99% 
建設発生木材 97% 
アスファルト・コンクリート塊 99% 

出典：「香川県における特定建設資材に係る分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の促進等の実施に関
する指針」香川県HP（https://www.pref.kagawa.lg.jp/gijutsukikaku/recycle/sisin.html） 
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